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1. 序論 

1.1 論文の構成 

本論文は，岩盤中の透水性を把握するために，異なる周波数を用いた孔間弾性波トモグラフ

ィとボーリング孔内を利用した原位置透水試験の組み合わせにより，ボーリング孔間の空間的

な透水係数分布を求める手法の開発に関する研究成果について記載したものである。 

本論文の構成は，まず第１章で本研究に至る動機と目的を示し，放射性廃棄物の地層処分場

の性能に直接関係する地下水流動特性の把握に関する現状での課題を示し，課題解決に向けた

本研究成果の適用先について述べている。 

第２章では現在広く知られている透水場構築手法について，現状認識と課題について示し，

空間的な透水係数分布を推定する現状技術について触れるとともに，透水係数の推定手法につ

いて課題を抽出している。 

第３章では，本研究の基本理論となる弾性波速度分散現象について，間隙水で満たされた岩

盤中を伝わる弾性波の挙動に関する２つの異なる原理を示し，岩盤中の透水係数の違いと弾性

波速度分散の関係による本研究の背景となる理論的裏付けを示す。 

第４章では，前章で示した基本原理に基づいた，岩盤中の透水性と弾性波の速度分散を確認

するために，岩石サンプルを用いて，水で飽和させた岩石で周波数毎の弾性波速度を計測し，

間隙率および透水係数の違いによって，弾性波速度分散が生じることを室内試験レベルで示し

ている。さらに，本章では，原位置において，平行な２本のボーリング孔を用いて，弾性波の

速度分散現象を利用した透水場構築方法を提案し，数値実験により，手法の成立性を示してい

る。この手法によって，異なる周波数による弾性波速度差とボーリング孔沿い透水係数値を用

いて，両者の相関から，空間的な透水係数分布に変換する手法を提案している。 

第５章では，花崗岩を対象に，原位置のボーリング孔を利用して，前章で提案した透水係数

分布の構築手法を適用し，実際に異なる周波数による弾性波トモグラフィと原位置透水試験と

の組み合わせによって，ボーリング孔間の空間的な透水係数分布を求めた原位置試験結果を示

す。さらに，本手法による透水係数分布構造を検証するために，新たなボーリングと透水試験

を実施してトモグラフィから求めた空間的な透水係数値と透水試験の値とを比較することで，

本研究の手法の確証を示している。さらに，花崗岩地域において，スケールを拡大した原位置

において本手法を適用して，空間的な透水係数分布を求め，既存データと整合性を示している。

そして，この手法を，広域の地質環境調査に適用するために，高エネルギーの孔内震源装置を

製作するとともに，平行した複数のボーリング孔を利用して，堆積岩地域において，本手法に
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よる空間的な透水場構築の原位置試験結果を示している。 

第６章では，本研究の結論として，弾性波速度分散を利用した岩盤中の透水場構築手法の評

価を行い，地質調査技術としての適性性をまとめた。そして，本手法の発展的課題として，確

率論的な手法による透水場構築の試みと，沿岸域の地下水変動に関する課題を挙げて，電磁波

を用いた物理探査手法の組み合わせにより，塩分濃度が高い地下水が分布する場所での長期的

な地下水変動予測への発展的な適用方法について提案する。 後に本研究のまとめを記した。 

 

1.2 研究の動機 

1.2.1 核燃料サイクルと放射性廃棄物地層処分 

現在我が国では，水力，火力および原子力発電による電力供給の安定な確保を考慮しつつ，経

済性を追求した 適な電源構成を考慮したベストミックスによる電力供給を行っている。1973

年の第１次石油ショック頃にはエネルギー供給の 77%を石油に依存していたがエネルギーの安

定供給を図るため，石油に代わる代替エネルギーとして原子力や天然ガスの導入を促進してきた。

その結果エネルギー供給の多様化が進み，2004 年度には，原子力は沿うエネルギー供給の 11％

を占めるようになった。 

2005 年 10 月に閣議決定された原子力政策大綱では，2030 年以後も総発電電力量の 30～40％

程度という現在の水準程度，あるいはそれ以上の供給割合を原子力発電が担うことが示されてお

り，併せて，使用済み核燃料の再処理によってプルトニウムやウランを回収する「核燃料サイク

ル」を取り入れて，回収されるプルトニウム，ウラン等を有効利用することも示されている。 

また，化石燃料の燃焼によって排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの排出制限について

は，京都議定書に沿って，1990 年に比べて 6%削減する計画である。原子力発電では核分裂反応

でエネルギーを出すので，原子力発発電所から二酸化炭素は発生しない。このように，原子力発

電はエネルギーの安定供給及び温室効果ガスの一つである二酸化炭素を排出しないこと，大気汚

染や酸性雨の原因となる窒素酸化物，硫黄酸化物等を排出しないなど，環境負荷が少ないクリー

ンエネルギーであるといえる。 

「核燃料サイクル」の過程で，使用済燃料からウランおよびプルトニウムを回収する際に，再

利用できない廃棄物が分離される。この廃棄物には高濃度で，半減期が長く長期わたり放射能を

発生し続ける放射性物質が含まれており，高レベル放射性廃棄物と呼ばれている。 

高レベル放射性廃棄物は，使用済燃料を再処理工程で硝酸に溶解したのち有機溶媒によってウ

ランとプルトニウムを抽出した後に残存する，核分裂生成物を主成分として，ネプツニウム(Np)，
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アメリシウム(Am)，キュリウム(Cm)等アクチニド1を含んでいる。高レベル放射性廃液は，ガラ

ス原料と一緒に，溶融され，固化体の容器であるステンレス製のキャニスターに封じ込められる。 

わが国では高レベル放射性廃棄物は，ガラス固化体として，核分裂による発熱が徐々に低下す

るまで一定期間貯蔵した後に，安定で高い隔離性がある地質環境を有する地下深部に埋設処分す

る方法が選択されている。安定した地質環境にある深部の地層に，キャニスターに封じ込められ

たガラス固化体を，炭素鋼等のオーバーパックと呼ばれる容器に入れて，その周囲を透水性の極

めて低い緩衝材（現在，ベントナイトなどの膨潤性の粘土鉱物を使用することが考えられている）

で密閉して埋設するという地層の天然バリアと，人工バリアとの多重バリアで高レベル放射性廃

棄物を封じ込める概念で埋設する計画となっている(図 1.2.1-1)。 

使用済の核燃料の再処理過程以外で発生するその他の放射性廃棄物や，原子力発電所で発生す

る使用済み燃料以外の放射性廃棄物は，放射性物質の濃度が低く低レベル放射性廃棄物に分類さ

れる。表 1.2.1-1 放射性廃棄物の分類を示す。 

高レベル放射性廃棄物の 終処分施設建設地（ 終処分施設を建設する地点）は，「特定放射

性廃棄物の 終処分に関する法律（以下，「 終処分法」と略記）」に基づき，概要調査地区の選

定→ 精密調査地区の選定→ 終処分施設建設地の選定の３段階の過程を経て選定される（図 

1.2.1-2）。このうち概要調査地区は，応募区域およびその周辺の地域を対象として実施する文献

調査の結果に基づき，これらの範囲の中から選定され，その後，概要調査地区の中から精密調査

地区が選ばれ，さらに精密調査地区の中から 終処分施設建設地が選ばれるといった段階的な選

定が行われた後，国による安全審査を経て， 終処分施設が建設されることになる。なお，「

終処分法」では，高レベル放射性廃棄物は地上から 300m 以深の安定した地層中に処分されるこ

とが示されている。 

文献調査（概要調査地区選定のための調査）では，既存の文献によって概要調査地区選定上の

考慮事項である，地震，噴火，隆起・浸食，第四紀の未固結堆積物，鉱物資源等に関する調査を

実施するもので，2008 年 1 月の段階では，まだ文献調査への応募の意思が示されていない。 

概要調査（精密調査地区選定のための調査）は，３段階の選定過程のなかで，現地において，

地上または海上からの調査を開始するものであり，数百ｍ～千数百ｍ程度のボーリングによる地

下の岩石，地下水等に関する調査，地表で確認できる地層・岩石の分布，地質構造，活断層の分

布等を調べる地表踏査，人工地震や電磁波等を利用して地下の状況を間接的に調査する物理探査

                                                  
1  アクチニド：原子番号 89 のアクチニウムから 103 のローレンシウムまでのアクチノイドのうちアクチニウ

ムを除いたものをいう。ネプツニウム以降を超ウラン元素という人工元素で自然界にはほとんど存在しない。 
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等が実施される。この概要調査の結果に基づき，地層が安定していること，坑道の掘削に支障が

ないこと，地下水の水流等が地下施設に悪影響をおよぼすおそれが少ないと見込まれること等が

確認され，これらを満足する概要調査地区の中から精密調査地区が選定される（原子力発電環境

整備機構 2002）。 

精密調査（ 終処分施設建設地選定のための調査）では，地上からの詳細な調査に加えて，地

下の調査施設での測定・試験が実施される。精密調査の結果に基づき，地層の物理的・化学的性

質等が 終処分施設の設置に適していると見込まれること等が確認され，これらを満足する精密

調査地区の中から 終処分施設建設地が選定される。 

わが国における，地層処分の基本的考え方は，安全性を確保するという観点から，核燃料サイ

クル開発機構(1999，以下 2000 年レポートと略記する)は，「安定な地層に，性能に余裕を持たせ

た人工バリアを含む多重バリアシステムを構築」することを示していて，この基本概念から，そ

の手法として，以下の３つの作業により安全性が確保されると述べている。 

① サイト選定：地層処分にとって適切な地質環境を選定すること 

② 工学的対策：選定された地質環境に対して，人工バリアや処分施設を合理的に設計，施

工すること 

③ 安全評価：構築された地層処分システムの長期的な安全を評価すること 

そのうち，サイト選定の条件として，「 終処分法」では，主に安定な地質環境確保の観点か

ら，火山・火成活動，断層運動，隆起・浸食，天然資源の存在について適用除外としている。安

定な地質環境を確保した上で，処分の対象となる地質には，処分場の建設，ガラス固化体を封入

したオーバーパックが劣化した後の放射性物質拡散抑制（天然バリアとしての性能）に有利な地

質環境が求められる。 
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表 1.2.1-1 わが国の放射性廃棄物の種類 

 

放射性廃棄物の種類 廃棄物の形態 おおよその最大

放射性物質濃度

高レベル放射性廃棄物 

・再処理の過程で使用済燃料から分離される核分

裂生成物やアクチノイド（原子番号 89 番以上の核

種）を多く含む放射性廃棄物質濃度の高い廃液 

・上記廃液をガラスと混ぜてステンレス製の容器に

入れ，固化したもの（ガラス固化体） 

・α 核種 

 1014Bq/t 

・βγ 核種 

 1016Bq/t 

放射能レベ

ルの比較的

高いもの 

・原子力発電所で発生する放射性廃棄物で，使用

済制御棒，施設の解体に伴って生じる炉内構造物

等。 

・α 核種 

 1010Bq/t 

・βγ 核種 

 1015Bq/t 

放射能レベ

ルの比較的

低いもの 

・原子力発電所で発生する放射性廃棄物で，施設

の運転に伴って発生する濃縮廃液，使用済樹脂

等。 

・α 核種 

 109Bq/t 

・βγ 核種 

 1013Bq/t 

原子力発電

所から発生

する廃棄物 

放射能レベ

ルの極めて

低いもの 

・原子力発電所で発生する放射性廃棄物で，施設

の解体・改造に伴って発生するコンクリート廃材や

金属廃材等。 

・α 核種 

 107Bq/t 

・βγ 核種 

 1010Bq/t 

ウラン廃棄物 ・ウラン燃料加工施設で発生するウランを含む放

射性廃棄物 
・α 核種 

 1010Bq/t 

低 レ ベ

ル 放 射

性 廃 棄

物 

超ウラン核種 (TRU）を含

む放射性廃棄物 

・再処理施設及び MOX 燃料加工施設から発生す

る超ウラン核種(TRU 核種)を含む放射性廃棄物で

あって，高レベル放射性廃棄物以外のもの 

・α 核種 

 1013Bq/t 

・βγ 核種 

 1015Bq/t 
 
注）・低レベル放射性廃棄物は上記の他に，医療機関や研究所等から発生するものがある 

 ・１Bq は，放射性核種が崩壊する数が１秒につき１個であるときの量 

 ・α 核種 ：α 線（原子核から放出されるヘリウム原子核）を放出する放射性核種。 

・βγ 核種：β 線（原子核から放出される高速の電子），γ 線（原子核から α 線，β 線が出たあとに残った

エネルギーが電磁波の形で出てくるもの）又はそのいずれかを放出する放射性核種 

（出典：総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会第１回廃棄物安全小委員会資料３－１） 
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図 1.2.1-1 多重バリアの概念 
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図 1.2.1-2 処分地選定の手順 

出典：原子力発電環境整備機構：高レベル放射性廃棄物の 終処分施設の設置可能性を調査する

区域の公募関係資料－３ 
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1.2.2 施設の安全評価に係る岩盤評価 

一般的に地下深部は，地下水の動水勾配が緩やかになるほか，岩盤の透水性も地下深部では地

圧が大きいため亀裂や間隙が狭くなるため水が動きにくいと考えられる。また，雨水などが地下

深部に浸透する間に，岩石中の鉱物との反応や微生物の活動などにより酸素をほとんど含まない

還元性の地下水となるため，オーバーパックやキャニスターなど金属を腐蝕させにくい化学的に

安定な環境であると言える。また，人工バリアから地層中に溶出した放射性物質は岩石鉱物に吸

着し，その移行は遅延される。 終処分場の安全性は人工バリアの機能と天然バリアの機能の相

互機能により，放射性物質を長期にわたって閉じ込める多重バリアが働き，もしも放射性物質が

漏出することがあっても，地表面に到達するまでの時間を著しく遅延させ，その間に核種の放射

能が減衰し，人間の生活環境に影響が現れないという考え方になっている。 

岩盤中における物質移動は，地下水を媒体として，岩盤内に存在する地質構造要素（断層，割

れ目，粒子間間隙等）を通じて生じる。この内，たとえば断層は，移行経路となる地質構造要素

の中で も連続性がよく，破砕物質や粘土を充填し，規模の大小を問わず断層破砕帯を伴ってい

る。破砕物質を充填した断層破砕帯では，岩石の細片化や網目状の微小割れ目が認められ，これ

らは透水性が高く，地下水や物質の移行経路となる。 終処分場の安全性を評価する上で，処分

場近傍の断層は保守的な考え方をすれば，選択的な核種流出経路となりうるため，重要な評価対

象である（図 1.2.2-1）。しかし一方で，断層粘土を伴う断層破砕帯は，透水性の低い粘土が割れ

目に充填していることにより遮水帯となり，地下水や物質の移行経路として機能しない場合もあ

る。このように断層を例に挙げた場合でも，その性状によって処分場の安全評価は大きく異なる。 

花崗岩類のような結晶質岩や固結度の高い古期堆積岩等は，一般に間隙率が小さく岩石の構成

が緻密である。このような岩石では，直線的で比較的連続性のよい割れ目が発達しているところ

があり，このようなところでは，割れ目が互いにつながり，ネットワーク状の構造を構成するこ

とにより，地下水や物質の移行経路としての機能を果たすものと考えられている。また，このよ

うな移行経路となる割れ目では，核種の一部が岩石を構成する鉱物粒子表面や割れ目中の充填鉱

物表面に収着する遅延機能が生じていることも知られている（2000 年レポート）。また，割れ目

と粒子間間隙がつながることによって，割れ目面から岩石の基質（マトリックス）中へ物質が拡

散する現象（マトリックス拡散）が生じる（図 1.2.2-2：左）。一方，新第三紀以降の堆積岩のよ

うな固結度の低い堆積岩においては，間隙率が 30～40％に及ぶ場合があり，構成鉱物の粒子境

界を中心に間隙が形成され，それらが微細な網目状の構造を形成し，地下水や物質の主要な移行

経路となる。このような移行経路となる粒子間間隙中では，核種の一部が鉱物粒子の表面に収着
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する遅延機能が生じている（図 1.2.2-2：右）。 

このように地下水によって，放射性核種が移行する場合を想定し，天然バリアとしての地層の

核種移行特性を把握しようとする場合，処分対象地層を通過する地下水流量を決めるものが重要

であると言える。2000 年レポートにおける天然バリアの核種移行パラメータとそれらの数値を

表 1.2.2-1 のように示している。このうち，水理に関するパラメータとして，室内試験や原位置

試験によって得られた結果から用いられたものは，透水量係数，動水勾配および実効拡散係数で

あり，このうち透水量係数を求める際に必要な透水係数および亀裂開口幅は岩盤の透水構造に直

接関係する重要なパラメータである。ただし，2000 年レポートでは，開口幅は透水量係数から

経験式によって算出している。 

以上のように，処分対象地層を通過する地下水流量を知るには，「対象地層の透水係数」が大

きく関わっており，処分場周辺の岩盤の透水性を把握し，処分場の安全評価を行うには，透水係

数の空間分布を把握することが必要となる。また処分場となる区域の下流域に，断層のように処

分場と生物圏をつなぐ も流速の速い経路（クリティカルパス）が存在する場合には，それに沿

った核種移行距離と地下水流速とを知ることが重要となる。そのため「処分場候補地周辺の水理

地質構造中の各領域（岩体，断層・破砕帯等）の透水係数空間分布」を知ることが重要となる。 

 

表 1.2.2-1 2000 年レポート(第 3 分冊)における天然バリアの核種移行パラメータ 

対象部位と設定パラメータ値  天然バリアの核種移行  

パラメータ 母岩 下流側断層 
岩種 花崗岩（結晶質岩） 
地下水流向流速 上流／下流共に１方向 

Ⅰ.前提 

移行距離（ｍ） 100 800 
開口幅 *1 透水量係数 T 

（m2/s） 
中心値 10-9 

(10-13～10-7)  
10-7 

 
動水勾配 i 0.01 

流速   *2 
 

開口幅 2b(ｍ) 2E-5 
(3E-8～3E-3) 

6E-4 
 

巨視的(縦方向)分散長(ｍ) 10（縦方向分散長） 
ﾏﾄﾘｸｽ拡散深さ(ｍ) 0.1 
ﾏﾄﾘｸｽ拡散寄与面積率(％) 50 
有効間隙率（％） 2 
乾燥密度（Mg/m3） 2.64 

Ⅱ.水理 

実効拡散係数（m2/s） 3×10-12  

*1. 開口幅（2b）は，経験則 2b= c・√T（なお，c=2，min.0.1, max.10）で，透水量係
数（T）から算出 

*2. 流速 v [m/s]は，動水勾配 i（=0.01），透水量係数 T [m2/s]および開口幅 2b [m]より v＝
（T×i）／2b で算出 
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図 1.2.2-1 基本シナリオの概念（河川を通しての核種摂取のケース）。 

 

 

図 1.2.2-2 核種移行プロセス概念図（左：亀裂中，右：粒子間隙中） 
 

出典：核燃料サイクル開発機構， JNC TN1400 99-023 平成 11 年 11 月を編集 

 

 

出典：核燃料サイクル開発機構（1999） 
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1.2.3 放射性廃棄物地層処分への物理探査の関わり 

高レベル放射性廃棄物の 終処分場選定作業の中で，処分場の候補地となりうる地域の地質環

境は多くの調査技術や手法を駆使して評価される。「 終処分法」には具体的に「地表踏査」，「物

理探査」，「トレンチ掘削」を使用して概要調査を行うことが記載されており，地質環境調査で物

理探査が寄与する部分は大きい。物理探査は空中，海上，地表，地中等において地下からの物理

的情報を得てその起因となる情報を解析して可視化する技術であり，そのほとんどが非破壊で実

施される。また，物理探査は地上からの調査で，地下深部や沿岸海底下に存在する断層や広域の

地質構造を把握する技術として期待されるほか，地表調査，ボーリング調査，トレンチ調査や地

下水調査等の技術と合理的に組み合わせて使用することで，地下深部の地下水分布性状を信頼性

高く把握する技術として期待されている。そして，多様な地形，地質環境，スケールに対応可能

な地質調査技術であること，限定的な調査量で広範をカバーできる調査技術であることなど，

終処分場の地点選定の各段階において応えることができる技術であるといえる。Yoshimura 

et.al(2003)および吉村・安藤(2004)は，地層処分場の選定段階のうち，概要調査における重要な

調査項目と物理探査を含めた各種調査技術との連関を示し，図 1.2.3-1 のように，データフロー

ダイヤグラムとして，処分場周辺の長期地質安定性，処分場の性能評価ならびに処分場の設計技

術に反映できる地上からの具体的な地質技術の反映先を示している。そして，データフローダイ

ヤグラムをパーソナルコンピュータに実装し IT ツールとして整備するとともに，既存の地質調

査データを用いて地上からの調査によって，水理地質モデルが構築される手順とデータと関連を

示すことで，地質調査の透明性や追跡性を担保しつつ，地上からの調査と地下水流動特性など重

要な調査要件と物理探査などの調査技術との連関を示している（安藤ほか(2003)，Yoshimura 

et.al(2006)，吉村ほか(2007)）。また，吉村ほか(2002a)では，地層処分事業における地質環境調

査を図 1.2.3-2 で示すように，４つの調査スケールで区分し，物理探査技術の適用面から，概略

構造推定とそれぞれ地質構造，岩盤の力学特性ならびに地下水流動特性の把握を処分場の性能評

価に重要な調査項目として設定している。 

このように地上からの調査技術として物理探査は，長期地質安定性に関する地質構造探査や処

分場の施設設計に関する力学的情報取得のみならず，処分場の性能評価に関連する地下水流動特

性への寄与が示されており，非破壊で広域を効率的に調査できる長所を生かした新しい水理場構

築技術が期待されている。 

これまでの地質調査では地下資源や断層など，調査の目的とする地下の対象物（ここではアノ

マリーと呼称）を評価するために，広範囲な概査から始まり，徐々に場所を絞り込む精査へと進
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むことが多かった。この場合，施工されるボーリング孔の間隔は，調査の進展に伴い，徐々に狭

まり， 終的に目的とするアノマリーを発見する手順を取る。しかし，結果的に地層に多くの穴

を開けてしまうことになる。地層処分の安全性を考えた場合， 終処分場からの放射性物質が地

下水中に溶解して岩盤中の亀裂や間隙を通じて生物圏に流出することを考慮すると，これらの穴

は処分場からの核種漏洩に対し選択的優先径路となりうるためあまり好ましいものではない。一

方で放射性物質を含んだ地下水のショートパスとなりうるボーリング孔を閉塞する技術検討が

進められている（池田ほか 2007）が，ここでは，多様な地形，地質環境，スケールに対応可能

で，かつ限定的な調査量で広範をカバーできる物理探査の特徴を 大限に利用して，できるだけ

少ないボーリングを効果的に施工し， 終処分場周辺の地質環境の健全性を保ちながら調査が進

められるためにも，非破壊で広域調査が可能な物理探査の適用性拡大を念頭に研究を進めること

とした。 

物理探査には，空中から実施するもの，地上や水上から実施するものそして，ボーリング孔や

トンネルなどの地下施設から実施するものなど様々な手法，技術が存在する。地点選定の初期段

階ではいわゆる「概査」が行われ，空中や水上からの広範囲な物理探査が行われる。この段階で

得られる地下環境情報は，大規模な不連続構造や変形に伴うアノマリー得られるが，不確実性が

大きく情報の信頼性は低い。情報の信頼性を高めるために，次段階以降で様々な調査技術が投入

され，さらにスケールが狭まり，情報量が増大するとともに，これらの相互解釈により情報の信

頼性も徐々に高まっていく。吉村ほか(2002b，2003a)，大久保ほか(2004)，Okubo et.al.(2004)

などでは，このように段階的な調査に基づいて，物理探査など地上からの調査によって地質環境

調査が進むにつれて，断層などの地下のアノマリー把握に関する不確実性の変化を評価する研究

成果を示している。 

物理探査は，試錐孔や試験坑道において対象物を直接測定する手法に比べると，対象物の解像

度や分解能が劣る。たとえば弾性波を例に挙げると，アノマリーと認識できる対象の大きさは波

長に関連していて，解像度や分解能を向上させるには短い波長の弾性波を使用する必要がある。

さらに弾性波から得られる物理情報は力学的なものに限定されることから，水理地質に関連した

情報を弾性波から得ようとする場合，なんらかの解釈が伴うため水理情報への相関性が低い。し

かし一方で水理試験やボーリング調査に比べて，調査可能な空間的な範囲は桁違いに大きいため，

調査の効率，空間的なアノマリー把握には優れた手法である。例えば，ボーリング孔間が広い場

合，孔間水理試験による水理場の評価を行おうとすれば，長大な計測時間を必要とする場合が想

定されるが，物理探査によって水理場評価ができれば，計測時間を大幅に短縮することも可能で
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ある。このように，水理地質環境を把握する中で物理探査は，透水係数等の地質特性の空間的分

布を把握する役割を持つと考えられる。すなわち長所である調査範囲の大きさを損なわずに，地

下水流動特性に感度が高い地質情報と関連づけられる物理情報を得ることがこれまでの技術的

課題として考えられる。 

これまでは，岩盤の透水係数を把握するために，物理探査の測定結果のみから透水係数分布を

特定することができないので，ボーリング孔を利用した透水試験等の結果を基に物理探査を補完

的に組み合わせることが行われてきた。このような地質構造の解釈を介して透水係数分布を推定

する方法を用いると，物理探査の結果は，主として岩体の広がり，層序，断層・破砕帯といった

地下水流動に影響を与える主要な地質構造を把握することに用いられる。このとき物理探査から

水理地質構造解釈に寄与できる部分は，弾性波を用いたものでは，弾性波速度，密度，間隙率等，

電気的な手法では比抵抗分布など，限られたものであり，各地質区分あるいは領域の透水係数は，

ボーリング孔で行われる透水試験結果が用いられる。その後水理地質構造解釈に基づいた透水係

数を種々の内・外挿手法を適用して空間に分布させる作業が行われ，さまざまな対比，解釈を経

た後に，対象地域の透水係数の空間分布が得られる。 

これに対し，物理探査の結果を透水係数に変換して空間分布を推定する方法によれば，天然バ

リアを構成する岩石の構成粒子レベルを対象にして，水と岩盤中の間隙により生じる相互作用や，

構成粒子の粒度の違い，固結度などに着目し，物理探査の結果から透水係数に変換する方法が考

えられている。これは前述したステップバイステップの方式に比べて，より直接的であるが、波

動の減衰特性の違いの解明や理論の適合性について，まだ研究段階である。このような手法が確

立されると，解釈・解析のように多くの手順と段階を経たものよりも物理探査の適用性は高まる

ものと考えられる。 

地層処分場の性能評価に関わる地下水流動特性は，沿岸域のように水質が異なる地下水が分布

する地域では更に複雑となる。水理地質構造については，岩盤や断層の透水性について，高透水

のみならず，低透水である場合の影響，特に塩淡境界を含む地下水理場のへの影響についても考

慮しておく必要がある（吉村ほか 2004a）。一般に，降水を起源とする淡水系地下水と海水を起

源とする塩水系地下水は，海岸付近で図 1.2.3-3 に示すように塩淡境界を構成していると考えら

れている。この場合の塩淡境界の形状は，ガイベン・ヘルツブルグの関係式に代表されるように，

海面からの地下水位が高いほど，塩淡境界面が深くなるとしている(2000 年レポート)。さらに沿

岸域では数万年単位の海水準変動により，その領域が変遷して複雑な挙動を示す。また塩水環境

や海底下といった沿岸域特有の状況が人工バリア，地層処分場の施設設計や建設・操業等に影響
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を与える可能性がある（兵藤ほか 2007）と考えられる。吉村ほか(2007)は，海水準変動による

処分場周辺の地下水環境の変遷に，動水勾配に影響を及ぼす地形特性と，岩盤の透水性の影響に

加えて，海底地形勾配と隆起速度による影響を考慮して，長期的な塩淡境界の変遷シナリオを５

パターンに分類している。このように，沿岸域においては地下水流動特性に加えて，塩淡境界な

どの水質の変化に関する情報を得ることは，処分場の長期的評価に必要であると言える。 

塩分濃度の異なる地下水に対して，物理探査を適用した事例は豊富にあり，特に電気や電磁波

を用いた手法は，広く適用されている（たとえば，物理探査学会 1998）。 

上記のように，物理探査により，透水係数の空間分布に加えて，水質分布を求めることにより，

処分場周辺の岩盤の現状を把握し，地下水シナリオによって核種移行の性能評価に反映するだけ

でなく，将来の海水準変動に伴う長期的な評価においても，物理探査の適用性は高まるものと考

えられる。 
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図 1.2.3-1 地上からの地質環境調査における調査対象と調査技術との 
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データフローダイヤグラム 

 

図 1.2.3-2 地上からの調査対象領域と調査の目的 
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概略構造の代表地点での確認 詳細構造の推定
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図 1.2.3-3 海水と淡水におけるガイベン・ヘルツブルグの関係（核燃料サイクル開発機構 

1999 より引用） 
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1.3 研究の手順 

1.3.1 研究の目的 

これまでに述べたように，放射性廃棄物の地層処分では岩盤中の地下水流動に関する情報

を得ることが重要である。本研究では物理探査の広域性を利用するとともに，ボーリング孔

内で実施する水理試験，物理検層，坑壁観察などのデータを有効活用し，できるだけ直接的

に岩盤中の地下水流動評価に関する情報が得られる手法の提案を目的とする。具体的には，

Biot(1956a,b)や Dvorkin & Nur(1993)によって示された，間隙が水で満たされた岩盤中を

伝播する弾性波が，岩石を構成する骨格部分と間隙水の相互作用により，岩盤中の伝達速度

が周波数によって変化する分散現象を利用する。そのために，物理探査技術のうち，孔間弾

性波トモグラフィで得られる弾性波速度分布異常とボーリング孔内の水理データとの相関

から岩盤中の空間的な水理情報を得る手法を提示することである。 

 

1.3.2 研究の手順 

ボーリング孔を利用した水理場評価手法には多くの実績がある反面，空間的な場の評価に

は不確実性が大きいことが懸念される。わが国における物理探査はこれまでに電気的手法に

より水理場の評価への適用が図られたが透水係数分布など地下水流動に反映する情報が得

られないため，水理試験との複合的な利用にとどまっているのが現状であった。弾性波に関

しては，主に地質構造解釈に適用されており，透水性に関する情報取得には適用されていな

かった。本研究は，Yoshimura et. al.(2004)や吉村ほか(2007)で示したように，空間の詳細

な地質構造探査に実績がある弾性波トモグラフィと岩盤の水理情報を取得する原位置透水

試験の両方の調査技術の短所を補完し，長所を生かす手法として位置付けている。研究目的

に達するための手順を図 1.3.2-1 に示す。はじめに，岩盤の透水性把握に関する既往の研究

事例を調査し，並行して物理探査による地下深部の情報収集能力およびその限界などについ

て調査し，このうち弾性波を用いたトモグラフィの現状と課題を整理することで，研究の課

題を抽出することとした。次に，Biot(1956)と Dvorkin & Nur(1993)によって提唱されてい

る弾性波の分散現象を議論し，岩石サンプルを用いた室内試験によって弾性波の分散現象を

確認し，岩石サンプルの透水係数と弾性波速度とを対比することで，相関関係を検討する。

そして確認された現象を原位置に適用するために，数値実験によって適用範囲を検討し，結

晶質岩における原位置試験によって手法の適用性を確認するとともに，透水試験との整合性

を評価することで手法の確証を行うこととする。一方で， 終処分場の地点選定段階におけ
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る本手法の適用を念頭に，広域調査に向けた弾性波エネルギーを増大する装置の製作と堆積

岩地域での原位置試験を実施し，物理検層，水理試験等のデータとの相互相関を検討するこ

とで手法の適用性拡大を図ることを目指す。そして，室内試験から広域原位置試験にわたる

様々なスケールにおける手法の適用性を示すこととする。 

 

物理探査および原位置透水試験の
概要調査

第２章 水理場構築の現状調査と課題の整理

第３章 弾性波の分散現象に関する基礎理論
検討

第４章 室内実験および数値解析による速度分
散現象の把握

第５章 原位置試験による透水場構築手法の
確認と検証

第１章 放射性廃棄物地層処分における水理
特性把握への研究課題設定

研究のまとめ

第６章 透水場構築手法の評価

Biot理論，BISQ理論のレビュー

高エネルギー震源製作

小規模原位置試験による透水場
構築手法の検証

スケール拡大への適用性確認

堆積岩への適用性確認

発展的研究課題への提言

 
 

図 1.3.2-1 研究手順のフローチャート 

 

1.4 物理探査および原位置透水試験の概要 

ここでは，研究の手順で示した弾性波トモグラフィおよび原位置の透水試験の技術概要に

ついて述べる。先に示したように，空間の詳細な地質構造探査に有効な弾性波トモグラフィ

と岩盤中の透水性に関する情報を取得する透水試験とを組み合わせることで，ボーリング孔

間の透水係数構造を迅速に把握できる技術を開発することを目的としている。さらに，地下

水質の空間分布把握も視野に入れることで，透水係数分布に加えて，地下水分布変動の長期

評価への技術展開を考慮して，電磁法の技術概要もここで述べる。以下に，弾性波トモグラ

フィ，電磁法および透水試験の現状を示す。 
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1.4.1 弾性波トモグラフィ 

(1) 走時トモグラフィ 

弾性波トモグラフィは，医療分野の X 線 CT 技術を背景に進歩してきた経緯がある。一般

的には２本の並行したボーリング孔内の片方に弾性波を発生させる孔内震源を，もう片方に

岩盤を伝達してきた弾性波を受振する孔内受振装置を設置して，できるだけ多くの方向から

来た波線を取得する計測を行う。しかし，地盤を対象としたトモグラフィを行うには，X 線

CT のように全周測定のような多様な方向からの波線を取得できない空間的な制限があるの

と，地質の不均質性に伴う波動の走時や振幅の変化をうまく取り入れた解析手法が未構築で

あるため，現状では，岩盤中を も速く伝達する P 波の初動走時を用いた２次元Ｐ波初動走

時トモグラフィが多用されている。 

適用の主な目的は，土木分野では，地質構造やＰ波速度分布などの地質学的，力学的な評

価であり，石油，地熱等の資源探査分野では，資源の分布，岩盤評価及び繰り返し測定によ

る物理的性質の時間的変化や流体の挙動を推定することである。解析精度を向上させるため

に，初動の振幅を大きくする重合法や，スイープ波形を利用したトモグラフィが実施されて

いるが，ボーリング孔間のみを利用した計測の場合，十分な波線密度と多様な波線方向が得

られないため，縦系のアノマリーや複雑な地質構造探査には課題が多い。地上とボーリング

孔を用いた計測ジオメトリも試みられているが，トンネル内の計測で実績がある(Albert 

et.,al. 1999)ほかは，地表付近の風化帯，不飽和帯の影響が大きいためあまり利用されてい

ない。 

計測領域については，現状の測定技術では，好条件下で 大 500m 程度の孔間距離の測定

が行え，数十 m 程度の分解能が得られている(横田ほか 2000)。震源には少量の爆薬，エア

ガン，孔内打撃型震源，ピエゾ型震源等を用い，ハイドロフォンや３成分ジオフォン等で発

生した弾性波を受振する。爆薬やエアガンに代表されるインパルス型の震源より，ピエゾ型

震源に代表されるスイープ型震源の利用が多くなっている。これは，孔壁への損傷の懸念や

測定効率を考慮した結果と考えられる。なお，孔内震源については詳細を第５章で示す。 

解析システムは初期速度モデルの構築後，モデルに基づく理論走時計算，理論走時と観測

走時の差に基づくモデルの修正を繰り返す，逐次近似法が多用されている。探査結果からは

Ｐ波の速度分布が得られ，ここから割れ目分布を含む地質構造，岩盤状況を定性的に解釈し

ている。また，資源探査分野では繰り返し測定により，圧入スチーム等の挙動を推定する手
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法がある。土木分野においては，岩盤の緩みの進行状況や地盤改良効果の確認等も行われて

いる。近年は繰り返し測定の差解析処理で，CO2のモニタリングに適用している（上山ほか 

2007）事例も報告されている。探査能力は石油分野，地熱の資源分野を中心に，測定システ

ムの大深度化が図られており，3000m 程度以上の深度での探査は可能と想定される。探査

範囲，すなわち孔間距離については，効果的及び効率的な孔内震源の不足を原因として，上

述したように 500m 程度が限界で，研究事例が少ないが，分解能については孔間距離 300m

程度で数十 m 程度と想定される。このような高エネルギー震源の課題については，吉村ほ

か（2002c，2003b，2004b，2006）の研究が挙げられる。これらについては第５章で詳細

を記す。 

現状の走時トモグラフィのうち， 近の技術動向では，S 波初動走時トモグラフィ，３次

元トモグラフィ，振幅トモグラフィ，速度分散性を利用するものなどが挙げられる。S 波初

動走時トモグラフィは P 波速度分布と共に S 波速度分布を得ることにより，ポアソン比等

の新たな物性値の分布を推定することができる。３次元トモグラフィ（たとえば渡辺 1998）

は３次元速度分布を推定することができるものの，解析に十分な測定配置を設定することが

困難な場合が多い。また，振幅トモグラフィは速度分布に加え，減衰率の分布を推定するこ

とができ，破砕帯部等のイメージ化が期待される。速度分散性の利用は，速度分散と減衰率

分布をもとに透水係数の分布を推定するものである。 

解析に際して，Ｓ波初動走時トモグラフィでは，S 波の初動走時を読みとるための S 波強

調処理が，振幅トモグラフィでは振幅に影響を与える震源特性や透過損失等の補正が前処理

として行われる。なお，振幅トモグラフィは通常，初動走時トモグラフィで得た速度分布を

入力データとして解析を行う。振幅トモグラフィでは，減衰率分布に基づき，割れ目帯等の

分布，その性状について定性的な解釈を行う。また，速度分散と減衰率分布を利用した技術

では，速度分布，速度分散性，減衰率分布を基に，経験式や BISQ 理論に基づき透水係数分

布を推定している（Yamamoto et. al. 1995）。 

現状技術の課題として，S 波初動走時トモグラフィでは，P 波初動走時トモグラフィと同

じく，大きな発震エネルギーを有する S 波震源の開発が挙げられる。振幅を利用したトモグ

ラフィでは，振幅に影響を与える震源，受振器の設置状況及び指向性等の特性の推定や補正

方法の検討，吸収減衰と散乱減衰の分離が課題として挙げられる。 

測定面での開発は，現状で述べた震源開発が課題として残っており，ボーリング孔内を利

用する制限が大きな障壁となっているため今後の急速な進歩は期待できない。このような課
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題に対して，孔内震源を使用せず，地上の震源から発生した信号をボーリング孔内の仮想震

源として利用する新しいトモグラフィの手法も提案されている（湊 2007）。解析面では，高

分解能化に向かう方向として，反射走時トモグラフィ（たとえば岡島ほか 2007）と波動理

論に基づくフルウェーブトモグラフィ（たとえば土家 1997a）がある。 

(2) 孔間反射法 

孔間反射法は，反射トモグラフィとも呼ばれ，孔間地震探査に含まれる地層境界等から発

生した反射波を用いて，地下構造をイメージする手法である。鉛直ボーリング 2 孔に挟まれ

た場合の探査では，水平に近い地層境界，断層や破砕帯等の速度の不連続部分をイメージす

ることができる。空間的な探査範囲の大きさと分解能の観点からは，地表地震探査反射法と

物理検層の中間に位置し，両者をつなぐ役割を担う。 

反射波の抽出（波動場分離）後，主に，VSP-CDP 変換，プリスタックデプスマイグレー

ション，CDP 重合法などの解析法により地表地震探査反射法の解析結果と同様な２次元の

反射記録断面を得る。地表地震探査反射法と同様なＰ波反射記録断面が得られる。また，CDP

重合法の解析法の場合には，重合速度の分布が得られる。これらを基に，一般には水平に近

い地質構造，特に地層境界の深度分布や地層境界の不連続から断層等の存在を推定する。 

探査深度（測定深度）及び探査範囲（孔間距離）は走時トモグラフィと同程度と考えられ

る。従って，孔間距離 500m 程度の探査は実施可能と考えられるが，走時トモグラフィで扱

う初動よりも長い波線経路の反射波を扱うことを考慮すると，探査範囲は走時トモグラフィ

よりも狭まる。また，反射波を抽出する処理を伴うため，発震点や受振点間隔を走時トモグ

ラフィよりも小さくする必要がある。適用例は少ないものの，孔間距離 100m 程度の探査で

数 m 程度の水平層が分解できるものと考えられる。 

(3) フルウェーブトモグラフィ 

フルウェーブトモグラフィは，弾性波トモグラフィで取得されたの波形全体を使って，対

象領域の地震波の性質（P 波及び S 波速度，密度，減衰定数，異方性パラメータ，震源パラ

メータ等）を波形フィッティングによるインバージョン法で高精度に推定する手法である。

開発課題としては，走時トモグラフィに示したものに加え，安定した解を得るための解析法

の確立，解析時間の短縮化，効果的な波動場分離法が挙げられる。 

国内ではまだ適用例が少ないが，海外では主に石油分野で適用されるため堆積岩での適用

が多く，孔間地震探査データの波形全体あるいは一部の波形（振幅と位相）を使い，波形フ

ィッティングにより地下構造－粒度構成に関係する物理的性質や割れ目等の分布－を速度
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分布や密度分布等として詳細にイメージするなどで利用されているが，結晶質岩を対象に適

用した事例は非常に少ない。測定装置にダウンホールオービタルバイブレータや電磁制御震

源を使用した高周波及びスティフネス理論をの利用して 1/4 波長より小さい不連続の検出が

可能となっている。フルウェーブトモグラフィは走時トモグラフィなどより多くの情報が得

られるため，高精度な岩盤のイメージが得られることに期待される。フルウェーブトモグラ

フィの技術開発では，土家(1997b)がフルウェーブトモグラフィの解析方法を示しており，

この成果を引き継いで，結晶質岩を対象にした技術開発が，吉村・坂下・李（2005）によっ

て報告されており，数値実験によりＰ波およびＳ波の速度構造を求め，走時トモグラフィで

は不明瞭な断層構造を求めている。吉村・坂下・李（2006）では，堆積岩の原位置試験にお

いて，また，吉村・坂下・李（2007）では，結晶質岩において同様にＰ波，Ｓ波および密度

のトモグラフィ結果を示している。 

 

1.4.2 電磁法 

電磁探査法は，電気探査法と同様に地下の比抵抗分布を取得する探査技術である。自然信

号を用いた手法と人工信号を用いた手法があり，地質の比抵抗分布によって変化する電磁場

を利用して地下構造を推定する。ここでは，MT 法，CSAMT 法，VLF 法，EM 法について

述べる。 

(1) MT 法 

地球磁気圏，雷放電等により発生する自然電磁場を利用する探査法で，一般には電場と磁

場を測定し，地下の比抵抗構造を把握することにより地質構造等を推定する。現状の技術レ

ベルでは，２次元インバージョンにより深度 10km 程度までの比抵抗構造を，経験的に深度

の 1/10 程度の深度分解能で推定することが可能である。ただし，適用上の問題として，人

工の電磁波がノイズとなるため，高圧電力線や直流鉄道路等から 100m 程度内での測定は困

難である。また，結晶質岩など高比抵抗を示す地質が分布する地域においては，MT 法では

浅部の探査が困難で，高い周波数の電磁波を解析対象とする必要がある。現状技術の３次元

化には，地形や海水の影響を考慮した解析手法の開発が課題であったが，吉村ほか（2004c，

2004d）により，実用的な３次元解析手法が示されており，原位置データによる３次元解析

の結果が示されている。 

(2) CSAMT 法 

人工信号を用いた MT 法として資源探査分野で適用されており， 近では地熱や温泉，
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地下水調査などで用いられるほか，土木分野での適用例も増えてきている。人工送信源で発

生させた電磁波を大地に透入させ，応答電磁場を測定し，地下の比抵抗構造を把握すること

により地質構造等を推定する。現状の技術レベルでは，２次元インバージョン解析により深

度 1km 程度までの２次元比抵抗構造を推定することが可能である。 

適用上の課題として，やや探査深度が不足している点が挙げられる。探査深度は，測定対

象とする電磁波の低域側周波数に主に関係し，低周波の電磁波を解析対象とするほど探査深

度の増大が図られる。しかし，測定対象である電磁波を低周波とするほど，一般に解析可能

なデータを得るために送信源を受信点から遠くへ離す必要があり，それに伴い送信源で大電

流を流すなど，安全面などの制約がある。CSAMT 法と深部探査に MT 法を組み合わせて，

探査深度を増大させ，CSAMT 法の利点である高周波電磁波を解析することで，浅部構造の

高精度化を生かし，深度 1km 以上の比抵抗構造を推定することも考えられる。なお，経験

的な分解能は深度 1km 程度で 100m 程度である。 

(3) EM 法 

EM 法は送信磁場（一次磁場）に対する大地の応答である二次磁場を計測して，比抵抗構

造から地質構造を把握する手法である。送受信コイルを搭載した測定装置（バード）をヘリ

コプターで曳航する空中電磁法では，深度 100m 程度までの比抵抗構造を把握することが可

能であるが，探査深度が小さいことが課題である。 

また，送信する電磁場を急激に変化させて，大地の過渡現象を測定して比抵抗構造を把握

する TDEM 法では，深度 1.5km 程度までの比抵抗構造を把握することが可能である。 

(4) VLF 法 

世界各地の VLF 発信局から発信されている大電力の VLF 帯の電磁波を利用し，比抵抗の

平面的な分布を取得する浅部探査技術である。空中や地表の探査で，深度 10m から 30m に

分布する比抵抗異常を定性的に推定することが可能である。適用上の課題としては，地下に

敷設したケーブル，金属パイプ，地表の金網等の影響を受けること，異常物の深度を推定す

ることが困難であること，発信局と異常物や地下構造の伸び方向との関係により信号の特性

が異なることなどであるが，探査深度不足がもっとも大きい課題である。 

 

1.4.3 透水試験 

岩盤の透水パラメータを評価する方法には，岩盤透水試験によって透水係数と比貯留係数

を決定する直接的な方法がある。表 1.4.3-1 に岩盤の透水性の評価を行う際に現在用いられ
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ている主な手法をまとめる。 

岩盤透水試験には通常ボーリング孔を利用し，ルジオン試験や JFT 試験で代表されるよ

うなシングルホール法と，多数のボーリング孔間の浸透を利用するクロスホール法がある

（中屋ほか，1992）。前者のシングルホール法においては，透水場の推定範囲が非常に狭く，

ボーリング孔近辺の透水性を評価することしかできない。また後者のクロスホール法におい

ても透水性の低い透水場の推定を行う際には，孔間距離を大きくすると測定に時間がかかり

すぎるために実用的ではない。 

これらのうち，現在 もよく用いられている試験が，シングルホール法のひとつであるル

ジオン試験である。この試験はダム基礎地盤の透水性をルジオン値なる単位で評価するため

に開発されたものであるが，割れ目が発達した硬岩地盤等では問題が発生する場合が多かっ

たが，いくつかの改良が行われている（山口ほか，1990）。 

地下水流動を直接的に調べる調査法に塩水を注入したボーリング孔内水の導電率を多点

でモニタリングする地下水検層，塩水の代わりに温水を井戸に注入する方法の他，孔内水の

導電率だけでなく温度，酸化還元電位，圧力等を同時に測定できる地化学検層センサーも開

発されており，深部の地下水調査やモニタリングに利用できる。地下水の流速測定は， 近

では塩水等のトレーサーを利用した高精度の流向流速計が実用化され，微流速まで測定可能

な超音波フローメータも開発されている（千葉ほか，1997）。検層や試料比抵抗測定から透

水係数を推定する提案もある（Katsube and Hume，1987；尾方ほか， 1992）また，1000

ｍの深度におけるマルチパッカーや BTV（ボアホールテレビ）を用いた透水性や割れ目の

把握も試みられている（小出ほか，1997）。BTV を用いた調査では，割れ目深度，割れ目の

方向，割れ目の形状および連結性，充填物の有無や開口幅などの調査が可能である（田中・

宮川，1992）。この方法は，同一のボーリング孔を利用して透水試験も行えることから経済

的であるとされている。 近では，ハイドロフォン VSP を用いた透水性割れ目検出の研究

も行われている（薮内，1999）。この手法では，地表付近に配置した人工震源と試錘孔内に

配置するハイドロフォンを用い，震源から発生した P 波とそれに起因するチューブウェー

ブを測定し，得られたデータを解析することによって，透水性割れ目の検出や透水係数の推

定を行うものである。 

以上に示した試験手法に加え，新たに開発されている調査・解析手法としては，クロスホ

ール試験によって求められた圧力水頭の経時変化と３次元浸透理論とを組み合わせる方法

（中屋ほか，1992）や，求められた圧力水頭の経時変化を理論曲線とマッチングさせる方
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法（Hsieh et al，1985）などがある。クロスホール試験は，水圧パルス法（登坂ほか，1990，

増本ほか，1992），シヌソイダル試験などに分類され，とくに，シヌソイダル試験はスウ

ェーデンのストリパプロジェクトにおいて十分な適用性が示されている（Black et al，1986）。 

 

表 1.4.3-1 岩盤を対象とした原位置での浸透特性評価法 

ルジオン試験 

ダブルパッカー試験 

シングルホール法 Louis の方法 

（単孔式透水試験） 低圧ルジオン試験 

  JFT 

  異方性試験法 

クロスホール法 シヌソイダル試験 

（多孔式透水試験） Hsieh & Neuman 法 

（孔間透水試験） 修正 Hsieh & Neuman 法 

透水試験 

  揚水試験法 

 



 

 26 

2.透水場構築の現状と課題 

2.1 透水場構築技術 

地下水流動特性のひとつである透水係数の分布（透水場）を空間的に推定するための既存技

術を以下の 4 つに分類し整理する。 

1) 地形や地質断面図のような情報と地表での流量観測・水質観測などから広域の地下水

流動を水理地質学的に推定する方法 

2) ボーリング位置で得られる透水試験結果のような点の情報を地質断面図などの情報

を元に補間または外挿して空間的な拡がりを推定する方法 

3) 複数のボーリング孔間で水理的手法によって直接的にデータを測定する方法 

4) 物理探査を用いて間接的に透水性に関連するデータを取得し，岩石物理学的な解釈に

より透水場を推定する方法 

上記 1)の手法は，広域の地下水流動を把握するために必要であり，2)の手法で得られる透水

係数を空間的に展開するための情報としても利用されるものである。この 2 つの方法を組み合

わせて利用されるのが一般的な広域のいわゆる地下水調査である。一方，3)の手法はやや詳細

な地下水調査といえる。4)の手法は，間接的なデータを利用するために結果を解釈するための

理論や仮定が必要ではあるが，連続的なデータを多く含んでいるという利点がある。 

以下に上記の 4 つの方法についてその考え方や適用例などについてまとめる。 

 

2.2 透水場推定方法の比較 

2.2.1 水理地質学的な推定方法 

山本（1983）によると，地形と地下水面（厳密には地下水流動系のポテンシャル分布）

は一般に信じられている以上に密接な関係をもち，その形態は地形面に近似することができ，

地下地質の異方，異質性はその形態を修飾する（複雑にする）だけである。しかし，地下水

は地下水面に沿って流動するものではなく，図 2.2.1-1 のように等方等質な地下地質の場合，

地形は地下水（ポテンシャル）面を規定し，等ポテンシャル面と直交する流線が地下水の流

動方向となっている。このように，広域の地下水流動を把握する上では，地形を考慮するこ

とは重要である。ただし，透水係数のような定量的な値の推定は困難であり，ここで得られ

る結果は，その他の調査結果を解釈する上での前提条件となる。 

尾方ほか（1995）は，東濃地域において河川水の流量および水質分析結果から地下水流

動の定性的な傾向を推定している。池田ほか（1999）は，十勝平野の複合扇状地において，
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地表付近の地温分布，同位体分析，水質分析などにより，同地域の地下水流動機構を推定し

ている。本結果によれば，同地域の扇状地の地下に埋没谷が存在し，地下水面は埋没谷に規

制されていること，温度，同位体，一般水質のような環境トレーサーが地下水流動を把握す

る上で有効であったとされている。 

 

 

図 2.2.1-1 地形と地下水面・流線と地下水の流れを説明した図 

（地球環境調査計測事典より） 

 

2.2.2 ボーリング位置で得られる点の情報の補間 

ボーリング位置では，様々な調査手法により透水性に関する情報を得ることができる。た

とえば，原位置透水試験では測定区間の透水係数や間隙水圧を得ることができる。また，サ

ンプリングしたコア試料を用いた室内透水試験により深度ごとの透水係数を得ることがで

きる。コア試料から粒度分析を行う場合もあり，土質地盤のように単純な場合には，粒度分

布から Hazen の式や Creager の方法から透水係数が推定される場合もある。 
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水平方向と鉛直方向の透水異方性に関しては，通常の原位置透水試験の場合は考慮されて

いない。したがって，一般に水平方向の透水係数は鉛直方向の透水係数よりも大きい場合が

多いため，通常の原位置透水試験で得られる結果は水平方向の透水係数と考えられる。しか

し，菱田ほか（2001）のダイポールフロー透水試験機のように単孔式の透水試験機であり

ながらも透水異方性を測定できる装置も開発されている。細谷・徳永（2005）は，ボーリ

ング孔の多深度に間隙水圧計を設置し，気圧変動に対する間隙水圧の応答を利用して鉛直方

向の透水係数と比貯留係数の評価方法を提案している。一方，室内試験ではコア試料の測定

方向を変えることで透水異方性を考慮することができる。 

原位置・室内透水試験により直接得られた透水係数の値は，透水試験を実施した深度に対

応する地質の透水係数の代表値として扱われる。したがって，既存資料や他の調査結果で対

象地域の推定地質断面などが存在する場合には，地質ごとの透水係数の代表値を得ることで，

透水係数の分布図が作成できる。 

 物理検層からも透水性に関するデータを得ることができる。温度検層や微流速検層を用

いることで，ボーリング孔内への水の流入・流出深度が検出でき，水みちの検出が可能であ

る。関ほか（2005）では，ヒートパルス式微流速計を用いて低透水性地盤の水みちの推定

を行っている。また，フローメータ検層（宮川ほか，1997）を用いることで，ボアホール

テレビによる孔壁観察結果とあわせて水みちの位置と方向を特定できる。木口ほか（1996）

は，孔井内弾性波探査のひとつである VSP の測定時に，亀裂から発生するチューブ波を利

用して亀裂の透水係数と亀裂の走向傾斜を推定している。音波検層で発生するストンレー波

を用いて亀裂の透水係数やボーリング孔沿いの連続的な透水係数を推定することも行われ

ている（たとえば Paillet et al.,1991, Tang and Chen, 1996）。主に石油資源探査で利用さ

れている NMR 検層では，図 2.2.2-1 に示すようにボーリング孔沿いの連続的な透水係数の

推定が可能となっている（たとえば Chang et al.,1994, 中島，2002）。 
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図 2.2.2-1 NMR 検層のイメージ図（Schlumberger HP より） 

 

NMR 検層のように連続的な透水係数の推定を行うことができるものとして EKL 検層の

開発も行われている（小林ほか，2002，2005）。EKL 検層はボーリング孔内で複数の周波

数の音響連続波を発振し，音波伝播によって発生する微弱な流動電位を観測するものである

(図 2.2.2-2)。 
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図 2.2.2-2 EKL 検層の模式図（小林ほか 2002） 

 

鈴木(2002）では，図 2.2.2-3 示すように複数の検層結果から間隙の水理屈曲性と帯電粒

子（細粒分）による表面伝導現象を考慮して透水係数を求める方法を示している。 

密度間隙率と中性子間隙率のクロスプロットを用いて，頁岩質砂岩の頁岩量（粘土含有量）

と有効間隙率を推定する方法も古くから知られている（小鯛，1978，1980）。この方法で得

られる頁岩量と有効間隙率からもボーリング孔沿いの透水係数を推定することが可能であ

る。なお第 5 章で，技術確証試験のための比較検討用データとして，密度間隙率と中性子間

隙率のクロスプロットを用いてボーリング孔沿いの透水係数の推定を行っている。 
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図 2.2.2-3 複数の検層結果より推定された透水係数（鈴木，2002） 

 

 このように物理検層から得られる透水係数の値も，透水試験の場合と同様に，対応する

深度の地質の透水係数として扱われ，既存の地質断面などから透水係数断面が作成される。

ただし，透水試験と違い，ボーリング孔沿いの連続的な透水係数結果が得られることが特徴

とされる。尾方ほか（1992）は，地質学的観点から，粒度，分級度・固結度に着目して岩

相を区分して連続的なデータである電気検層結果と点の情報である透水試験結果を整理し，

水理地質構造モデルを作成している。 

 

2.2.3 複数のボーリング孔間で水理的手法を用いる方法 

複数のボーリング孔を用いて水理的な手法により孔間の透水性を把握するこの方法では，

ボーリング孔付近だけでなく，ボーリング孔から離れた位置の透水性に関わるデータについ

ても直接的に測定するため，ボーリング孔で得られたデータを補間する方法よりも詳細な透

水場の推定が可能と考えられる。 

このような技術のひとつにハイドロパルストモグラフィー（増本ほか，1995）とよばれ

るものがある。これは，「パルステスト」と呼ばれる現場計測によって得られる測定データ
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を用いて，「浸透流逆解析」により透水係数分布を推定するものである。パルステストは，

図 2.2.3-1 に示すように注入孔（発信孔）のパッカーで区切った発信区間に一定圧力で数十

分間，つまりパルス状に注水し一定時間水圧を上昇させ，多点式間隙水圧計を設置した各受

信孔で同時に圧力を測定するものである。圧力は発信孔周辺の割れ目等の水みちを伝わり，

周辺の間隙水圧を上昇させ，注入孔周辺の観測孔で伝播圧力として観測される。注水区間を

移動してこの作業を繰り返すことにより，発信―受信位置の異なる多くのデータを取得でき

る。このようにして得られた観測圧力波形を，透水係数分布のモデルから計算される理論圧

力波形と比較し，その差が小さくなるように透水係数分布を修正していくことで 終的な透

水係数分布図を得ることができる。これは，弾性波トモグラフィで行っている速度モデルの

修正と同様である。得られる透水係数分布は水平方向と鉛直方向の透水係数の 2 種類の分布

が得られる。 

 

受信孔
受信孔

発信孔

割れ目

割れ目

割れ目

注水

パッカー

センサー

 

図 2.2.3-1 パルステスト測定模式図 

 

ハイドロパルストモグラフィーと同様の計測技術としては，シヌソイダル試験とよばれる

ものがある。これは，注水圧をパルス状ではなく正弦波とするものである。注入圧を正弦波

とすることで，ノイズに対して強くなること，注水・揚水による水収支がゼロになるため，

周辺に及ぼす影響が少ない，などの利点がある。 
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複数のボーリング孔を利用するものとしてそのほかには，トレーサー試験がある。トレー

サー試験では，注入孔に食塩や蛍光染料のようなもの（トレーサー）を投入し，観測孔にて

たとえば塩分濃度を観測することにより，トレーサーが到達する方向や時間を観測するもの

である。水の流向と流速を観察するには， も直接的な方法である。比抵抗トモグラフィー

のような物理探査的手法と組み合わせて，観測孔にトレーサーが到達するまでの過程を観測

することも行われている（たとえば千葉ほか，1997）。 

 

2.2.4 物理探査と岩石物理学的解釈による方法 

これまでの地下水調査における物理探査の役割は，地盤構造から定性的に水理構造を推定

するといったものであった。たとえば，地盤の比抵抗と水飽和度との間には関係があること

が知られているため，地下水探査の場合には比抵抗電気探査や電磁法探査がよく用いられて

いる。これらの探査手法を用いて地盤の比抵抗構造を求め，透水性が高いゾーンを検出する

といったことがこれまで多く行われてきている。 

しかし 近では，物理探査結果から透水係数分布を得るところまで行われることもある。

田中ほか（2002），Sudo et al.(2004)では，ボーリング孔で得られた電気検層による比抵抗

の値と原位置透水試験による透水係数から相関関係を導き，その関係式を電気探査結果に適

用することで二次元の透水係数分布を推定している(図 2.2.4-1)。 

 

図 2.2.4-1 ある特定のサイトの透水係数と比抵抗の関係（Sudo et al.,2004） 
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羽竜・西川（2003）は，より一般的な方法を用いて物理探査結果を透水係数分布へと変

換している。彼らは，弾性波探査や電気探査のトモグラフィ解析で得られた弾性波速度と比

抵抗を岩石物理モデルにあてはめ，間隙率・飽和度・体積弾性率などの岩盤特性と共に透水

係数分布を推定している。ここではモデルに必要なパラメータについては別途検層や岩石試

験，透水試験から得ている。 

Kemna et al(2004)は，クロスホールの IP 探査結果から，複素導電率の離相成分が比表面

積に比例することを利用して，Borner et al(1996)が提案した方法（ S por という間隙内部の

表面積に関する量と地層比抵抗係数から透水係数を求める）で透水係数の算出を行っている。

さらに，Slater and Lesmes(2002b)による複素導電率の離相成分と有効粒径（d10 ）の関係

から，有効粒径を推定し，有効粒径から透水係数を求めている(図 2.2.4-2)。 

 
図 2.2.4-2 クロスホール IP 法から求められた透水係数分布 

（(a)Borner の方法 (b) Slater and Lesmes による方法） 

 

岩石物理モデル（たとえば Dvorkin and Nur(1996)の未固結堆積モデル）を仮定すること

で，地盤の P 波速度（Vp）と S 波速度（Vs）のみから透水係数を推定する方法もある。こ

の方法は，Vp と Vs から間隙率と粘土含有量を求め，それらをパラメータとして透水係数

を推定する Kozeny-Carman 式を利用するものである(図 2.2.4-3 および図 2.2.4-4)。 
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図 2.2.4-3 弾性定数のクロスプロットと Dvorkin & Nur モデルの理論曲線 

 

 

図 2.2.4-4 間隙率から変換された透水係数マップ 
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2.3 透水場構築の課題整理 

近年，地下空間は地下発電所，石油備蓄，地下ダム，および低レベル放射性廃棄物の処理・

処分など様々な用途に利用されるようになってきた。将来，高レベル放射性廃棄物地層処分

での地下空間の利用に際して，その安全性や目的に対する適用性などを評価するにあたり，

岩盤の透水性分布を把握することは，岩盤中の地下水の流れを知るうえで重要な項目である。

岩盤の透水性評価を行う地表からの調査としては，ボーリング孔による透水試験や水頭計測，

物理探査などが行われる。しかし，ボーリング孔での透水試験情報は点あるいは線の情報で

あり，広域の透水場を精度良く評価することは難しい 

地層処分事業において，概要調査段階では複数のボーリング孔と地表からの物理探査，お

よびトレンチ調査が実施される（ 終処分法）。これらの調査技術や既存情報を基に調査対

象地の水理地質構造や地下水流に関するモデルが構築される。そして，概要調査の次の段階

である精密調査では，実際に地下坑道を掘削して，地上からの調査で推定した水理地質構造

の不確実性を低減しつつ， 終処分場建設地の地質環境評価を行う。坑道掘削時には周辺の

地下水分布に影響を与えることが考えられ，掘削工事に伴い，どの程度の湧水が発生し，周

辺の地下水流動場に影響を与えるかを評価することが重要となる。また，将来的に実施され

る性能評価においても処分場周辺の核種の移行経路を評価する上で，生物圏への移行経路上

に存在する構造の特性を評価することが望まれる。現在の性能評価では，母岩 100m と母岩

に続く，高透水性の断層・破砕帯から移行経路は成り立っている（図 1.2.2-1）。 

このような地下水流動場の把握には母岩の透水性と構造，さらには断層破砕帯の位置，規

模，透水性が必要となる。広域の水理構造を推定するには，水理地質学的な手法が適するが，

断層・破砕帯の評価，母岩の透水性評価では，ボーリング孔における透水試験が有効である。

また物理検層のデータを用いてボーリング孔沿いの連続的な透水係数分布を推定すること

も可能である。しかし，移行経路の透水特性を全てボーリングで把握する事は不可能であり，

断層破砕帯を含む全体の水理構造把握には物理探査による空間的情報が必要となる。物理探

査と岩石物理学的解釈手法では，透水試験結果と物理探査データとの相関や，岩石物理モデ

ルを用いて透水係数分布を推定しており，空間的な透水係数分布の把握の試みとして一定の

成果を示している。 

物理探査技術は，弾性波あるいは比抵抗といった指標で見るため，水理構造評価に向けた

解釈が必要である。すなわち，物理データと透水性いう異なる性質のデータを関連づける手

法の開発が必要であり，本研究では，透水試験と物理探査の両者の特性を活かした技術を提
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案する。 

弾性波を用いた透水係数の把握は，Yamamoto et al.,(1995)や Yamamoto(2003)による一

連の研究がある。これは，多孔質媒質における弾性波速度と透水性の関係を示した Biot 理

論(Biot,1956a, 1956b)や BISQ 理論(Dvorkin and Nur, 1993)に基づき，弾性波トモグラフ

ィ測定から透水係数断面の把握を試みている。原位置で速度分散を把握できれば，異なる周

波数の弾性波速度断面差には，何らかの透水性に関する情報が含まれるとして，ボーリング

孔沿いの透水係数と速度差との相関を求め，地球統計学を利用して空間的に配分する手法を

提案する。 
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3.弾性波の分散現象に関する基礎理論 

3.1 Biot 理論 

まず多孔質弾性体理論の概要を記述する。多孔質弾性体理論では，水で満たされた岩盤中を

伝播する弾性波は，骨格と水との相互作用によって分散現象が起こること論拠とする。この現象

は，空隙の形状・方向・連結状況・密度・飽和度などによって複雑に変化して現れるため，これ

を力学的に説明するモデルが多数提案されている。また水理学特性に結びつけるモデルも，

Biot(1956)モデル，White(1975)モデル，BISQ モデル（Dvorkin and Nur,1993）など多数ある。  

Biot モデルは，弾性波が飽和した多孔質媒体を伝播する際に，土粒子と水の間に働く粘性によ

る抵抗力および分子間力が弾性波の周波数に依存して変化するために分散が生じることとする

ものである。周波数が低い場合は水と土粒子が一緒に振動するため土粒子は水の抵抗を受け，結

果として土粒子は見かけの質量が増加し弾性波速度が遅くなる。また，ある周波数を越えると土

粒子は水の粘性抵抗を受けなくなるため，見かけの質量がなくなり弾性波速度は速くなるとする。

すなわち，弾性波速度は媒質の弾性的な性質と慣性的な性質の比と考えると，慣性的な性質の変

化によって速度変化を説明する。 

この理論では，固体はスポンジや軽石のような多孔性の骨格を形成しており，その間隙に流体

が充満している状態を想定し，以下の仮定を用いることでこの媒体を透過する弾性波速度と周波

数との関係を導く。間隙を満たす流体は圧縮性を有し，粘性を持つことにより固相との間に摩擦

を生じ，またその運動はハーゲン・ポアゾイユ流れに従うと仮定する。一方，間隙については，

間隙を構成している壁面は不透水であり，間隙はランダムに分布していて方向性を有せず，混合

物体はマクロに見て力学的等方性を保っていると仮定している。また，固体や液体の個々の部分

に着目して，そのミクロな分布状態まで議論の対象とすることは避け，全体をマクロな連続体と

みなし，骨格や間隙水のヒズミと応力との関係を線形と仮定することで，全体を線形理論として

取り扱っている。（Biot,1956）によると，流体で飽和された多孔質地盤中を弾性波が伝播する際

に，構造骨格を形成する固体とその間隙を満たす流体との間に働く粘性による抵抗力および分子

間力が，弾性波の周波数に依存して変化する。そのため，周波数が低い場合は液相と固相が一緒

に振動するため土粒子は水の抵抗を受けることになり，結果として固相は見かけの質量が増加し

弾性波速度は遅くなる（V0）。一方，ある周波数を越えると固相は液相の粘性抵抗を受けなくな

り，液相と固相はそれぞれ別々に運動するため，見かけの質量がなくなり弾性波速度は速くなる

（V∞）。弾性波の伝播速度が V0 の際には，粘性抵抗が働く関係で弾性波のエネルギー減衰は周

波数に比例して大きくなるが，V∞においては周波数が高くなればなるほど粘性抵抗が働かなく
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なるため，減衰量は周波数に反比例する。  

 固相骨格と間隙水は，ばらばらになってランダムな分布をしているが，連続体としての取り扱

いをする関係上，体積やヒズミについては見掛けの量を定義し，これを実質的な量と区別して考

える必要がある。今，図 3.1-1(a）のような固相と液相との混合体を骨格部分と間隙水の部分と

に分離したと仮定する。図 3.1-1（b）は骨格部分のみを抜き出したときの模式図であるが，こ

の見かけの体積（骨格が占める空間全体を指し，図 3.1-1（b）では骨格を取り巻く四角形の面

積に等しい）を Vb とする。通常，測定によって求められる固相の体積やヒズミは，この見かけ

の量を意味している。次に，混合体から間隙水の部分のみを抽出したものを図 3.1-1（c）に示

し，この見かけの体積を Vaとする。これは，間隙水の泡状構造が占める空間全体を指し，図 3.1-1

（c）では四角形の面積に等しくなる。 

 

 

図 3.1-1 固相骨格と間隙水概念図 

 

以上の説明では変形する前の混合体のブロックから骨格部分と間隙水の部分を分離したので，

見かけの体積は両方とも等しい。しかし，変形が骨格部分と間隙水部分とで，それぞれ独立に起

こりうると仮定すると，変形後の状態を考えると，Vbと Vaの値は当然異なってくる。見かけの

量として Vbと Vaを定義したが，次に実質的な量については，土粒子部分の体積 Vｓと水自体の

体積 Vｗとがある。その他，間隙の体積 Vｐも実質的な量である。変形した後の状態に着目する

と，Vｐと Vｗは必ずしも等しくなく，互いに独立に変化しうる量である。また，土粒子と間隙水
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の含有比率を表す間隙率φもよく用いられるが，これは間隙の体積 Vｐと関係のある量である。 

上記で定義した見かけの体積と実質上の体積との関係を以下に示す。 

 

φ

φ

w
a

s
b

V
V

V
V

=

−
=

1
 （3.1-1） 

 

これより，密度に関しても同様に見かけの密度と，実質上の密度が存在する。 

土粒子部分の見かけの密度をρ1，間隙水の見かけの密度をρ2 とする。この時実質上の密度ρs，

ρwはそれぞれ以下の式を用いて表される。 

 

φρρ
φρρ

w

s

=
−=

2

1 )1(
 （3.1-2） 

固相－液相からなる系における全応力
t
xσ は，ひずみ 

dx
due =  を用いて以下の式で表される。 

 

PMet
x ασ −=  （3.1-3） 
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−
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⎝

⎛
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sKKH
111  （3.1-4） 

 

α：poroelastic coefficient Ｍ：uniaxial moduli  

 Ｇ：せん断係数 K ：体積弾性率 sK ：固相の体積弾性率（すべて排水条件） 

 ν ：ポアソン比 

 

この全応力は，固相部にかかる応力 xσ と，液相部にかかる応力 Pφ− とに分配される。 

 

Px
t
x φσσ −=  （3.1-5） 

φ：間隙率， Ｐ：間隙水圧 
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上記の２式より，以下の式を得る。 

P
dx
duMx γσ −= ， φαγ −=  （3.1-6） 

 

運動方程式も弾性論で用いられているものと同種類のものを採用することが可能であるが，

骨格構造に対するものと，間隙水の泡状構造に関するものとをここでは別々に作る。骨格部分の

単位体積質量（骨格構造の質量を見かけの体積で除したもの）を 1ρ とし，間隙水部分のそれを 2ρ

とする。 

 

固相－液相からなる２相連続体に対して，エネルギー損失関数を用いて，ラグランジュ方程式か

ら運動方程式を以下に導く。 

 

xtttttt

x
tttttt

Pwubuw
x

wubwu

φρρ

σρρ

−=−−+
∂
∂

=−++

)(

)(

1222

1211  （3.1-7） 

 

  as ρρφρ +−= )1(11 ， aρρ −=12 ， af ρφρρ +=22  （3.1-8） 

  kb
2μφ=  （3.1-9） 

 

u  ：固相の変位， w ：液相の変位 

k  ：固有透過度 [m2] μ ：流体の粘性係数 

sρ ：固相の密度， aρ ：the additional coupling density（連成密度）(Biot, 1955) 

fρ ：液相の密度 

 

fa φρβρ )1( −−=   （3.1-10） 

)11(1 φγβ −−=  （3.1-11） 

 

β：tortuosity parameter  ※通常１以上の値をとる 
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γ は球形の場合 1/2 の値をとり，楕円形の場合 0 から 1 の間の値をとる。間隙水圧の勾配に対し

て平行な円筒形の場合，βは 小値 1 をとる。間隙がランダムに配置され全ての方向性が考慮さ

れる場合には，βはβ＝3 となる。 

ここで（3.1-6）式を（3.1-7）式に代入することによって，以下の式を得る 

xttttttattf

xxxttttttatts

Pwu
k

wuw

PMuwu
k

wuu

φμφρφρ

γμφρρφ

−=−−−−

−=−+−+−

)()(

)()()1(

2

2

 （3.1-12） 

 

線形変換を用いることにより，式（3.1-13）を得る 

 

xttttttattf

xxxttftts

Pwu
k

wuw

PMuwu

φμφρφρ

αφρρφ

−=−−−−

−=+−

)()(

)1(
2  （3.1-13） 

 

骨格部分と間隙水の部分は，それぞれ独立に変形しているから，運動中に両者の間には相対変

位が生ずる。この相対変位の時間的変化に比例した力が，間隙水の部分から骨格構造に伝達され

ることを考慮したのが，式（3.1-7）に含まれる )( tt wub − の項である。一方，間隙水の部分に

着目すると，今度はその反作用として，骨格部分から方向が逆で大きさが同じ力を受けているこ

とになる。式に )( tt wub −− 等の項が入っているのはこのためである。この力は，骨格と間隙水

を１つの系と見なした場合，内力として働く性質を持っているから，系全体の運動方程式を作る

場合には，当然消滅してしまうことになる。慣性項を無視して，若干の変形をほどこすと圧密の

方程式が得られる。これを Terzaghi の圧密方程式と比較することにより，b の値は式（3.1-14）

で与えられると考える。 

 

kb
2μφ=  （3.1-14） 

 

)( tt wub − と透水係数 k は速度のディメンションを持っているので，両者の値のオーダーを比

較してみる。まず透水係数 k は透水性のよい砂等で 10-3m/sec 程度であり，粘土になると

10-8m/sec くらいに小さくなり，岩盤に至っては 10-10m/sec 程度であり，非常に小さい値をとる
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と考えてよい。したがって，今仮に vu ≠ ，つまり骨格と間隙水が若干なりとも相対変位を起こ

しながら運動しているとすると，k が小さいために )( tt wub − 等の項は，慣性項が無視できるほ

ど大きくなってくる。このような場合には，慣性力の影響が消滅して，運動は波動の形で伝わら

ず，熱伝導型の静的な伝わり方をすることになる。  

図 3.1-2 に Biot 理論を用いて描いた周波数と弾性波速度の関係を表した理論曲線を示す。本

論文ではこの周波数－弾性波速度関係から，透水性を評価することを目的としており，以下にそ

の方法を示す。 

 周波数－弾性波速度の関係における分散周波数を biotf とすると， biotf は式（3.1-15）より求め

ることが出来る。 

  
f

biot k
f

ρ
μφπ ≅2  （3.1-15） 

この周波数 biotf は図 3.1-2 において矢印で示された周波数であり，弾性波速度の遅い方の速

度（ 0V ）から速い方の速度（ ∞V ）に変化する際の，変曲点を示している。次に，この式（3.1-15）

を変形して式（3.1-16）を導き，透水係数と分散周波数（変曲点の周波数）との関係が得られる。

この関係を用いて，対象とする岩盤に対して物理探査により測定された弾性波速度の分散現象か

ら，その変曲点の分散周波数を求め，透水係数を算出することが出来るとする。 

  
fbiotf

k
ρπ

μφ
2

≅  （3.1-16） 

 

 
 

図 3.1-2 Biot 理論曲線の概念図 
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3.2 BISQ 理論 

BISQ モデルは，水で満たされた岩盤中に弾性波が到来すると，扁平な亀裂内に圧力差が生じ，

弾性波の応力によって亀裂内の水がしぼり出される現象が起こることを示したものである。弾性

波の周波数が低ければ，水が移動することによって圧力が平衡に達することができるが，周波数

が高ければ圧力は平衡に達することができず，実質的に水は骨格に固定されてしまい，そのため

弾性波速度の分散現象が起こることを説明したものである。すなわち，周波数によって弾性的な

性質が変化することによって分散が生じるとするものである（図 3.2-1，図 3.2-2 参照）。これ

らのモデルより求められる分散周波数は透水係数の関数となるため，弾性波速度を測定し分散周

波数を調べることで，透水係数を推定することができると提唱されている。  

BISQ 理論が Biot 理論と大きく異なる点は，Biot が弾性波の伝播方向に対して平行な流体の

流れ（Biot’s flow）のみを考えていたのに対して，BISQ 理論では波の伝播方向に対して直行す

る方向の水の流れ（Squirt Flow）を考慮している点である。 Squirt Flow という現象は，半径

方向の透水係数と様々な形や大きさの亀裂の代わりに代表される円筒形の半径 L という，２つ

の変数を用いて決定することができることも示されている。この BISQ モデルは，流体の圧力だ

けでなく固体，流体の変位も考慮した，固体－流体の動的相互作用の方程式（Biot,1956）が基

礎となっている。流体の圧力 P(t,x,r)は流体の物質収支（マスバランス）の方程式より導かれ，

これは図 3.2-3 に示す，x 座標，r 座標と同様に，時間 t にも依存するものである。この２次元の

圧力分布を１次元の固体-流体の相互作用方程式に用いるために，r 方向に関するその平均値を算

出する。この平均値は時間 t と座標 x にのみ依存し，固体-流体の相互作用方程式の中に用いら

れる。 

BISQ 理論では，まず Squirt flow の考えを多孔質弾性体モデルに取り入れるために，岩の固

体構造骨格が波の伝播方向に対して平行な一軸方向においてのみ変形することを仮定する。この

横方向への流れを，波の伝播方向軸を軸とする円筒形媒体を用いてモデル化したものが図 3.2-3

に示したものである。さらに，この Squirt Flow の距離の平均値を意味する円筒形の半径 r=L

における，円筒の外壁にかかる圧力は時間によって変化しないと仮定している。そのため波の励

起によって岩が圧縮されると流体は搾り出され，逆に膨張すると流入するのである。この円筒形

の外部表面にかかる圧力が一定であるという条件は，間隙中に高い圧縮性のガスを少量だけ含む

完全飽和の岩において明らかに有効であり，Squirt Flow は残留ガスが無い飽和された岩におい

てはより複雑になる。また，間隙中の流体は，時間によって変化する間隙中の圧力によって，細

い亀裂からそれを取り囲む大きな亀裂に押し出されることを仮定している。これは，大きい間隙
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の方が細い亀裂よりも間隙圧の変化が小さいためである。そして岩の基本的な性質であるとみな

される巨視的なパラメータは，周波数，流体の粘性，圧縮性には依存しないことを仮定している。 

これらの仮定の下，Squirt Flow という新しい考えを Biot 理論に導入した BISQ 理論は，圧

力平衡に必要な流体の移動距離を意味するパラメータが導入され，これが分散周波数と透水係数

との関係の導出を担うが，仮想的なパラメータであり，一般的に一意に決定することが困難であ

る。 

 
図 3.2-1 Squirt Flow 概念図 

 

 
 

図 3.2-2 Squirt Flow 概念図 
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図 3.2-3 Squirt Flow モデル概念図 

 

Squirt Flow を考慮するには，r 方向を考慮した体積濾過率q~ を用いた，２次元軸対象におけ

る流体の質量保存式を検討しなくてはいけない。質量保存式は以下の式（3.2-1）となる。 
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 （3.2-1） 

 

ここで q~ は流体の r 方向への変位 v に関係し， tvq φ=~ と表される。 

方程式（3.2-8）における線形項のみそのままにしておくと，以下の式を得る。 
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この方程式は方程式（3.2-2）を２次元軸対象の流れに対して一般化したものである。 

方程式（3.2-2）に代入することで，圧力 P を変位 u，v，w に関係付けると以下の式となる。 
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 （3.2-3） 

 

x 方向に対する運動方程式に加えて，r 方向における運動方程式を得る事ができる。この方程

式は，エネルギー損失関数（Biot,1956）を用いることで Lagrange 方程式から求められる。 
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 （3.2-4） 
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方程式（3.2-5）を方程式（3.2-4）に代入することで，圧力勾配に対する半径方向の流体変位

を以下の式に関係付けられる。 
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x 方向における固体の変位と流体の変位は両方とも，r に対して平均化された P と v の値によ

って影響を受けるということを仮定する。言い換えると，平均化された局所的な流れ変数だけが，

全体的な Biot’s flow に影響を与えると言うことである。それゆえ，x 方向における固体の変位 u

と流体の変位 w を以下の式で表現しなおすことができるのである。 
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 （3.2-7） 

 

ここで，C1と C2は定数である。 

式（3.2-4）を r 方向に依存する流体の圧力を表現する常微分方程式に変換し，式（3.2-8）を

得る。 
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この方程式を，r = L における圧力一定の境界条件（例えば，P0 = 0）を用いて解く。ここで L

は円筒形で表される体積の半径であり，圧力平衡に必要な流体の移動距離を意味するパラメータ

である（Dvorkin はこのパラメータを Squirt Flow length と呼び定義している）。その解は， 
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となる。ここで，J0は 0 次の Bessel 関数である。 
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また平均流体圧力は上記の式（3.2-10）で表され，式（3.2-5）と（3.2-7）とを関係付ける。 

 

( )

( )
( ) ⎟⎟

⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
+⎥

⎦

⎤
⎢
⎣

⎡
−−=

= ∫

xtxt

R

av

uw
LLJ

LJF

trxrP
R

P

φ
γ

λλ
λ

π
π

0

1

02

21

,,21

 （3.2-11） 

 

ここで J1は 1 次の Bessel 関数である。t に対して微分を行うことにより，式（3.2-11）から以

下の式を得る事ができる。 
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前述したように，ここでは平均的な局所流れの圧力 Pavは，運動方程式（3.2-7）における実際

の流体の圧力 P として用いる事ができるということを仮定している。 

そのため，もし Squirt flow の影響を考慮した場合，Biot による方程式ではなく方程式（3.2-12）

を運動方程式において用いられなければならない。この違いは，流体と固体の変位の微分に圧力

の微分を関係付ける比例係数においてのみである。すなわち，係数は， 
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⎤
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⎣
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LLJ
LJFFsq λλ
λ

0

121  （3.2-13） 

 

と表され，この係数が F の代わりに用いられる。すなわち，BISQ 理論においては，Biot 理論

における係数，X1,2, Y1,2, A, B, C, は F の代わりに Fsqを用いて計算を行い弾性波速度および減

衰を求める。 

BISQ モデルと Biot モデルにおける も大きな違いは，Squirt Flow に起因する流体の圧力を

考慮していることである。この違いによって，飽和された岩盤の弾性波速度および減衰における，

音波の伝播に対する多孔質弾性体の反応の特徴が著しく変化する。計算式における違いは，波の

伝播方向における，固体部分と液体部分の変位に対する流体圧力が関係する係数においてのみで

ある。この係数は式中の F であり，Biot 理論においてはこの係数は定数である。一方，BISQ 理

論ではこの係数に相当するのが Fsqであり，この係数は周波数に依存する。 

Biot 理論においては。定数である cω （Biot 理論における characteristic frequency の位相）

が弾性波速度と減衰の振動数に対する依存性を決定する。これらの値は以下の式（3.2-14）に依

存している。 
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BISQ 理論においては，新しい変数として式（3.2-15）で表される Lλ が加えられる。 
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この式には，圧力平衡に必要な流体の移動距離を意味するパラメータを示す L が含まれてい

る。式から明らかなように，L の増加に伴って，Fsqは F に近づき，それに伴い BISQ 理論を用

いた結果は Biot 理論を用いた結果に近づいていく。これは，パラメータ L が大きくなると言う

ことは，Squirt Flow 現象を引き起こす r 方向における局所的な不均質性が消えるということを

意味しており，そのため流体の流れは本質的に Biot モデルによって議論されている１次元流れ

のモデルとなるためである。 

以下の式（3.2-16）を満たす場合 
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 （3.2-16） 

 

式（3.2-21）を近似することで弾性波速度，および減衰を以下に示す式を用いて求めることがで

きる。 
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ここで，式（3.2-16）を満たす場合には，以下の式（3.2-18）を用いて弾性波速度および減衰

を求める。 
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 （3.2-18） 

 

この場合以下に示す式（3.2-19）によって，弾性波速度と減衰の振動数に対する依存性が決定さ

れる。 
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以上の式で得られる近似を用いて算出した弾性波速度の前述した Biot 理論との大きな違いは，

弾性波が透過する地盤の透水係数が小さくなるに従って，Biot 理論ではその弾性波速度の分散

周波数が大きくなるのに対して，BISQ 理論においては，それとは逆に地盤の透水係数が小さく

なるにつれて，弾性波速度の分散周波数も小さくなる。このことは，この二つの理論において分

散周波数の透水係数への依存の仕方が逆の傾向を持つことを意味している。ただし，どちらも空

隙率やSquirt Flow Lengthというパラメータが関与しており,それらを求めなければ透水係数を

求めることはできない。 

図 3.2-4 に BISQ 理論を用いて描いた周波数と弾性波速度の関係を表した理論曲線を示す。

周波数－弾性波速度の関係における分散周波数を bisqf とすると， bisqf は式（3.2-20）より求める

ことが出来る。 

 

  22 L
kK

f f
bisq πμφ

≅  （3.2-20） 

 

この周波数 bisqf は図 3.2-3 において矢印で示された周波数であり，弾性波速度の遅い方の速

度（ 0V ）から速い方の速度（ ∞V ）に変化する際の変曲点を示している。式(3.2-10)で示したパ

ラメータ L は，Dvorkin & Nur(1993)では，Squirt Flow（波動の伝播方向に対して直交する方

向の水の流れ）を，弾性波の伝播方向に対して直交する方向における間隙の平均的な広がりと考

えている。この考えによれば，パラメータ L はの値は，構成する岩石の粒径や細孔の半径等に

関係すると考えられる。Dvorkin et. al.(1994)では，砂岩の平均粒径として扱っており，

Yamamoto(2003)は，L の値を粒径の２倍程度として扱っている。一般に間隙や亀裂が大きくな

ると透水係数も大きくなると考えられるため，式(3.2-20)で示したｋと流体が移動する距離 L が

大きくなり，結果として２乗で変化する L2によって分散周波数は小さくなることがわかる。 

次に，この式（3.2-20）を変形して式（3.2-21）を導き，透水係数と分散周波数との関係が得

られる。  
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≅  （3.2-21） 
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この関係を用いて，対象とする岩盤に対して物理探査により測定された弾性波速度の分散現象

から，その分散周波数を求め，透水係数を算出する理論を BISQ 理論と呼ぶ。 

 

 

図 3.2-4 BISQ 理論概念図 
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4.室内実験および数値解析による速度分散現象の把握 

4.1 室内実験の目的 

室内試験は，弾性波分散現象と岩石の透水係数との関係を確認することを目的とした。Biot

の理論によれば，透水係数は，間隙率に比例し，分散周波数に反比例する。また，BISQ 理論

によれば，透水係数は，Squirt Length；パラメータ L（第３章を参照）の２乗に反比例する。

そこで，これら理論の適合性を確認するために，組成や間隙率が異なる岩石サンプルを用いて，

周波数毎の弾性波速度を計測することで，弾性波の速度分散現象を確認し，その分散周波数か

ら岩石の透水係数を推定できるかどうかを確認した。 

 

4.2 室内試験準備 

4.2.1 岩石サンプルの種類 

 本実験の対象とした岩石とその寸法の一覧を表 4.2.1-1 に示す。これらの岩石は，わが国の

地質を代表する堆積岩として，砂岩，珪藻質泥岩，泥岩，凝灰岩を用いた。また，結晶質岩の

代表として花崗岩を用いた。この際，稲田花崗岩については，間隙率の異なるサンプルを製作

するために，熱処理を事前に行った（熱処理方法の詳細は，後述する）。真鍮とステンレスは，

流体が含まれない媒体の弾性波速度が周波数に対して依存性がないこと，つまり，Biot 理論及

び BISQ 理論で予測された弾性波速度の分散現象（周波数の増加にともない，弾性波速度が増

加するという傾向）がないことの確認のために用いた。 

 なお，これ以降，それぞれの実験結果については，「岩石サンプル名」により表記する。 
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表 4.2.1-1 実験の対象とした岩石の一覧 

岩
種 岩石名 岩石サンプル名 数

量 供試体寸法 備 考 

多胡砂岩１ 1 直径 50mm 
高さ 50mm  

多胡砂岩 
多胡砂岩２ 1 直径 50mm 

高さ 100mm  

泥岩 泥岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm 

飯山トンネル 
（膨張性地山） 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm 珠州市 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm 

船生石（玉生石）塩谷郡塩

谷町船生 

軽石凝灰岩 軽石凝灰岩１，

２，３ 3 直径 50mm， 
高さ 100mm  

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 1 直径 50mm， 
高さ 100mm  

大島花崗岩 大島花崗岩 1 直径 50mm， 
高さ 50mm  

花崗岩 破砕部含む花崗

岩 1 80mm×100mm×100mm スイス Nagra＊）の地下実験

施設内で採取した岩石 

稲 田 花 崗 岩 １

（温度） 6 直径 50mm， 
高さ 150mm 

温 度 ＝ 熱 処 理 し た 温 度

（100，150，250，300，400，
500℃）をそれぞれ示す。 

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 
稲 田 花 崗 岩 ２

（温度） 3 直径 50mm， 
高さ 100mm 

温度＝熱処理した温度（0，
300，600℃）をそれぞれ示

す。 

真鍮 真鍮 1 直径 50mm， 
高さ 150mm Cu：Zn＝7：3 そ

の
他 

ステンレス ステンレス 2 直径 50mm， 
高さ 100mm SUS304 

＊）スイス Nagra＝スイス放射性廃棄物管理共同組合：National Cooperative for the Disposal of Radioactive Waste 

 

4.2.2 稲田花崗岩の熱処理方法 

稲田花崗岩（稲田花崗岩１，２とも）については，間隙率と弾性波速度との関係等を確認す

るために，間隙率の異なるサンプルを加熱処理することにより作製した。この岩石の主成分は

石英，アルカリ長石，斜長石および黒雲母であり，それらのモード組成はそれぞれ 36,28,32 お

よび 4%である。このサンプルを加熱して，微小亀裂を発生させることで間隙率を変化させる

こととした。なお，石英，アルカリ長石および斜長石は 大粒径 5mm で，2～4mm のものが

多く，黒雲母は 大粒径 3mm で，普通 1mm 以下である。 

本実験においては，まず３方向の面に対し平行に切り出した 30cm×30cm×30cm の立方体

の稲田花崗岩を分割することによって直方体の供試体（15cm×10cm×7.5cm）24 個を作製し

た（図 4.2.2-1）。稲田花崗岩は互いにほぼ直交する 3 つの割れやすい面が存在し，割れやすい
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順にそれぞれ rift plane, grain plane および hardway plane と呼ばれている。直方体の供試体

作製の際には，長軸（辺長 15cm の方向）に直交する面を も割れやすい rift plane とした。 

 

 
図 4.2.2-1 直方体の供試体の作製 

 

次に各直方体の供試体に対し，50～600℃の高温履歴を加えた。この際，履歴温度 50～250℃

までは，プログラマブルに温度管理が可能な空気撹拌式加熱炉 A，250～600℃までの加熱には

非プログラマブル・電熱式の加熱炉 B の 2 種類を使用した（図 4.2.2-2）。加熱炉 A はプログラ

ム設定が可能なため， 高加熱温度を 2 時間持続した。一方，加熱炉 B ではプログラムによる

温度管理ができなかったため，温度計による温度管理を行った。各直方体の供試体の加熱履歴

を図 4.2.2-3 に示す。 
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図 4.2.2-2 使用した加熱炉の概要 

 

 

図 4.2.2-3 直方体の供試体に対する加熱履歴 
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加熱（熱処理）後の直方体供試体の状況を図 4.2.2-4 に示す。本図より，履歴温度が高くな

るにつれて，結晶質部が白色に変質していく様子が確認できる。 

さらに，これら直方体の供試体からφ5cm×15cm の円柱状のサンプルを製作し，以降の弾

性波速度測定等に使用した。 

 

 

図 4.2.2-4 熱処理後の直方体供試体の状況 

 

4.3 物性値に関する試験 

 本実験では，物性値に関する試験として，密度の測定，間隙率の測定と超音波速度測定を各

岩石サンプルに対して行った。以下，その方法と結果について記述する。 

 

4.3.1 試験方法 

(1) 密度の測定 

 密度（飽和状態）の測定は，地盤工学会の「岩の調査と試験」に準拠して実施した。測定手

順は，以下のとおりである。 

① 試料の見掛質量(M)を測定した。 

② 直円柱の試料の場合，試料の直径と高さをノギスで測定した。 

③ 試料を 12 時間以上かけて水浸および真空脱気を質量変化がなくなるまで行い，飽和状
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態にした。 

④ 試料を金属かごに入れ，電子天秤で飽和水浸時の質量(Msub)を測定した。 

⑤ 試料を水浸容器から取り出し，表面水を湿った布で拭き取った。この際，表面水だけを

拭き取るように留意した。さらに，試料の表面乾燥飽和状態の質量(Msat)を測定した。 

⑥ 試料の質量が一定になるまで炉乾燥した後（24 時間以上，60℃），乾燥デシケータ内で

室温まで冷却し，試料の粒子質量(Ms)を測定した。 

 これら測定した質量等を用いて，（飽和状態）密度(ρsat)を次式により算出した。 

 
V

VM wvs
sat

ρρ +
=  (kg/m3) 

 ただし，見掛体積：
w

subsat MMV
ρ
−

=  (m3)， wρ ：水の単位体積重量(kg/m3) 

     Vv：空隙の体積(m3) 

 

(2) 間隙率の測定 

 密度（飽和状態）の測定は，同じく ISRM 指針に準拠した方法と水銀圧入法による方法のど

ちらか 1 つの方法で実施した。 

測定手順は，以下のとおりである。 

① 供試体を温度 60℃にて 24 時間以上乾燥した後（質量変化が無くなるまで），乾燥デシ

ケータ内で室温まで冷まし，乾燥重量（W1）を測定した。 

② 試料を 72 時間以上浸水および真空脱気を行い（質量変化が無くなるまで），強制湿潤状

態の水中質量（W2）と空中重量（W3）を測定した。 

③ 測定した各質量（W1,W2,W3）を用いて，有効間隙率を次式により算出した。 

   有効間隙率= ( )3 1

3 2

100 %W W
W W

−
×

−
 

  

また，水銀圧入式による方法は，岩石の間隙率および細孔分布を測定するために水銀圧入式

ポロシメータによる測定を行った。水銀は圧入圧力が加わらなければ，試料の孔細に進入せず，

圧入圧力が水銀の表面張力による抵抗を超えると水銀が細孔に進入する。この性質を利用し圧

入圧力と水銀の圧入量を測定することにより，試料内部の間隙率及び細孔の寸法分布が得られ

る。測定方法は以下のとおりである。 
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① 真空状態にした供試体入りディラトメーターに水銀を満たし，ディラトメーターをオー

トグレーブにセットし圧力を 0MPa から約 413MPa まで上昇させた。昇圧過程は約 1

時間程度で，供試体に圧入した水銀の体積は静電容量方式で測定した。 

② 水銀が進入する場合，次式が成立する。 

θσ cosSPA =  

ここで， P ：圧入圧力， A：細孔断面の面積， S ：周囲の長さ 

σ ：表面張力，θ ：水銀の接触角 

細孔が亀裂であり，またその断面形状が長方形であると仮定すると，上式は以下のよう

に書き換えることができる。 

( ) PWl
lW θσ cos2=+  

ここで， l ：亀裂の長さ， w：亀裂の幅 

また，亀裂の幅がその長さに比べてはるかに小さい場合( w≫ l )，上式は次式でさらに近

似できる。 

PW θσ cos2=  

 なお，測定結果の一例を図 4.3.1-1 に示す。 
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図 4.3.1-1 水銀圧入方式による間隙率の測定結果の一例（細孔分布） 

 

(3) 超音波速度測定 

超音波速度測定は，地盤工学会基準「パルス透過法による岩石の超音波速度測定方法」

（JGS1220-1998）に準拠して行い，供試体の動弾性係数，動せん断弾性係数と動ポアソン比

を求めた。測定手順は次のとおりである。 
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① P 波用または S 波用の発振子と受振子の間に供試体を挟み，振動子を供試体に密着した。 

② 超音波パルスを発生させ，受振した波の初動の立ち上がりが鋭いことを確認した。 

③ 透過した波の立ち上がり部分から初動を読み取った。 

④ 同一供試体において発振子と受振子の位置を入れ替えて，再度測定した。 

⑤ 供試体の動ポアソン比 νd，動せん断弾性係数 Gd と動弾性係数 Ed は，次の式により算出

した。 

 { }1)/(2
2)/(

2

2

−
−

=
sp

sp
d VV

VV
ν  

 
2

std VG ⋅= ρ        (kN/m2) 

  ddd GE ⋅+= )1(2 ν   (kN/m2)  

 ここで，Vp：P 波速度 (m/s)，Vs：S 波速度 (m/s)， tρ：測定状態における供試体の密度(g/cm3) 

 

4.3.2 試験結果 

 物性値に関する試験結果を表 4.3.2-1～表 4.3.2-3 にそれぞれ示す。これら試験結果のうち，

稲田花崗岩１と稲田花崗岩２の間隙率の結果を見ると，履歴温度が高いほど間隙率が大きく，

所期の目的を達成できたことが確認できる。 

表 4.3.2-1 密度（飽和状態）の測定結果 
岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 

直径 

(mm) 

高さ 

(mm) 

体積 

(mm3) 

重量 

(g) 

密度 

(g/cm3) 

多胡砂岩１ 49.49 99.92 1.92×10-4 403.79 2.181 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ 49.49 99.92 1.92×10-4 422.30 2.197 

泥岩 泥岩 49.54 99.90 1.92×10-4 383.68 2.196 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 49.61 100.16 1.93×10-4 258.48 1.332 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 49.79 100.29 1.95×10-4 374.67 1.925 

軽石凝灰岩１ 59.87 121.40 3.42×10-4 533.26 1.560 

軽石凝灰岩２ 59.38 120.52 3.33×10-4 528.41 1.583 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 59.53 120.10 3.33×10-4 533.02 1.595 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 50.00 100.16 1.97×10-4 370.45 1.884 

大島花崗岩 大島花崗岩 49.81 100.00 1.94×10-4 517.53 2.664 

花崗岩 
破砕部含む花崗

岩 
51.60 100.62 2.10×10-4 516.80 2.670 

稲 田 花 崗 岩 ２

（0℃） 
49.74 103.54 2.01×10-4 524.12 2.605 

稲 田 花 崗 岩 ２

（300℃） 
51.90 99.95 2.11×10-4 552.35 2.612 

結
晶
質
岩 稲田花崗岩 

稲 田 花 崗 岩 ２

（600℃） 
52.49 101.52 2.20×10-4 558.59 2.543 
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表 4.3.2-2 間隙率の測定結果 
岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 測定方法 有効間隙率（％） 備 考 

多胡砂岩１ ISRM 指針 25.7  
多胡砂岩 

多胡砂岩２ 水銀圧入式 24.17  

泥岩 泥岩 ISRM 指針 36.5  

珪藻泥岩 珪藻泥岩 ISRM 指針 75.8  

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 ISRM 指針 38.5  

軽石凝灰岩１ 水銀圧入式 55.53  

軽石凝灰岩２ 水銀圧入式 54.21  軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 水銀圧入式 53.98  

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 水銀圧入式 37.92  

大島花崗岩 大島花崗岩 ISRM 指針 0.837  

花崗岩 破砕部含む花崗岩 ISRM 指針 2.15  

稲田花崗岩１（100℃） ISRM 指針 0.888  

稲田花崗岩１（150℃） ISRM 指針 0.988  

稲田花崗岩１（250℃） ISRM 指針 0.967  

稲田花崗岩１（300℃） ISRM 指針 1.124  

稲田花崗岩１（400℃） ISRM 指針 1.347  

稲田花崗岩１（500℃） ISRM 指針 1.789  

稲田花崗岩２（0℃）  0.477  

稲田花崗岩２（300℃） 水銀圧入式 0.712  

結
晶
質
岩 稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（600℃） 水銀圧入式 5.5  

 

表 4.3.2-3 超音波速度測定の結果（飽和状態） 

岩種 岩石名 岩石サンプル名 
動弾性係数 

(MN/m2) 

せん断係数

（MN/m2） 
動ポアソン比 備 考 

多胡砂岩１ 14300 5310 0.350  
多胡砂岩 

多胡砂岩２ 14300 5310 0.350  

泥岩 泥岩 1720 589 0.459  

珪藻泥岩 珪藻泥岩 254 85.3 0.486  

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 4010 1440 0.391  

軽石凝灰岩１ 1550 535 0.450  

軽石凝灰岩２ 1640 566 0.449  軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 1610 555 0.451  

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 4590 1660 0.384  

大島花崗岩 大島花崗岩 74200 33400 0.111  

花崗岩 
破砕部含む花崗

岩 
8700 17000 0.250 基岩部のみ 

稲田花崗岩１（温

度） 
－ － － 測定せず 

稲 田 花 崗 岩 ２

（0℃） 
－ － － 測定せず 

稲 田 花 崗 岩 ２

（300℃） 
41300 16500 0.253  

結
晶
質
岩 稲田花崗岩 

稲 田 花 崗 岩 ２

（600℃） 
27100 11000 0.237  
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4.4 透水試験 

 各岩石サンプルの透水性を把握するために，室内透水試験を行った。 

 

4.4.1 試験方法 

実施した室内透水試験は表 4.4.1-1 に示すとおり変水位法，定水位とトランジェントパルス

法を実施した。 

 変水位法と定水位法は，社団法人 地盤工学会編「岩の調査と試験」（室内透水試験，側面ゴ

ムスリーブ等で覆い水圧で拘束）に準拠して行った。これらの方法は，供試体側面をゴムスリ

ーブで覆い，初期水頭差と側圧を加えた状態で，二重管式体積計から下部加圧板を通して供試

体に通水し，このときの二重管式体積計の水位と経過時間から次式を使って透水係数 k を算定

する方法である。なお，変水位法の場合には，３回の平均値を透水係数とした。 

 （変水位法の場合）
2

1

12

ln
)( h

h
ttA

aLk
−

=  (cm/s) 

 （定水位法の場合）
)( 12 ttA

Q
H
Lk

−
⋅=  (cm/s) 

 ここで，A：試料の断面積(cm2)，L：試料の高さ(cm) 

a：スタンドパイプの断面積(cm2)，Q：測定流量(cm3/s) 

h1，h2：測定時刻 t1，t2(s)のときのスタンドパイプの水頭(cm) 

 

 トランジェントパルス法は，稲田花崗岩のような極めて低透水性を有する岩石に対しても短

時間で評価可能な試験方法である。本方法は，試料と体積が既知の二つの貯蔵槽からなる装置

を使って，まず，初期状態でそれぞれの貯蔵槽を等圧力状態にしておく。その後，一方の貯蔵

槽内に圧力パルス ΔP を与えると，時間の経過とともに試料内の動水勾配が変化し，他方の貯

蔵槽に圧力伝播が生じ， 終的に両方の貯蔵槽内の水圧が漸近して一定圧力に収束する。透水

係数 k は，この間の圧力と時間の関係から次式を使って求めることができる。なお，トランジ

ェントパルス法は１回の測定値を透水係数とした。 

  
t

f e
VV

VPPP α−⋅
+

⋅Δ=−
21

2
1  (cm/s) 

  
21

21

VV
VV

L
kA

−
+

⋅=
μβ
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ここで，P1，V1：圧力パルスを与える容器の圧力(kPa)および体積(cm3) 

P2，V2：圧力パルスを与えない容器の圧力(kPa)および体積(cm3) 

Pf：圧力の収束値(kPa)，t：時間(s) 

μ：流体の粘性係数（センチポアズ），β：流体の圧縮率(kPa) 

 

表 4.4.1-1 実施した室内透水試験の一覧 

岩種 岩石名 岩石サンプル名 適用した試験法 備 考 

多胡砂岩１ 変水位法  
多胡砂岩 

多胡砂岩２ 変水位法  

泥岩 泥岩 変水位法  

珪藻泥岩 珪藻泥岩 変水位法  

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 変水位法  

軽石凝灰岩１ 変水位法  

軽石凝灰岩２ 変水位法  軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 変水位法  

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 （試験せず） 

岩石コアを採取したボーリン

グ孔内で原位置透水試験を

実施 

大島花崗岩 大島花崗岩 トランジェントパルス法  

花崗岩 破砕部含む花崗岩 定水位法  

稲田花崗岩１（温度） トランジェントパルス法  

結
晶
質
岩 稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（温度） 変水位法 稲田花崗岩２（0℃）除く 

 

4.4.2 試験結果 

透水試験の結果の一例を図 4.4.2-1 に，試験により得られた透水係数の一覧を表 4.4.2-1 に

それぞれ示す。透水係数の結果のうち，稲田花崗岩の場合には，高温の熱処理を行ったほど，

（2～3 オーダー程度）透水係数が大きく（透水性が良く）なり，所期の目的を満たしているこ

とが確認できる。 
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(1)変水位法（多胡砂岩）    (2)トランジェントパルス法（稲田花崗岩１） 

図 4.4.2-1 透水試験の結果の一例 
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表 4.4.2-1 透水試験の結果 

岩種 岩石名 岩石サンプル名 透水係数 (cm/s) 備 考 

多胡砂岩１ 2.61×10-6  

多胡砂岩 
多胡砂岩２ 2.61×10-6  

泥岩 泥岩 5.91×10-9  

珪藻泥岩 珪藻泥岩 3.63×10- 7  

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 2.69×10-9  

軽石凝灰岩１ 1.16×10-5  

軽石凝灰岩２ 7.44×10-6  軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 3.83×10-6  

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 1×10-5～10-6 
岩石コアを採取したボーリング孔内

で原位置透水試験を実施 

大島花崗岩 大島花崗岩 2.19×10-10  

花崗岩 破砕部含む花崗岩 6.68×10-8  

稲田花崗岩１（100℃） 1.10×10-9  

稲田花崗岩１（150℃） 1.01×10-9  

稲田花崗岩１（250℃） 5.88×10-9  

稲田花崗岩１（300℃） 1.05×10-8  

稲田花崗岩１（400℃） 4.94×10-8  

稲田花崗岩１（500℃） 1.21×10-7  

稲田花崗岩２（0℃） 1.10×10-9  

稲田花崗岩２（300℃） 2.25×10-8  

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（600℃） 3.35×10-5  
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4.5 異なる周波数による弾性波速度測定 

4.5.1 測定方法 

各岩石供試体とステンレス・真鍮の複数周波数に対する弾性波速度を把握するために，弾性

波速度測定を行った。この際，図 4.5.1-1～図 4.5.1-4 に示す 4 種類の測定システムを使って

測定した。また，使用した計測システム一覧を表 4.5.1-1 に，計測システムの仕様を表 4.5.1-2

に示す。なお，測定は地盤工学会基準「パルス透過法による岩石の超音波速度測定方法」

（JGS1220-1998）に従った。破砕帯を含む岩石サンプルについては，水中でサンプルの３方

向の弾性波速度を測定した。 

  

      

(1)計測システムの概要             (2)計測状況 

図 4.5.1-1 計測システム１による弾性波測定試験の概要 

 

     
(1)計測システムの概要               (2)計測状況 

図 4.5.1-2 計測システム２による弾性波測定試験の概要 
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(1) 計測システムの概要              (2)計測状況 

 図 4.5.1-3 計測システム３による弾性波測定試験の概要 
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(1) 計測システムの概要            (2)計測状況 

図 4.5.1-4 計測システム４による弾性波測定試験の概要 

表 4.5.1-1 使用した計測システム一覧 
岩 種 岩石名 システム名 備 考 

多胡砂岩１ 計測システム１  
多胡砂岩２ 計測システム２  
泥岩 計測システム１  
珪藻泥岩 計測システム１  
緑色凝灰岩 計測システム１  
軽石凝灰岩 計測システム２  

堆積岩 

硬質頁岩 計測システム２  
大島花崗岩 計測システム１  
破砕部含む花崗岩 計測システム３ 3 箇所（破砕部に平行方向，破砕部に

垂直方向，基岩部）で測定 
稲田花崗岩１（温度） 計測システム４  

結晶質岩 

稲田花崗岩２（温度） 計測システム２  
真鍮 計測システム４  その他 
ステンレス 計測システム１  
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表 4.5.1-2  計測システムの仕様 
仕 様 項 目 

計測システム１ 計測システム２ 計測システム３ 計測システム４ 
使用した振動子 6 種類 

(100kHz ， 200kHz ，

400kHz ， 500kHz ，

1.0MHz，1.32MHz，
2.25MHz) 

(軽石凝灰岩) 
6 種類 
(40kHz ， 100kHz ，

250kHz ， 1.0MHz ，

2.25MHz，5.0MHz) 
(軽石凝灰岩以外) 
6 種類 
(40kHz ， 100kHz ，

200kHz ， 400kHz ，

500kHz，1.0MHz) 

9 種類 
(100kHz，155kHz ，
200kHz ， 400kHz ，

465kHz ， 500kHz ，

1.0MHz，1.32MHz，
2.25MHz) 

8kHz～156kHz 

計測した周波数 100kHz～2.25MHz 内

の 6 種類 
(軽石凝灰岩) 
30～5000kHz の 20 種

類 
(軽石凝灰岩以外) 
30～1100kHz の 19 種

類 

100kHz～2.25MHz 内

の 9 種類 
10kHz～1.0MHz 内の

20 種類 

振動子の圧着力 141.82 kN/m2   24.5kN/m2 以下 
サンプリング間隔 0.1μsec.～10nsec.   0.2μsec. 

 

4.5.2 弾性波速度測定の結果 

弾性波速度測定において得られた波形記録の一例を図 4.5.2-1 に示す。本図に示すように，

明瞭に初動を確認することができた。また，初動の読み取り精度を上げるために，初動付近の

波形を拡大しても読み取った。また，波形の再現性をチェックするために，発振と受振を入れ

替えて 測定した。 
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(1)計測システム２による場合     (2) 計測システム４による場合（200℃熱処理） 

図 4.5.2-1 弾性波速度測定結果の一例 
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4.6 弾性波速度の周波数依存性 

4.6.1 測定系の確認 

ステンレスと真鍮の場合に得られた弾性波速度と周波数の関係を図 4.6.1-1 に示す。本図の

うち，(2)と(3)の場合は，周波数の増加にともない，弾性波速度が減少しており，Biot 理論と

BISQ 理論（周波数の増加にともない，弾性波速度が増加する傾向）に反する。また，(1)の場

合は，周波数の増加にともない，弾性波速度が増加している。しかし，弾性波速度の変化率（（測

定 大速度－測定 小速度）／平均測定速度）は 0.45%であり，周波数に対して弾性波速度が

ほとんど変化していないと言える。 

よって，弾性波速度測定系には弾性波速度の周波数依存性は認められないと判断した。 
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図 4.6.1-1 弾性波速度と周波数の関係（ステンレスと真鍮の場合） 
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4.6.2 堆積岩の場合 

堆積岩の場合に得られた弾性波速度と周波数の関係を図 4.6.2-1 に示す。いずれの岩石の

場合にも，周波数の増加にともない，弾性波速度が増加する傾向が確認できる。よって，堆

積岩の場合には弾性波速度の分散現象が生じたと判断した。なお，弾性波速度の変化率は

1.5～3.5％程度であり，岩種によって弾性波速度の変化にも違いがあることが確認できる。

なお，この周波数と弾性波速度の関係の違いが，Biot 理論や BISQ 理論で論じられている

岩石の透水性や間隙率等の違いによるものかどうかは，次節以降で確認を行う。 
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(3)珪藻泥岩               (4)緑色凝灰岩 

（(1)～(4)の結果は，同一周波数で 2～4 回測定した場合の平均値を採用した。） 
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図 4.6.2-1 弾性波速度と周波数の関係（堆積岩の場合） 

 

4.6.3 結晶質岩の場合 

結晶質岩の場合に得られた弾性波速度と周波数の関係を図 4.6.3-1 に示す。本図の(1)～

(4)の場合には，周波数の増加にともない，弾性波速度が増加する傾向が確認できる。また，

本図の(5)の場合のうち，破砕部に垂直な方向と基岩部の場合には周波数の増加にともない，

弾性波速度が増加する傾向が認められる。一方，破砕部に平行な方向の場合にも同様の傾向

が認められるが，その変化がこれまでのケースよりもかなり大きいうえ，基岩部と同様な弾

性波速度値を得られた場合もある。これは，破砕部に平行な方向を計測する場合に，破砕部

を弾性波が透過したのではなく，基岩部を透過したなど計測時の原因が考えられる。このた

め，これ以降は，この破砕部に平行な方向の場合は除外し，検討を進める。 

以上のとおり，破砕部含む花崗岩場合の一部には計測上のエラーが見られたが，結晶質岩

の場合にも弾性波速度の分散現象が生じると判断できる。 
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図 4.6.3-1 弾性波速度と周波数の関係（結晶質岩の場合） 

 

4.7 感度分析 

 本研究では，Biot 理論および BISQ 理論から算出される弾性波分散現象の理論解を実験結果

にフィッティングすることで，弾性波速度の測定結果から透水係数を算出することが 終目的

である。このため，理論解と実験結果をフィッティングする前に，理論解による値に対する理

論解の各パラメータ（物性値）の感度分析を行った。これにより，各物性値が理論解による値

にどのような影響を与えるかが明らかになり，フィッティングする際に変化させる物性値を選

択する指標とすることができる。ここでは，理論解による値は，分散周波数，弾性波速度（V0 ，

V∞）と弾性波速度の変化量とした。また，理論解の各物性値は，Biot 理論の場合，透水係数，

間隙率，固体の体積弾性率，飽和状態での体積弾性率，せん断弾性係数とポアソン比，BISQ

理論においては透水係数，間隙率，固相の体積弾性率，飽和状態での体積弾性率，せん断弾性

係数，ポアソン比と Squirt length である。 
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以下，Biot 理論と BISQ 理論の場合の感度分析の結果を示す。 

 

4.7.1 Biot 理論の感度分析 

Biot 理論の感度分析の結果を図 4.7.1-1，表 4.7.1-1 と表 4.7.1-2 に示す。各物性値につ

いて，Biot 理論の分散周波数 fbiot，周波数が低い側の速度 V0，早い側の速度 V∞，速度変化

量 V∞―V０に与える影響について，◎は影響が大きい，○は影響がある，そして×は影響が

ないことを示している。弾性波速度これらの結果，Biot 理論においては，次のことが判明し

た。 

・ 分散周波数に影響を与える物性値は透水係数と間隙率であり，その他の物性値は影響

がない。 

・ 弾性波速度に影響を与える物性値は，透水係数以外の物性値である。 

・ 速度変化に影響を与える物性値も，透水係数以外の物性値であり，特に，間隙率，固

体の体積弾性率と飽和時の体積弾性率は大きな影響を与える。 

・ 透水係数は，分散周波数のみに影響を与えるが，間隙率はすべての項目に影響を与え

る。 
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図  4.7.1-1 Biot 理論に対する感度解析結果 
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表 4.7.1-1 Biot 理論における各物性値の影響 

変化前 
  

変化後 

特性周波数 

[Hz] 

弾性波速度

下限[m/s] 

弾性波速度 

上限[m/s] 

弾性波速度

変化量[m/s]

1.00E-11 4.00E+09 3248.5 3339.7 91.2 k 

 [m/s] 1.02E-07 3.91E+06 3248.5 3339.7 91.2 透水係数 

変化率 1.02E+03 9.78E-04 1 1 1 

0.03 1.79E+06 3449.3 3450 0.7 
φ[m/s]

0.5 2.98E+07 3082.8 3350.6 267.8 間隙率 

変化率 16.7 16.7 0.89 0.97 383 

0.3 1.53E+07 2919.9 2991.9 72 ν 

[－] 0.4 1.53E+07 3821.6 3916.2 94.6 
飽和時の 

ポアソン比 
変化率 1.33 1 1.31 1.31 1.31 

8.00E+09 1.53E+07 3334.1 3537.8 203.7 

(1.0E+10) (1.53E+07) (3248.5) (3339.7) (91.2) 
Ks   

[N/m2]
1.20E+10 1.53E+07 3266.8 3332.5 65.7 

固体の 

体積弾性率 

変化率 1.5 1 0.98 0.94 0.32 

8.00E+09 1.53E+07 3274.4 3336.2 61.8 

(1.0E+10) (1.53E+07) (3248.5) (3339.7) (91.2) 
K   

[N/m2]
1.20E+10 1.53E+07 3289.4 3440.6 151.2 

飽和時の 

体積弾性率 

変化率 1.5 1 1 1.03 2.45 

5.00E+09 1.53E+07 3152.9 3242.2 89.3 G   

[N/m2] 8.00E+09 1.53E+07 3988.2 4095.7 107.5 
飽和時の 

せん断係数 
変化率 1.6 1 1.26 1.26 1.2 

※ 変化率は変化後の値を変化前の値で除したもので，表中の()内の数値は Ks=K となる時の値である． 

 

表 4.7.1-2 各物性値の Biot 理論解への影響程度 

  透水係数 間隙率
固体の 

体積弾性率

飽和時の 

体積弾性率

飽和時の 

ポアソン比 

飽和時の   

せん断係数 

fbiot ○ ○ × × × × 

V0 × ○ ○ ○ ○ ○ 

V∞ × ○ ○ ○ ○ ○ 

V∞―V０ × ◎ ◎ ◎ ○ ○ 

 

4.7.2 BISQ 理論の感度分析 

BISQ理論の感度分析の結果を図 4.7.2-1，表 4.7.2-1と表 4.7.2-2に示す。分散周波数 fbisq，

弾性波速度 V0，V∞，速度変化量 V∞―V０に与える影響について，◎は影響が大きい，○は

影響がある，そして×は影響がないことを示している。これらの結果，BISQ 理論において

は，次のことが判明した。 

・ 分散周波数に影響を与える物性値は透水係数，間隙率と Squirt length であり，特に

Squirt length は大きな影響を与える。 
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・ 弾性波速度 V∞に影響を与える物性値は，間隙率，ポアソン比とせん断弾性係数である。 

・ 弾性波速度 V0 に影響を与える物性値は，透水係数と Squirt length 以外の物性値であ

る。 

・ 速度変化に影響を与える物性値についても，透水係数と Squirt length 以外の物性値で

あるが，特に固体の体積弾性率と飽和時の体積弾性率は大きな影響を与える。 

・ 透水係数と Squirt length は，分散周波数のみに影響を与える。 
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図  4.7.2-1 BISQ 理論に対する感度分析結果 
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表 4.7.2-1 BISQ 理論における各物性値の影響 

変化前 
  

変化後 

特性周波数 

[Hz] 

弾性波速度 

下限[m/s] 

弾性波速度 

上限[m/s] 

弾性波速度 

変化量[m/s]

1.00E-12 3.90E+02 3329.7 3333.7 4 
k [m/s] 

3.28E-08 1.28E+07 3328.6 3333 4.4 透水係数 

変化率 3.28E+04 3.28E+04 1 1 1 

0.1 5.85E+04 3369.4 3376.8 7.4 
φ[m/s] 

0.2 2.92E+04 3289.2 3293 3.8 間隙率 

変化率 2 0.5 0.98 0.98 0.51 

0.2 3.90E+04 2611.2 2617.6 6.4 
ν[－] 

0.22 3.90E+04 3174.4 3179.7 5.3 
飽和時の   

ポアソン比 
変化率 1.1 1 1.22 1.21 0.83 

9.00E+09 3.90E+04 3328.6 3352.2 23.6 

(1.0E+10) (3.90E+04) (3328.6) (3328.6) (0.00) 
Ks   

[N/m2] 
1.10E+10 3.90E+04 3328.6 3338.3 51.7 

固体の 

体積弾性率 

変化率 1.22 1 1 1(0.995) 2.19 

9.00E+09 3.90E+04 3328.6 3340.3 11.7 

(1.0E+10) (3.90E+04) (3328.6) (3328.6) (0.00) 
K   

[N/m2] 
1.10E+10 3.90E+04 3328.6 3345.9 59.3 

飽和時の 

体積弾性率 

変化率 1.22 1 1 1(1.001) 5.07 

5.00E+09 3.90E+05 3230.6 3236 5.4 G   

[N/m2] 5.03E+09 3.90E+05 3240.3 3245.6 5.3 
飽和時の 

せん断係数 
変化率 1.01 1 1(1.003) 1(1.002) 0.98 

1.00E-05 2.44E+06 3328.6 3333.9 5.3 
L[m] 

3.20E-04 2.38E+03 3328.6 3333.9 5.3 Squirt length 

変化率 3.20E+01 9.75E+02 1 1 1 

※ 変化率は変化後の値を変化前の値で除したもので，表中の()内の数値は Ks=K となる時の値である． 

 

表 4.7.2-2 各物性値の BISQ 理論解への影響程度 

  透水係数 間隙率 
固体の 

体積弾性率 

飽和時の   

体積弾性率 

飽和時の   

ポアソン比 

飽和時の   

せん断係数 

Squirt 

length

fbisq  ○ ○ × × × × ◎ 

V∞    × ○ × × ○ ○ × 

V0 × ○ ○ ○ ○ ○ × 

V∞―V０  × ○ ◎ ◎ ○ ○ × 

 

4.8 Biot 理論へのフィッティング 

 これまでの室内実験において確認された各岩種における弾性波速度の分散現象が，Biot 理論

により説明可能かどうか検証するために，室内実験の結果を用いて Biot 理論解を算出した。さ

らに，分散周波数から透水係数を算出した。この際，前記の感度分析の結果を考慮し，各物性

値を変化させることで，弾性波速度測定の結果に対して Biot 理論解より算出した Biot 理論曲
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線のフィッティングを行った。 

 

4.8.1 堆積岩の場合 

堆積岩を対象に，弾性波速度測定の結果に，Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果を

図 4.8.1-1 に示す。 

本図のうち多胡砂岩，硬質頁岩と軽石凝灰岩については，感度分析で対象とした物性値の

うちほぼ透水係数のみを変化させただけであったが，弾性波速度測定の結果に Biot 理論曲線

が比較的良くフィッティングしている。しかし，珪藻泥岩，泥岩と緑色凝灰岩については，

感度分析の結果を考慮したが，結果的には弾性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッテ

ィングさせることができなかった。特に，珪藻泥岩については，明らかに他岩種の Biot 理論

曲線と傾向が異なった。 
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(3)泥岩                  (4)珪藻泥岩 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：Biot 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：Biot 理論 

○：測定結果 
－：Biot 理論 
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(5)緑色凝灰岩                (6)硬質頁岩 
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(7)軽石凝灰岩１               (8)軽石凝灰岩２ 
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(9)軽石凝灰岩３    

図 4.8.1-1 弾性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果 

（堆積岩の場合） 

 

4.8.2 結晶質岩の場合 

結晶質岩を対象に，弾性波速度測定の結果に，Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：Biot 理論 



 80 

を図 4.8.2-1 に示す。 

本図に示すとおり，いずれの場合においても，感度分析結果を考慮したが，結果的には弾

性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッティングさせることができなかった。 
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      (1)大島花崗岩                (2)稲田花崗岩２（0℃） 
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(3)稲田花崗岩２（300℃）           (4)稲田花崗岩２（600℃） 

図 4.8.2-1 弾性波速度測定の結果に Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果 

(結晶質岩の場合) 

 

4.8.3 Biot 理論へのフィッティング結果の検討 

(1) Biot 理論の適用性の確認 

 各弾性波速度測定の結果にBiot理論曲線をフィッティングさせた結果の一覧を表 4.8.3-1に

示す。本表より，Biot 理論の適用性は，次のとおり推定できる。 

・ 堆積岩のうち，多胡砂岩，軽石凝灰岩と硬質頁岩については，Biot 理論を適用できる

可能性がある。 

・ 上記以外の堆積岩については，Biot 理論を適用できないと考えられる。 

○：測定結果 
△：分散周波数 
－：Biot 理論 
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・ 結晶質岩については，Biot 理論を適用できないと考えられる。 

 

表 4.8.3-1 Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果の一覧 

岩種 岩石名 岩石サンプル名 
Biot 理論をフィッティング

した結果 
備 考 

多胡砂岩１ ○ 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ ○ 

泥岩 泥岩 × 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 × 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × 

軽石凝灰岩１ ○ 

軽石凝灰岩２ ○ 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ ○ 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 

大島花崗岩 大島花崗岩 × 

花崗岩 破砕部含む花崗岩  

稲田花崗岩１（温度）  

稲田花崗岩２（0℃） × 

稲田花崗岩２（300℃） × 

結
晶
質
岩 稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（600℃） × 

○：比較的良くフィッティングし

ている場合 

×：うまくフィッティングさせる

ことができなかった場合 

(空欄)：フィッティング未実施 

 

(2) Biot 理論の適用性の検証 

ここでは，上記より Biot 理論を適用できる可能性のある多胡砂岩，軽石凝灰岩と硬質頁岩に

対して，その適用性を検証した。検証の結果を図 4.8.3-1 に示す。本図のうち，(1)の透水係数

(Biot 理論より算出)と間隙率（室内試験）の関係を見ると，線形近似した場合，正の相関性が

あるうえ，相関係数 R2 は 0.9 であり，それらの相関性が高いと言える。この正の相関性は，

Biot 理論（透水係数は間隙率に比例）と整合的である。一方，(2)の室内試験より取得した透水

係数と Biot 理論より算出した透水係数の関係を求めると，相関係数 R2 が 0.35 程度と(1)の間

隙率との関係に比べ低かった。また，表 4.8.3-2 に示すとおり透水係数を比較すると，多胡砂

岩１と硬質頁岩の場合を除き，Biot 理論より算出した透水係数は，室内試験より得た透水係数

に比べ，大きく（2～4 桁オーダーで）異なり，透水係数の算出精度は低いと言える。 
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(1)透水係数と間隙率の関係           (2)透水係数の関係 

図 4.8.3-1 Biot 理論の適用性の検証（堆積岩の場合） 

 

表 4.8.3-2  透水係数の比較（堆積岩の場合） 

透水係数(cm/s) 

岩種 岩石名 岩石サンプル名 Biot 理論より算出し

た結果(A) 
室内試験の結果(B) B/A 

多胡砂岩１ 2.04×10-7 2.61×10-6 12.8 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ 5.61×10-5 2.61×10-6 0.047 

泥岩 泥岩 （フィッティングさせることができなかった） 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 （フィッティングさせることができなかった） 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 （フィッティングさせることができなかった） 

軽石凝灰岩１ 5.61×10-4 1.16×10-5 0.021 

軽石凝灰岩２ 6.44×10-4 7.44×10-6 0.012 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ 6.83×10-4 3.83×10-6 0.005 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 1.00×10-4 1.00×10-5 0.100 

 

4.9  BISQ 理論へのフィッティング 

4.9.1 パラメータ L について 

BISQ 理論によると，透水係数 k は，次式のとおり表示される。 

fK
Lfk

22 μφπ
=  

 ここに， f ：分散周波数， μ ：流体の粘性係数，φ：間隙率 

     L ：Squirt length， fK ：流体の体積弾性率 

 ここで，パラメータ L は Squirt length であり，弾性波速度測定の結果に対して BISQ 理論

曲線のフィッティングを行うためには，このパラメータ L を決定する必要がある。パラメータ
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L は，室内実験等より直接的に求められるパラメータではなく，Dvorkin & Nur(1993)では，

Squirt Flow（波の伝播方向に対して直交する方向の水の流れ）を，弾性波の伝播方向に対して

直交する方向における間隙の平均的な広がりと考えている。この考えにより，パラメータ Lの

値は，構成する岩石の粒径や細孔半径等に関係すると推定できる。例えば，Yamamoto(2003)

によると，パラメータ L の値を粒径の 2 倍程度として扱っている。また，花崗岩のような結晶

質岩の透水性は，岩石の粒径よりも亀裂の大きさに支配されるため，結晶質岩のパラメータ L

は，亀裂の大きさに関する物性に関係するとも考えられる。このように，岩種毎にパラメータ L

が異なる可能性が高く，各岩種に対して決定していく必要があった。このため，ここでは，こ

れらを考慮し，岩種毎にパラメータ Lを設定した。 

 

4.9.2 結晶質岩の場合 

(1) 稲田花崗岩１の場合 

稲田花崗岩１については，BISQ 理論の感度分析を考慮し，透水係数と間隙率（いずれも

室内試験の結果）を定数，パラメータ L を変数として弾性波速度測定結果に対して BISQ 理

論解をフィッティングさせた。BISQ 理論解をフィッティングさせた結果とそのときのパラ

メータ L の結果を図 4.9.2-1 に示す。本図より，稲田花崗岩１の弾性波速度測定の結果に

BISQ 理論曲線が比較的良くフィッティングしている。また，室内試験で得られた透水係数

と BISQ 理論より得たパラメータ L の関係を図 4.9.2-2 に示す。本図より，透水係数とパラ

メータ L の相関性は高く，その相関は，BISQ 理論による式（透水係数がパラメータ L の 2

乗に比例する関係）に近い近似式で表現できることがわかる。さらに，履歴温度とパラメー

タ L の関係を図 4.9.2-3 に示す。本図のうち(1)は本試験で得た結果，(2)は高橋ほか（1995）

から引用した結果であり，亀裂の平均開口幅との関係である。両関係ともに温度が上昇する

にしたがい，パラメータ L は，亀裂の平均開口幅の場合と同様に，履歴温度とともに指数関

数的に増加する傾向が確認できる。このことから，前記のとおり，パラメータ L は亀裂の大

きさに関する物性に関係することと整合的である。 

これらのことから，稲田花崗岩１の場合に対して算定したパラメータ L は妥当な値である

と判断し，他の岩種についてもこの結果を適用した。ただし，この際のパラメータ L は，図 

4.9.2-3 に示すパラメータ L と履歴温度の関係（近似曲線）を使って，履歴温度 0℃の場合を

推定したパラメータ L の値（L =5.81×10－6(m)）とした（以下，パラメータ L の値を「稲田

花崗岩１より推定した値」と称す）。 
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(1)稲田花崗岩１(100℃)             (2)稲田花崗岩１(150℃) 
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(3)稲田花崗岩１(250℃)             (4)稲田花崗岩１(300℃) 

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（m

/
s）

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（m

/
s）

   
10

3
10

4
10

5
10

6
10

73600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（m

/s
）

10
3

10
4

10
5

10
6

10
73600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（m

/s
）

 
(5)稲田花崗岩１(400℃)             (6)稲田花崗岩１(500℃) 

図 4.9.2-1  弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（稲田花崗岩１の場合） 

L=7.50×10－6(m) L=1.00×10－5(m) 

L=3.00×10－5(m) L=5.00×10－5(m) 

L=1.30×10－4(m) L=2.00×10－4(m) 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 
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図 4.9.2-2 透水係数（室内試験）と BISQ 理論より求めたパラメータ L の関係 

（稲田花崗岩１の場合） 

0.0E+00

5.0E-05

1.0E-04

1.5E-04

2.0E-04

2.5E-04

3.0E-04

0 100 200 300 400 500 600 700

履歴温度　（℃）

算
出

し
た

パ
ラ

メ
ー

タ
L
　

(m
)

   

0 100 200 300 500 600 700400
0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

Peak Temperature (℃)

A
v
e
r
a
g
e

C
r
a
c
k

W
i
d
t
h

(
μ
m
)

 

(1)履歴温度とパラメータ L の関係        (2)履歴温度と平均開口幅の関係 

図 4.9.2-3 履歴温度との関係 

 

(2) 稲田花崗岩１以外の結晶質岩の場合 

稲田花崗岩１以外の結晶質岩の場合について，弾性波速度測定の結果に対して，BISQ 理論

解をフィッティングする際に使用したパラメータ L の一覧を表 4.9.2-1 に示す。本表に示すと

おり，大島花崗岩については 2 種類，破砕部含む花崗岩については 1 種類，稲田花崗岩２（温

度）については 4 種類のパラメータを設定した。設定したパラメータのうち，開口幅について

は，結晶質岩のような亀裂性の岩石においては，岩石中のマイクロクラックが間隙流体の移動

を支配する要因であるという考えのもと，次の 3 つの場合を想定し，設定したものである。 

① 平均開口幅：流体の移動に対して岩石内に存在するマイクロクラックのすべてが等しく影

響する場合 

近似曲線 

L =5.81×10－6(m) 
(at 0℃) 
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② 大開口幅：マイクロクラックのうち， 大の開口幅を有するものが も影響を及ぼす場合 

③ 頻度開口幅：マイクロクラックのうち， も頻度の高い開口幅が も影響を及ぼす場合 

 

表 4.9.2-1 使用したパラメータ L（稲田花崗岩以外の結晶質岩の場合） 
物性値(m) 岩石サンプル名 

パラメータ１ パラメータ２ パラメータ３ パラメータ４ 

大島花崗岩 稲田花崗岩１より

推定した値 

(5.81×10-6) 

平均空隙径 

(1.80×10-7) 

  

破砕部含む花崗

岩のうち基岩部 

稲田花崗岩１より

推定した値の平均

値（7×10－5） 

   

破砕部含む花崗

岩のうち破砕部 

平均粒径 

(1.00×10－3) 

   

稲 田 花 崗 岩 ２

（0℃） 

平均粒径 

(1.00×10－3) 

平均開口幅 

（6.70×10－6） 

最大開口幅 

(5.39×10－5) 

最頻度開口幅 

(1.10×10－7) 

稲 田 花 崗 岩 ２

（300℃） 

平均粒径 

(1.00×10－3) 

平均開口幅 

（2.20×10－6） 

最大開口幅 

(5.38×10－5) 

最頻度開口幅 

(4.07×10－7) 

稲 田 花 崗 岩 ２

（600℃） 

平均粒径 

(1.00×10－3) 

平均開口幅 

（1.52×10－5） 

最大開口幅 

(5.38×10－5) 

最頻度開口幅 

(1.98×10－5) 

 

これらのパラメータ L を使って，弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果

を図 4.9.2-4～図 4.9.2-8 に示す。これらの図を見ると，すべての岩種の弾性波速度測定の結果

に BISQ 理論曲線が比較的良くフィッティングしているように見える。  
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(1)L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2)L＝平均空隙径の場合 

図 4.9.2-4 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（大島花崗岩の場合） 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

L=5.81×10－6(m) L=1.80×10－7(m) 
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図 4.9.2-5 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（破砕部含む花崗岩の場合） 
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(1)L=平均開口幅の場合           (2)L= 大開口幅の場合 
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(3)L= 頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 

図 4.9.2-6 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（稲田花崗岩２（0℃）の場合） 

○：測定結果 
×：特性周波数 
－：BISQ 理論 

基岩部（L=7×10－5(m)） 

破砕部垂直方向 

破砕部(L=1×10－3(m)) 



 88 

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

10
10

4900

5000

5100

5200

5300

5400

5500

5600

5700

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（
m

/
s）

a)

：測定結果
：BISQ理論解
：測定結果
：BISQ理論解

  
10

3
10

4
10

5
10

6
10

7
10

8
10

9
10

104900

5000

5100

5200

5300

5400

5500

5600

5700

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（
m

/
s）

b)

：測定結果
：BISQ理論解
：測定結果
：BISQ理論解

 

(1)L=平均開口幅の場合           (2)L= 大開口幅の場合 

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

10
104900

5000

5100

5200

5300

5400

5500

5600

5700

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（
m

/
s）

c)

：測定結果
：BISQ理論解
：測定結果
：BISQ理論解

  
10

3
10

4
10

5
10

6
10

7
10

8
10

9
10

104900

5000

5100

5200

5300

5400

5500

5600

5700

周波数（Hz）

弾
性

波
速

度
（
m

/
s）

d)

：測定結果
：BISQ理論解
：測定結果
：BISQ理論解

 

(3)L= 頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 

図 4.9.2-7 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（稲田花崗岩２（300℃）の場合） 
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(3)L= 頻度開口幅の場合          (4)L=平均粒径の場合 

図 4.9.2-8 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果 

（稲田花崗岩２（600℃）の場合） 

 

4.9.3 堆積岩の場合 

堆積岩の場合について，弾性波速度測定の結果に対して，BISQ 理論解をフィッティング

する際に適用したパラメータ L は，次のとおり各岩石（ただし，珪藻泥岩を除く）に対して

稲田花崗岩１より推定した値にもう１種類のパラメータを設定した。これは，パラメータ L

と岩石の特性上，稲田花崗岩や大島花崗岩のような結晶質岩の場合には，パラメータ L は亀

裂の大きさに関する物性値と高い関係性があるが，堆積岩の場合には，パラメータ L は，構

成する岩石の粒径や空隙径などの物性値のに関係性が高いと考えたためであった。 

 

表 4.9.3-1 堆積岩の場合に適用したパラメータ L 
適用したパラメータ L 岩石名 

パラメータ１ パラメータ２ 
多胡砂岩 稲田花崗岩１より推定した値 

（L =5.81×10－6(m)） 
文献より引用した値 
（Dvorkin et. al.(1994)による値，L =2.50×
10－4(m)） 

珪藻泥岩 稲田花崗岩１より推定した値 
（L =5.81×10－6(m)） 

 

泥岩 稲田花崗岩１より推定した値 
（L =5.81×10－6(m)） 

（文献より引用した）粒径 
（L =1.00×10－5(m)） 

緑色凝灰岩 稲田花崗岩１より推定した値 
（L =5.81×10－6(m)） 

（文献より引用した）平均空隙径 
（L =1.40×10－6(m)） 

 

堆積岩を対象に，弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果を図 4.9.3-1

～図 4.9.3-4 に示す。本図より，珪藻泥岩以外の岩石の弾性波速度測定の結果に対しては，

BISQ 理論曲線が比較的良くフィッティングしている。 
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(1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合     (2) L＝Dvorkin による値の場合 

図 4.9.3-1 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（多胡砂岩１の場合） 
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 図 4.9.3-2 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（珪藻泥岩） 
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 (1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2) L＝粒径の場合 

図 4.9.3-3 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（泥岩の場合） 

 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

L=5.81×10－6(m) 

L=5.81×10－6(m) 

L=5.81×10－6(m) L=1.00×10－5(m) 

L=2.50×10－4(m) 
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 (1) L＝稲田花崗岩１より推定した場合       (2)L＝平均空隙径の場合 

図 4.9.3-4 弾性波速度測定に BISQ 理論をフィッティングさせた結果（緑色凝灰岩の場合） 

 

4.9.4 BISQ 理論へのフィッティング結果の検討 

 各弾性波速度測定の結果に BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果を表 4.9.4-1 に示す。

ここから，BISQ 理論の適用性は，次の通り推定できる。 

・ 堆積岩のうち，珪藻泥岩以外の岩種に対して，BISQ 理論を適用できる可能性を示して

いる。 

・ 結晶質岩については，すべてのサンプルに対して，BISQ 理論を適用できる可能性を示

している。 

 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

L=5.81×10－6(m) L=1.40×10－6(m) 
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表 4.9.4-1  BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果の一覧 
岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 BISQ 理論をフィッティングした結果 

多胡砂岩１ 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

○ 

（Dvorkin による

値の場合） 

○ 

 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ （フィッティング未実施） 

泥岩 泥岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

○ 

（粒径の場合）

 

○ 

 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

× 

 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

○ 

（平均空隙径の

場合） 

○ 

 

軽石凝灰岩１ （フィッティング未実施） 

軽石凝灰岩２ （フィッティング未実施） 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ （フィッティング未実施） 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 （フィッティング未実施） 

大島花崗岩 大島花崗岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

○ 

（平均空隙径の

場合） 

○ 

 

破砕部含む花崗岩の

うち基岩部 

（稲田花崗岩１より

推定した値の平均

値の場合） 

○ 

 

花崗岩 

破砕部含む花崗岩の

うち破砕部 

（平均粒径） 

○ 
 

稲田花崗岩１（温度） 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

○ 

 

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（温度） 
（平均開口幅） 

○ 

（最大開口幅）

○ 

(最頻度開口幅） 

○ 

（平均粒径）

○ 

備考） （ ）内：設定したパラメータ L 

○：比較的良くフィッティングできた場合 

×：フィッティングさせることができなかった場合 

 

4.10 Biot 理論，BISQ 理論の適用性評価 

4.10.1 Biot 理論 

 前記において Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果をまとめて，表 

4.10.1-1 に示す。本表より，フィッティングの結果は，次の 3 タイプに分別することができる。 

タイプ１：Biot 理論を比較的うまくフィッティングさせることができ，室内試験より得た透

水係数と比較してもその差が小さい場合，すなわち，Biot 理論を適用できる可能性

が高い場合（硬質頁岩の場合） 
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タイプ２：Biot 理論を比較的うまくフィッティングさせることができたが，室内試験より得

た透水係数と比較すると，その差が大きい場合，すなわち，Biot 理論を適用できる

可能性がある場合（多胡砂岩と軽石凝灰岩の場合） 

タイプ３：Biot 理論をうまくフィッティングさせることができなかった，すなわち，Biot

理論を適用できない可能性が高い場合（泥岩，珪藻泥岩，緑色凝灰岩と結晶質岩の

場合） 

これらのうち，タイプ２と３の原因としては，岩石自体の透水係数（透水性）と間隙率の大

きさが関係していると推定している。その詳細は，次のとおりである。 

 

(1) 透水性 

 透水性に関して，Biot 理論をフィッティングさせた結果と室内試験より得た透水係数を比較

すると，表 4.10.1-2 のとおりとなる。 

本表のうち，堆積岩について見てみると，透水係数が 10－6(cm/s)より大きい場合（比較的透

水性が良い場合），Biot 理論を比較的良くフィッティングさせることができたと考えられる。

これは，これまでの既存研究で Biot 理論の適用が確認されている砂地盤や土槽といった透水性

が良い場合と整合的である。このため，堆積岩に Biot 理論を適用する場合には，岩石の透水性

が 1 つの適用限界になると考えられる。 

一方，結晶質岩について見てみると，堆積岩の場合と異なり，透水係数の大小に関わらず Biot

理論をうまくフィッティングさせることができなかった。このため堆積岩の場合とは別の事由

が考えられる。Biot 理論において，周波数による弾性波速度の変化の要因は間隙流体の挙動が

弾性波の周波数により変化することである。図 4.10.1-1 に概念を示すとおり，粘性力と慣性力

の相対的な大小関係により弾性波の周波数が低い場合には，固体と流体が一体となって動き，

全体が固体-流体の混合物としての挙動を示す。また周波数が高い場合には，流体が固体骨格内

に閉じ込められ，全体として間隙が流体により充填された固体骨格としての挙動を示す。その

結果，高周波領域においては間隙に充填された流体が固体骨格全体の弾性率を増加させるよう

に働き，弾性波速度が増加する。つまり，高周波領域における弾性波速度の変化量は，流体の

持つ弾性率およびその量によって決まると考えられる。前記の感度分析の結果より，Biot 理論

における弾性波速度の変化量は間隙率に影響を受けることが分かっているが，これは間隙流体

の量が変化することを反映していると言える。また，Biot モデルにおいては，岩石中に存在す

る間隙は方向性を持たず，ランダムに分布しており，マクロに見て等方であると仮定している
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（図 4.10.1-2 参考）。よって，弾性波の透過方向に対して垂直な方向へは間隙流体圧の勾配が

生じず，流体の動きが弾性波の透過方向のみに限定される。結晶質岩のように間隙率が小さく，

間隙同士の連結性が悪い岩石においては，弾性波の透過方向に対して垂直な方向へ間隙流体圧

の勾配が生じるため，その方向への流体の動きを無視できなくなると考えられる。このように，

結晶質岩の場合には，Biot 理論で提唱されたモデルと結晶質岩自体の構造が合致しなかったた

めだと考えられる。 

 

 表 4.10.1-1 Biot 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果の一覧 

岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 

Biot 理論をフィッ

ティングした結果

間隙率との 

相関性 

透水係数の比較

結果 

多胡砂岩１ ○ 高い 差が小さい 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ ○ 高い 差が大きい 

泥岩 泥岩 × － － 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 × － － 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × － － 

軽石凝灰岩１ ○ 高い 差が大きい 

軽石凝灰岩２ ○ 高い 差が大きい 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ ○ 高い 差が大きい 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 高い 差が小さい 

大島花崗岩 大島花崗岩 × － － 

花崗岩 破砕部含む花崗岩 （フィッティング未実施） 

稲田花崗岩１（温度） （フィッティング未実施） 

稲田花崗岩２（0℃） × － － 

稲田花崗岩２（300℃） × － － 

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（600℃） × － － 

備 考 
Biot 理論をフィッティングした結果について）○：比較的良くフィッティングしている場合 

×：フィッティングできなかった場合 
透水係数の比較結果について）差が小さい：室内試験の結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
              差が大きい：室内試験の結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
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表 4.10.1-2 Biot 理論をフィッティングした結果と室内試験より得た透水係数の比較 

岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 

Biot 理論をフィッ

ティングした結果

透水係数(cm/s) 

（室内試験の結果） 

多胡砂岩１ ○ 2.61×10-6 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ ○ 2.61×10-6 

泥岩 泥岩 × 5.91×10-9 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 × 3.63×10- 7 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 × 2.69×10-9 

軽石凝灰岩１ ○ 1.16×10-5 

軽石凝灰岩２ ○ 7.44×10-6 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ ○ 3.83×10-6 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 ○ 1×10-5 

大島花崗岩 大島花崗岩 × 2.19×10-10 

花崗岩 破砕部含む花崗岩 （フィッティング未実施） 

稲田花崗岩１（温度） （フィッティング未実施） 

稲田花崗岩２（0℃） × 1.10×10-9 

稲田花崗岩２（300℃） × 2.25×10-8 

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 

稲田花崗岩２（600℃） × 3.35×10-5 

○：比較的良くフィッティングしている場合 

×：フィッティングできなかった場合 

 

 

図 4.10.1-1 固体と流体の運動の概念 

 



 96 

 

図 4.10.1-2 Biot 理論の概念 

 

(2) 間隙率 

堆積岩について見てみると，タイプ３のように，Biot 理論を比較的良くフィッティングさせ

ることができた岩石サンプルでも，軽石凝灰岩のように，室内試験の結果と Bito 理論より求め

た結果が大きく異なったことも確認された。これは，対象とする間隙が異なることが考えられ

る。Biot 理論より求められる透水係数は，岩石内の全ての間隙（ミクロな構造）を対象とした

透水係数である。一方，室内試験より得た透水係数は，試料の下端から上端に通水した時に得

られる値であり，この際，試料内の全ての間隙に通水されるわけではなく，一部の間隙には通

水されない部分もある。貯留にしか関係しない間隙がこの一部の間隙に相当すると考えられる。

このように，Biot 理論と室内透水試験では，対象とする間隙が異なるため，全ての間隙を対象

としている Biot 理論より求められた透水係数の方が大きかった（透水性が良かった）と考えら

れる。透水係数の差が大きかった岩石サンプルの場合には，通水されない間隙（貯留にしか関

係しない間隙）の割合が大きかったと考えられる。 

さらに，間隙率については，Biot 理論における間隙率の変化を示す次式で表される係数 Q が，

間隙率が非常に大きい場合に，負の値になることがわかっている。 

 Q
dPded +=αφ  

  ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
−−=

+−
−

−
=

sss K
K

KKKQ
φφαα 11111  

 本実験では，珪藻泥岩がこの場合にあてはまり，間隙率が仮に測定値の 0.758 から 0.700 に

変えると，図 4.10.1-3(2)のように，理論解を得ることができる。 
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 このように，間隙または間隙率が Biot 理論の適用限界の１つであると考えられる。 
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(1)間隙率 0.758（室内試験の結果）を使用した場合       (2)間隙率を 0.700 と仮定した場合 

図 4.10.1-3 Biot 理論をフィッティングさせた結果（珪藻泥岩の場合） 

 

4.10.2 BISQ 理論 

(1) パラメータ L の検討 

ここでは，BISQ 理論を適用できる可能性のある珪藻泥岩以外の岩種に対して，フィッティ

ングの結果を踏まえて，その適用性の評価にあたり，透水性に関連するパラメータ L の検討を

行った。 

まず，間隙率（室内試験）と BISQ 理論より算定した透水係数の関係を図 4.10.2-1 と図 

4.10.2-2 に示す。堆積岩については，パラメータ L が稲田花崗岩１より推定した場合とそれ以

外の場合に分けて関係を求めた。しかし，図 4.10.2-1 を見ると，いずれの場合も BISQ 理論と

整合する結果（透水係数が間隙率に比例する関係）ではなかった。堆積岩全体で見ても，BISQ

理論と整合する結果ではなかった。また，結晶質岩については，稲田花崗岩１，稲田花崗岩２

（設定したパラメータ L ごと）と結晶質岩全体に分けて関係を求めた。その結果，図 4.10.2-2

を見ると，次のことがわかる。 

・ 稲田花崗岩１の場合，間隙率と透水係数の関係は線形近似でき，その相関性も高い。

これにより，BISQ 理論と整合する結果であったと判断できる。 

・ 稲田花崗岩２の場合，設定したパラメータ L ごとに見てみると，間隙率と透水係数の

関係は線形近似でき，その相関性も高い。ただし，実験値が 3 点のみであり，BISQ 理

論と整合すると判断するためには，さらなる実験値の追加が必要である。 

・ 結晶質岩全体の場合，間隙率と透水係数の相関性が低く，BISQ 理論と整合するとは言

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：Biot 理論 

○：測定結果 
 
－：Biot 理論 
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えない。 

 

L=稲田花崗岩１より推定した場合

0.0E+00

5.0E-10

1.0E-09

1.5E-09

2.0E-09

2.5E-09

3.0E-09

3.5E-09

4.0E-09

4.5E-09

5.0E-09

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

間隙率　φ　(％）

透
水

係
数

（Ｂ
ＩＳ

Ｑ
理

論
）　

(c
m

/s
)
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図 4.10.2-1 間隙率と透水係数の関係（堆積岩の場合） 
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(1)稲田花崗岩１の場合       (2)稲田花崗岩２(L =平均開口幅)   (3)稲田花崗岩２(L = 大開口幅) 
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(4)稲田花崗岩２(L = 頻度開口幅)    (5)稲田花崗岩２(L =平均粒径)         (6)結晶質岩の全データ 

図 4.10.2-2 間隙率と透水係数の関係（結晶質岩の場合） 

 

 次に，パラメータ L と BISQ 理論より算出した透水係数の関係を図 4.10.2-3 と図 4.10.2-4

に示す。堆積岩については，間隙率との場合と同様，パラメータ L が稲田花崗岩１より推定し

た場合とそれ以外の場合に分けて関係を求めた。図 4.10.2-3 を見ると，次のことがわかる。 

・ パラメータ L が稲田花崗岩１より推定した場合は，パラメータ L は同値であるが，間

隙率が異なる。 

(2) パラメータLが稲田花崗岩１

より推定した場合以外の場合 
(1) パラメータLが稲田花崗岩１

より推定した場合 
(3) 堆積岩の全データ 
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・ パラメータ L が稲田花崗岩１より推定した場合以外の場合と堆積岩の全データでは，

パラメータ L と透水係数の関係は，相関係数 R2=1 のため，完全な線形関係にある。た

だし，これはおよそ 2.0×10－6(cm/s)の透水係数の値による影響が大きく，相関グラフ

から（図 4.10.2-3(4)参照），完全な線形関係ではないことがわかる。 

・ 以上より，堆積岩の場合について，BISQ 理論（透水係数はパラメータ L2 に比例する

関係）と整合したものと判断できなかった。 

 同様に，結晶質岩について，図 4.10.2-4 を見ると，次のことがわかる。 

・ 稲田花崗岩１，稲田花崗岩２（L＝平均開口幅）と稲田花崗岩２（L＝ 頻度開口幅）

の場合は，パラメータ L2 と透水係数は線形関係（正の相関）にあり，その相関性も高

い。このため，これらの場合については，BISQ 理論と整合的であると判断できる。 

・ 稲田花崗岩２（L＝ 大開口幅）の場合は，パラメータ L2と透水係数は線形関係にある

が，負の相関である。これは，BISQ 理論と整合しない。 

・ 稲田花崗岩２（L＝平均粒径）の場合は，パラメータ L は同値であるが，間隙率が異な

る。 

・ 結晶質岩の全データの場合は，パラメータ L2 と透水係数は線形関係（正の相関）にあ

り，その相関性も比較的高い（相関係数がおよそ 0.5）。 
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図 4.10.2-3 パラメータ L と透水係数の関係（堆積岩の場合） 

 

(2) パラメータLが稲田花崗岩１

より推定した場合以外の場合 
(1) パラメータLが稲田花崗岩１

より推定した場合 

(3) 堆積岩の全データ (4) 堆積岩の全データ（一部拡大） 
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(1)稲田花崗岩１の場合       (2)稲田花崗岩２(L=平均開口幅)     (3)稲田花崗岩２(L = 大開口幅) 
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(4)稲田花崗岩２(L = 頻度開口幅)    (5)稲田花崗岩２(L =平均粒径)         (6)結晶質岩の全データ 

図 4.10.2-4 パラメータ L と透水係数の関係（結晶質岩の場合） 

 

さらに，BISQ 理論より算出した透水係数と室内試験より求めた透水係数を比較した結果を

表 4.10.2-1 と表 4.10.2-2 に示す。堆積岩の場合，表 4.10.2-1 を見ると，次のことがわかる。 

・ 同一の岩石でも設定したパラメータ L により得られた透水係数が異なる。 

・ 多胡砂岩１の場合，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，パラ

メータLがDvorkin et.al(1994)による値に設定した場合には透水係数がほぼ一致した。 

・ 泥岩の場合も，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なったが，多胡

砂岩１の場合に比べ，その差は小さく，透水係数はほぼ一致した。 

・ 緑色凝灰岩の場合も，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，泥

岩の場合に比べ，その差は大きかった。緑色凝灰岩の場合は，パラメータ L が平均空

隙径の場合に，透水係数がほぼ一致した。 

・ 堆積岩の場合，結晶質岩に比べ，パラメータ L は構成する岩石の粒径などの物性値に

大きく関係すると考えられた。このため，稲田花崗岩１より推定した場合のパラメー

タ L（亀裂に関する物性に大きく関係する値）を適用した場合に比べて，透水係数の精

度が高いと考えられた。しかし，本実験の堆積岩の全データを見ると，泥岩の場合の

ように，逆になる場合もあり，一概には言えなかった。 

 また，結晶質岩の場合，表 4.10.2-2 を見ると，次のことがわかる。ただし，稲田花崗岩１に
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ついては，BISQ 理論をフィッティングする際に室内試験より得た透水係数を「定数」として

算出したため，本表には記載していない。 

・ 大島花崗岩の場合，設定したパラメータ L により算出された透水係数が異なり，パラ

メータ L が稲田花崗岩１より推定した場合に透水係数がほぼ一致した。 

・ 破砕部含む花崗岩の場合，透水係数は 4 桁程度と大きく異なった。 

・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が平均開口幅の場合，稲田花崗岩２（0℃）の場合は透水

係数がほぼ一致したが，それ以外の場合は大きく異なった。 

・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が 大開口幅の場合，稲田花崗岩２（0℃）と稲田花崗岩

２（300℃）の場合は透水係数がほぼ一致したが，稲田花崗岩２（600℃）の場合は大

きく異なった。 

・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が 頻度開口幅の場合は，いずれの場合も透水係数は大

きく（4 または 5 桁オーダーで）異なった。 

・ 稲田花崗岩２でパラメータ L が平均粒径の場合，稲田花崗岩２（600℃）の場合は透水

係数がほぼ一致したが，それ以外の場合は大きく（4 桁オーダーで）異なった。 

・ 稲田花崗岩２全体で見ると，上記のような結果や図 4.10.2-5 の結果を考慮すると，ど

のパラメータ L が 適であったかは一概に決定できない。 

 

表 4.10.2-1 透水係数の比較結果（堆積岩の場合） 

透水係数(cm/s) 

岩石サンプル名 パラメータ L BISQ 理論より算

出した結果（Ａ）
室内試験の結果（Ｂ） 

B／A 

L＝稲田花崗岩１より推

定した場合 
2.09×10－9 2.61×10－6 1250 

多胡砂岩１ 

L＝Dvorkin による値 2.13×10－6 2.61×10－6 1 

L＝稲田花崗岩１より推

定した場合 
4.73×10－9 5.91×10－9 1 

泥岩 

L＝粒径の場合 1.48×10－9 5.91×10－9 4 

L＝稲田花崗岩１より推

定した場合 
8.07×10－11 2.69×10－9 33 

緑色凝灰岩 

L＝平均空隙径の場合 1.61×10－9 2.69×10－9 2 
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表 4.10.2-2 透水係数の比較結果（結晶質岩の場合） 
透水係数(cm/s) 

岩石サンプル名 パラメータ L BISQ 理論より算出した

結果（Ａ） 
室内試験の結果(B) 

B/A 

稲田花崗岩１より推定

した場合 
6.57×10－11 2.19×10－10 3 

大島花崗岩 

平均空隙径 5.48×10－14 2.19×10－10 4000 

破砕部含む花崗岩

のうち破砕部 
平均粒径 2.00×10－7 6.68×10－6 33 

0℃ 1.50×10-10 1.10×10- 9 7 

300℃ 2.25×10-11 2.25×10- 8 1000 平均開口幅 

600℃ 2.35×10- 9 3.35×10- 5 14255 

0℃ 1.10×10- 8 1.10×10- 9 0.1 

300℃ 1.25×10- 8 2.25×10- 8 1.8 最大開口幅 

600℃ 3.35×10- 8 3.35×10- 5 1000 

0℃ 4.10×10-14 1.10×10- 9 26829 

300℃ 7.25×10-13 2.25×10- 8 31034 最頻度開口幅 

600℃ 4.35×10- 9 3.35×10- 5 7701 

0℃ 3.10×10- 6 1.10×10- 9 0.0004 

300℃ 4.25×10- 6 2.25×10- 8 0.0053 

稲田花崗岩２ 

平均粒径 

600℃ 1.15×10- 5 3.35×10- 5 2.9 
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図 4.10.2-5 透水係数の相関性（稲田花崗岩２の場合） 

 

(2) 適用性評価 

 BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果をまとめたものを表 4.10.2-3

と表 4.10.2-4 に示す。 

 これらの表のうち，堆積岩の場合について見てみると，岩石毎にパラメータ L を設定するこ
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とにより，室内試験の結果と差が小さい透水係数が得られることがわかる。ただし，いずれの

場合も間隙率と透水係数の相関性は低く，パラメータ L と透水係数との相関性は本実験では判

断できなかった。このため，これらの点については，今後，サンプル数を増やす等により，確

認・検討することが望ましい。また，珪藻泥岩の場合には，Biot 理論の場合と同様，間隙率が

大きすぎたため，BISQ 理論がうまくフィッティングできなかったと推定した。そこで，Biot

理論の場合と同様，間隙率を室内試験の結果より小さい値（0.700）を使って BISQ 理論をフ

ィッティングすると，図 4.10.2-6(2)に示すとおり，理論解を得ることができる。このことから，

間隙率も BISQ 理論適用の限界を決める１つの要因になると推定される。 

  

表 4.10.2-3 BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果の一覧 

（堆積岩の場合） 
岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 BISQ 理論をフィッティングした結果 

多胡砂岩１ 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

間隙率：    × 

パラメータ L：△ 

透水係数：  × 

（Dvorkin による

値の場合） 

間隙率：    ×

パラメータ L：△

透水係数：  ○

 
多胡砂岩 

多胡砂岩２ （フィッティング未実施） 

泥岩 泥岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

間隙率：    × 

パラメータ L：△ 

透水係数：  ○ 

（粒径の場合） 

 

間隙率：    ×

パラメータ L：△

透水係数：  ○

 

珪藻泥岩 珪藻泥岩 （フィッティングできず） 

緑色凝灰岩 緑色凝灰岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

間隙率：    × 

パラメータ L：△ 

透水係数：  × 

（平均空隙径の

場合） 

間隙率：    ×

パラメータ L：△

透水係数：  ○

 

軽石凝灰岩１ （フィッティング未実施） 

軽石凝灰岩２ （フィッティング未実施） 軽石凝灰岩 

軽石凝灰岩３ （フィッティング未実施） 

堆
積
岩 

硬質頁岩 硬質頁岩 （フィッティング未実施） 

備 考 
間隙率について）×：間隙率と透水係数の相関性が低い場合 
パラメータ L について）△：今回の実験ではパラメータ L と透水係数の相関性が判断できなかった場合 
透水係数について）○：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
         ×：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
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表 4.10.2-4 BISQ 理論曲線をフィッティングさせた結果から検討した結果の一覧 

（結晶質岩の場合） 
岩

種 
岩石名 岩石サンプル名 BISQ 理論をフィッティングした結果 

大島花崗岩 大島花崗岩 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

間隙率：    △ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  ○ 

（平均空隙径の

場合） 

間隙率：    △

パラメータ L：△

透水係数：  ×

 

破 砕 部 含 む 花

崗岩のうち基岩

部 

（稲田花崗岩１より

推定した値の平均

値の場合） 

間隙率：   △ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  △ 

 

 

 

 

 

（室内透水試験を実施していないため） 
花崗岩 

破 砕 部 含 む 花

崗岩のうち破砕

部 

（平均粒径） 

間隙率：   △ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  × 

 

稲 田 花 崗 岩 １

（温度） 

(稲田花崗岩１より

推定した場合） 

間隙率：    ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  (○) 

 

 

（透水係数については，室内試験の結果を定数としてフィッ

ティングさせたため合致する。） 

稲 田 花 崗 岩 ２

（0℃） 

（平均開口幅） 

間隙率：    ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  ○ 

（最大開口幅） 

間隙率：   ○

パラメータ L：×

透水係数：  ○

(最頻度開口幅） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  × 

（平均粒径） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  × 

稲 田 花 崗 岩 ２

（300℃） 

（平均開口幅） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  × 

（最大開口幅） 

間隙率：   ○

パラメータ L：×

透水係数：  ○

(最頻度開口幅） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  × 

（平均粒径） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  × 

結
晶
質
岩 

稲田花崗岩 

稲 田 花 崗 岩 ２

（600℃） 

（平均開口幅） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  × 

（最大開口幅） 

間隙率：   ○

パラメータ L：×

透水係数：  ×

(最頻度開口幅） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：○ 

透水係数：  × 

（平均粒径） 

間隙率：   ○ 

パラメータ L：△ 

透水係数：  ○ 

備 考 
間隙率について）○：間隙率と透水係数の相関性が高い場合 

×：間隙率と透水係数の相関性が低い場合 
△：今回の実験では間隙率と透水係数の相関性が判断できなかった場合 

パラメータ L について）○：パラメータ L と透水係数の相関性が高い場合 
           ×：パラメータ L と透水係数の相関性が低い場合 

△：今回の実験ではパラメータ L と透水係数の相関性が判断できなかった場合 
透水係数について）○：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍以下の場合 
         ×：室内試験結果と比較し，その差が 10 倍より大きい場合 
         △：今回の実験では室内試験結果と比較できなかった場合 
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(1)間隙率 0.758（室内試験の結果）を使用した場合    (2)間隙率を 0.700 と仮定した場合 

図 4.10.2-6 BISQ 理論をフィッティングさせた結果（珪藻泥岩の場合） 

 

 一方，結晶質岩の場合について見てみると，破砕部を含む花崗岩の場合を除いて，岩石毎に

パラメータ L を設定することにより，室内試験の結果と差が小さい透水係数が得られることが

わかる。この際，稲田花崗岩２について見てみると，透水係数を比較して室内試験の結果と差

が小さかった結果を再記述すると次のとおりであった。 

・稲田花崗岩２（0℃）の場合：パラメータ L が平均開口幅または 大開口幅の場合 

・稲田花崗岩２（300℃）の場合：パラメータ L が 大開口幅の場合 

・稲田花崗岩２（600℃）の場合：パラメータ L が平均粒径の場合 

 既存文献によると，図 4.10.2-7 に示すような結果がある。 

まず，図 4.10.2-7 は，多孔質媒体の透水特性を解釈するための等価管路モデルの 1 つである

キャピラリーモデルに基づいた結果である。林・高橋（1999）は，キャピラリーモデルの透水

係数算定式から，透水係数はそれぞれの空隙寸法における φDi
2f(Di)/3（φ：空隙率，f(Di)：平行

板状空隙の開口幅の 1/2，Di：空隙寸法の容積頻度）の和として求めている。したがって，こ

の項は各寸法の空隙を流れる流量に対応するもので，同寸法の空隙が全体の透水係数に対して

寄与しており，これに基づき算出した本図によれば，ポロシメータによる Radius で表されて

いるマイクロクラックの開口幅が比較的大きい空隙は，全体の空隙容積量に対して非常に少な

いにもかかわらず，全体の透水係数に対する寄与度が非常に大きいと言える。すなわち，キャ

タピラーモデルによれば，花崗岩中のマイクロクラックを流れる流体の大部分は，容積で示せ

ば全体の空隙量のわずかとなる開口幅の比較的大きなマイクロクラックを流れているとしてい

る。 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 

L=5.81×10－6(m) 

○：測定結果 
▽：分散周波数 
－：BISQ 理論 
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 これを，稲田花崗岩２（0℃）と稲田花崗岩２（300℃）の場合に当てはめると，これらの場

合には，マイクロクラックのうち 大の開口幅を持つものが透水性に も影響を及ぼすと言え

る。よって，パラメータ L を 大開口幅と設定した場合に透水係数の差が小さかった理由はこ

れによるものと考えられる。 

 

図 4.10.2-7 細孔半径における空隙分布および透水に対する寄与度のヒストグラムの一例 

 

4.11 室内実験のまとめ 

ここでは，岩石の透水性と，周波数の違いによる弾性波速度の分散現象を確認するために，

岩石サンプルを用いて，室内試験を実施した。試験の目的は，弾性波速度分散が岩石の間隙率

や透水係数に依存して変化すること，そして，速度分散現象が Biot 理論，または BISQ 理論に

よるものか，周波数を変えて弾性波速度を計測し，周波数毎の速度プロットに両理論の速度分

散カーブフィッティングを行って，理論の適合性を評価することであった。 

まず，透水係数の違いと弾性波速度分散の確認では，花崗岩を加熱して温度履歴の違いから

間隙率を調整したサンプルを用いて，弾性波速度を測定した。その結果から，弾性波速度の分

散周波数は，間隙率が大きくなると分散周波数帯も低周波側にシフトすることが確認された。

同サンプルの透水計数と間隙率が比例することから，弾性波速度分散は透水係数に相関するこ

とが認められた。 

堆積岩においては，砂岩，硬質頁岩，軽石凝灰岩において Biot 理論による理論曲線が適合す

ることが確認された。花崗岩については，BISQ 理論が適合することが確認された。しかし，
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花崗岩の分散周波数レンジは，感度解析によって，透水係数と間隙率の他に，パラメータ L

（Squirt Length）が大きく関わっていることが確認され，BISQ 理論を適合させるには，岩石

パラメータとして，パラメータ L を設定することが必要であることが確認された。パラメータ

L は，稲田花崗岩の平均開口幅と相関することが考えられる。 

以上の結果から，一部の堆積岩および花崗岩において，間隙を水で満たした場合に，弾性波

速度は周波数の違いによって分散することが確認され，この分散特性と透水係数の関係から，

異なる周波数を用いた弾性波速度測定を実施すれば，弾性波による結果から透水係数を求める

ことが可能であることが示された。 

 

4.12 数値実験による透水場構築手法の検討 

4.12.1 概要 

室内試験では，複数の周波数による弾性波速度測定によって，岩石サンプルのスケールに

おける弾性波速度の周波数分散を確認した。この速度分散特性を原位置に適用すれば，室内

試験と同様の手法により，分散曲線をフィッティングさせて，分散周波数を特定できるが，

現実には，岩盤中の弾性波の伝搬特性，特に高周波の波動の減衰が著しく大きいこと，計測

装置の周波数帯の限界さらに計測時間などから，室内試験と同等の周波数帯を用いた測定は

難しい。そのため，原位置における汎用的な技術として，速度分散現象を利用した現実的な

透水場構築方法の検討を行った。ここでは仮想透水場を作成し，数値実験によって仮想透水

場に対して本手法を適用し，得られた透水場の推定結果と仮想透水場との比較を行い，手法

の適用性を検討した結果を記す。 

 

数値実験における手順は，以下の通りである。 

① 仮想透水場を作成 

弾性波速度分布と（平均透水係数別 3 種類）の分散特性を仮定 

② 模擬計測による原位置透水試験を実施 

模擬計測による複数周波数による弾性波速度分布の計測 

③ 複数周波数の弾性波速度の組み合わせによる速度差を計算 

④ 透水試験位置における弾性波速度分布と透水係数の相関性を評価 

⑤ 相関性を用いた透水場の構築 

⑥ 構築した透水場と仮想透水場の比較・検討 
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⑦ 数値実験による本手法の評価 

検討する弾性波速度の分散特性を表す曲線として，図 4.12.1-1 のような例を挙げることが

できる。図 4.12.1-1(a)，(b)，(c)は，室内試験による履歴温度実験で得られた知見から推測

した弾性波速度の分散特性である。ここでは，透水係数が大きい部分では弾性波速度が低く，

かつ分散周波数は低くなるという現象を想定している。また図 4.12.1-1(d)，(e)は，透水係

数が大きくなると，分散周波数は低くなるが，明確にその違いが分からない場合を想定して

いる。透水係数が変化することは，水の通りやすさが変化することなので，間隙率が変化す

ると考えられる。これに連動して弾性定数，せん断係数なども変化すると考えられるので，

それらのパラメータを考慮して分散曲線を描いた。 

(a)

(b)

(c)

(d)

(e)

(a)(a)

(b)(b)

(c)(c)

(d)(d)

(e)(e)

 

図 4.12.1-1 弾性波速度の分散特性を表す曲線の例 
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破砕帯を含む花崗岩のコアサンプル実験結果では，図 4.12.1-1 (d)に似た曲線の形状が得

られている。更に，図 4.12.1-1(b)，(c)，(e)に共通する特徴として弾性波速度の下限が等し

く な る こ と が 挙 げ ら れ る 。 し か し ， BISQ 理 論 に よ る と ， P 波 速 度 (m/s) ：

fs
p

MV
φρρφ +−

=
)1(0 となり，速度の下限値は，間隙率φや岩盤の弾性係数 M(N/m2)など

により決定される。ここで，岩盤が水で飽和している場合には，岩盤の弾性係数 M(N/m2)

は近似的に間隙率φによって変化すると考えられる。したがって，速度の下限値は間隙率φ

によって影響を受けることになる。 

透水性が異なる岩盤においては，間隙率φが変化すると考えられることから，弾性波速度

の下限値が等しくなるという現象は理論的にも考え難い。また，図 4.12.1-1(a)，(d)を検討

すれば，同じような速度分散特性を表す曲線のパターンにも適用可能であると考えられる。

図 4.12.1-1(a)，(d)は，透水係数が大きいところは，低い周波数帯域で分散し，全体として

弾性波速度値が小さいことを示している。逆に透水係数が小さいところは，高い周波数で分

散し，全体として弾性波速度値は大きい。(a)と(d)の違いは，透水係数の大小に対して，弾性

波速度値の分布の違いが大きいか，または小さいかである。数値実験では図 4.12.1-1(a)，(d)

について検討を行った。 

 

4.12.2 数値実験 1 

ここでは，前述した手順に沿って，図 4.12.1-1 (a)のモデルに関して数値実験を行った。 

仮想透水場は，マトリックス部，やや高透水なゾーン，破砕帯の三種類に分類し各ゾーン

の要素単位の透水係数が対数正規分布を有し，さらにゾーン内で任意に分布していることを

仮定して設定した。ここでは，対数透水係数の平均値が，10-9m/s，10-10m/s，10-11m/s の 3

種類を設定し，分散値 0.1 の対数正規分布を発生させた。以下の図 4.12.2-1 に仮想透水場の

対数透水係数分布を，また，図 4.12.2-2 に各透水係数の領域から得られる弾性波速度の分散

特性を示す。 
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No.1 No.2 No.3 No.4

No.5 No.6 No.7 No.8

No.1 No.2 No.3 No.4

No.5 No.6 No.7 No.8

 
図 4.12.2-1 数値実験１で設定した仮想透水場 

周波数(Hz)

弾
性

波
速

度
(m

/s
)

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

3600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

5600

K=10-9 (m/s)

K=10-10 (m/s)

K=10-11(m/s)

A B C10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

3600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

5600

K=10-9 (m/s)

K=10-10 (m/s)

K=10-11(m/s)

A B C
周波数(Hz)

弾
性

波
速

度
(m

/s
)

10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

3600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

5600

K=10-9 (m/s)

K=10-10 (m/s)

K=10-11(m/s)

A B C10
3

10
4

10
5

10
6

10
7

10
8

10
9

3600

3800

4000

4200

4400

4600

4800

5000

5200

5400

5600

K=10-9 (m/s)

K=10-10 (m/s)

K=10-11(m/s)

A B C

 
図 4.12.2-2 (a)の弾性波速度と分散特性 

仮想透水場に対して，原位置での透水試験を行ったものと想定し，図 4.12.2-1 の No.1 から

No.8 の 8 カ所において模擬的に透水係数を計測して透水係数を与えた。設定した透水係数はそ

れぞれの領域内のメッシュの平均値とした。測定状況を図 4.12.2-3 に示し，計測値を表 

4.12.2-1 にまとめた。次に，複数の周波数における模擬的に弾性波トモグラフィを計測したも

のとして弾性波速度分布を作成した。ここでは図 4.12.2-2 に示す A，B，C の 3 種類の周波数

で計測したと仮定した。表 4.12.2-2 に示す平均透水係数別の弾性波速度は，図 4.12.2-2 の弾

性波速度分散曲線と計測周波数Ａ，Ｂ，Ｃの交点から求めた。具体的には，表 4.12.2-2 の弾性

波速度値を用いた線形補間を行い，仮想透水場に対応する各々の弾性波速度を算出し，その値

を計測値とした。各周波数の弾性波速度分布を図 4.12.2-4 に示す。 

透
水
係
数
（10

-nm
/s

） 
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No.1 No.2 No.3 No.4
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図 4.12.2-3 模擬透水試験場所の透水係数 

 

表 4.12.2-1 模擬透水試験場所の透水試験値 

透水試験位置 透水係数(m/s) 

No.1 2.197E-11 

No.2 1.168E-10 

No.3 1.234E-11 

No.4 1.037E-09 

No.5 1.131E-11 

No.6 1.707E-10 

No.7 1.049E-09 

No.8 1.682E-11 

 

表 4.12.2-2 透水係数別における複数周波数の弾性波速度 
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以下に透水性によって弾性波速度の分散特性が異なることを利用し，透水性を評価する手

法を検討した手順を示す。 

① 複数弾性波速度の組み合わせとして，ここでは各周波数の差分（B-A，C-A，C-B）

と 3 周波数の弾性波速度平均のケースを考慮した。分散周波数は透水係数の違いに

よって周波数帯が変化する前提により，ある周波数帯域で差分をとることで，特定

の透水係数が反映した透水性の違いが得られると考えた。一方で平均値は，岩盤全

体の速度分散を表すもので，速度分布が透水性の違いを表すものと考えた。計算結

果を各々図 4.12.2-5 と図 4.12.2-6 に示す。 

② 透水試験位置における透水係数と，その点での弾性波速度場の組み合わせ（差分，

平均）との共相関性を関数近似により評価した。ここでは，できる限り単純な関数

を用いることを考えて，片対数グラフで線形近似となる指数関数で近似を行った。

その結果を図 4.12.2-7 に示す。この結果によると，弾性波速度差と透水係数との共

相関性の強さを表す相関係数 R の 2 乗値は，(C-A)の場合が も共相関性が強い。 

③ 各周波数での組み合わせについて，図 4.12.2-7 で求めた共相関関数を用いて各要素

の透水係数を算出し，透水場を構築した結果を図 4.12.2-8 と図 4.12.2-9 に示す。 

④ 仮想透水場と構築した透水場の比較・検討を行うために，横軸に仮想透水場の対数

値を，縦軸に構築した透水場の対数値をプロットした結果を図 4.12.2-10 に示し，

両者の相関係数 R の 2 乗値を算出した。この図では，傾き 1 の直線上に点がある場

合に両者は一致しているということができる。また相関係数の値が大きいほど，精

度良く透水場を推定できていると考えることができる。その結果，弾性波速度の差

分(C-A)の場合が， も相関が高く，仮想透水場全体をよく再現できていると判断し

た。 

 

以上より，透水試験位置における透水係数と，その点での弾性波速度場の組み合わせ（差

分，平均）との共相関性が強い場合が，真の透水場を精度良く推定できていると考えられる。

これは本手法を原位置に適用する際に， 適の組み合わせケースを判断するひとつの指標に

なると考えられる。 

また，（B-A）から構築した透水場は破砕帯（高透水部）を，（C-B）から構築した透水場

はやや透水性が高い部分をそれぞれ比較的精度良く推定できていると考えられる。これは，
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図 4.12.2-7 の（B-A）では，破砕帯の弾性波速度差が他部分に比べて大きいこと，また図 

4.12.2-7 の（C-B）では，やや透水性が高い部分の弾性波速度差が他部分に比べて大きいこ

とに起因するものと考えられる。一方，平均値を用いた場合は，やや透水性が高い部分が不

明瞭であり，探査技術としての分解能は，平均化したことで各週波数の特徴が不明瞭になっ

たと考えられる。数値実験の結果を考えると，地質構造探査手法としての低速度層分解能力

と，水理場構築技術としての透水係数との相関性を両方考慮する必要があると考える。例え

ば，破砕帯のような高透水部を評価するための弾性波速度の組み合わせ，やや透水性が高い

部分を評価するための弾性波速度の組み合わせ，そしてマトリックス部のような低透水部を

評価するための弾性波速度の組み合わせでそれぞれ各部分の透水性を評価し，後で重ね合わ

せる方法も有効であると考えられる。 
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(c) 周波数 C 

 

図 4.12.2-4 周波数Ａ，Ｂ，Ｃの弾性波速度分布 
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(a) B-A 
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(c) C-B 

 

図 4.12.2-5 各周波数における弾性波速度の速度差分布 
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図 4.12.2-6 ３種類の周波数による弾性波速度の平均分布 
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図 4.12.2-7 弾性波速度差，平均値と透水係数との共相関性評価 
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(a) B-A 
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(c) C-B 

図 4.12.2-8 弾性波速度差分布から構築した透水場 
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図 4.12.2-9 弾性波速度の平均分布から構築した透水場 
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(c) C-B   R2=0.54929 
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(b) C-A   R2=0.94238 
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(d) 平均    R2=0.65551 
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図 4.12.2-10 仮想透水場と構築した各透水場との比較 
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4.12.3 数値実験 2 

ここでは，図 4.12.1-1(d)のモデルに関して数値実験を行った。 

仮想透水場は，数値実験１と同様に，マトリックス部，やや高透水ゾーン，破砕帯の三種

類に分類し各ゾーンの要素単位の透水係数が対数正規分布を有し，さらにゾーン内で任意に

分布していることを仮定して設定した。ここでは，対数透水係数の平均値が，10-6m/s，10-8m/s，

10-10m/s の 3 種類を設定し，分散値 0.1 の対数正規分布を発生させた。図 4.12.3-1 には，仮

想透水場の対数透水係数分布を，また，図 4.12.3-2 に各透水係数の領域から得られる弾性波

速度の分散特性を示す。 

0 50 100 150 200 250 300 350 400

0

50

100

150

-10.5

-10

-9.5

-9

-8.5

-8

-7.5

-7

-6.5

-6

-5.5

No.1 No.2 No.3 No.4

No.5 No.6 No.7 No.8
0 50 100 150 200 250 300 350 400

0

50

100

150

-10.5

-10

-9.5

-9

-8.5

-8

-7.5

-7

-6.5

-6

-5.5

No.1 No.2 No.3 No.4

No.5 No.6 No.7 No.8

 

図 4.12.3-1 数値実験２で設定した仮想透水場 
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図 4.12.3-2 (d)の弾性波速度の分散特性 
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仮想透水場に対して，数値実験１と同様に，原位置で透水試験を実施したものと想定し，

図 4.12.3-1 の No.1 から No.8 の 8 カ所において模擬計測し，それぞれの領域内のメッシ

ュ平均値を透水係数の測定値とし，図 4.12.3-3 に示した。透水係数は表 4.12.3-1 に示し

た。次に，複数の周波数における弾性波速度場を擬似的に計測したものとして，弾性波速

度分布を作成した。ここでは複数周波数として，図 4.12.3-2 に示す A，B，C の 3 種類の

周波数で測定したと仮定した。表 4.12.3-2 に示す平均透水係数別の弾性波速度は，図 

4.12.3-2 の弾性波速度分散曲線と計測周波数との交点から求めた。速度分布は数値実験１

と同様に，弾性波速度値を線形補間して，仮想透水場に対応する各々の弾性波速度を算出

し，その値を計測値とした．その結果を図 4.12.3-4 に示す。 

 
図 4.12.3-3 模擬透水試験場所の透水係数 
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表 4.12.3-1 模擬透水試験場所の透水係数値 

透水試験位置 透水係数(m/s) 

No.1 1.436E-10 

No.2 1.702E-08 

No.3 1.010E-10 

No.4 1.044E-06 

No.5 8.152E-11 

No.6 9.883E-09 

No.7 2.264E-06 

No.8 6.529E-11 

 

表 4.12.3-2 透水係数別における複数周波数の弾性波速度 

1890
(m/s)

3160
(m/s)

4950
(m/s)

C

1750
(m/s)

2830
(m/s)

4360
(m/s)

B

1620
(m/s)

2700
(m/s)

4010
(m/s)

A

K=10-6K=10-8K=10-10　　K(m/s)

F(kHz)

1890
(m/s)

3160
(m/s)

4950
(m/s)

C

1750
(m/s)

2830
(m/s)

4360
(m/s)

B

1620
(m/s)

2700
(m/s)

4010
(m/s)

A

K=10-6K=10-8K=10-10　　K(m/s)

F(kHz)

 

 

図 4.12.3-2 で示したように，破砕帯部と低透水部が弾性波速度の違いによって，明瞭に示

されている場合は，図 4.12.3-4 で示した速度分布から，単一周波数においても破砕帯部分が

検出できている。しかし，速度構造は地質構造を反映しているため，破砕帯が高透水である

ことを示しているのではないため，速度分散による透水性の確認が必要である。以下に，透

水性によって弾性波速度の分散特性が異なることを利用して，透水性を評価する手法につい

て手順を示す。 

① 複数弾性波速度の組み合わせとして，数値実験１と同様に，各周波数の差分（B-A，

C-A，C-B）と 3 周波数の弾性波速度平均のケースを考慮した。その結果を各々図 

4.12.3-5 と図 4.12.3-6 に示す。 

② 透水試験位置における透水係数と，その点での弾性波速度場の組み合わせ（差分，
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平均）との共相関性を関数近似により評価した。評価方法は数値実験１と同じであ

る。評価結果を図 4.12.3-7 に示す。ここから，（C-A），（C-B），弾性波速度平均の

場合において，その相関係数が大きいことから，弾性波速度差あるいは弾性波速度

平均の値と，透水係数の共相関性が強いことが判断できる。 

③ 各周波数における組み合わせについて，図 4.12.3-7 で求めた共相関関数を用いて各

要素の透水係数を算出し，透水場を構築した結果を図 4.12.3-8 と図 4.12.3-9 に示

す。 

④ 仮想透水場と構築した透水場の比較・検討のために，図 4.12.3-10 に両者の相関を

示した。相関係数 R の 2 乗値からは，（C-A），（C-B），（弾性波速度平均）から構築

した透水場は，ともに相関係数が大きく，比較的精度良く再現できていると判断し

た。 

以上より，透水試験位置における透水係数と，その点での弾性波速度場の組み合わせ（差

分，平均）との共相関性が強い場合は，真の透水場を精度良く再現できていると考えられる。

図 4.12.3-2 のように破砕帯部とマトリックス部の速度差が大きい場合は，平均値を用いた場

合でも，破砕帯部を良く表現できているように見える。これは，地質構造の違いによる弾性

波速度分の違いが明瞭に現れたものと考えられる。この現象を原位置に反映して考えると，

大規模な破砕帯を挟むようなジオメトリで本手法を適用すれば，弾性波速度分布のアノマリ

ーから破砕帯を検出できることに加えて，透水係数分布も構造に沿って，明瞭に得られる可

能性を示している。図 4.12.2-8 によると（B-A）から構築した透水場は，高透水部とやや透

水性が高い中透水部の対数透水係数が同じような値を示し，その両者の識別ができていない

と言える。これは，図 4.12.3-5 において弾性波速度差の変化量（グラフの横軸の変化量）が

他のケースと比べて小さく，高透水部と中透水部の透水係数に対応する弾性波速度差にあま

り違いが見られないことが原因で，速度分散による速度差コントラスト小さい場合には，図 

4.12.3-5 の共相関関数の傾きが小さくなるため，このようなことが生じると考えられる。 
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(a) 周波数 A 
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(c) 周波数 C 

図 4.12.3-4 周波数 A,B,C の弾性波速度分布 
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(a) B-A 
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(b) C-A 
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(c) C-B 

図 4.12.3-5 各周波数における弾性波速度の速度差分布 
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図 4.12.3-6 ３種類の周波数による弾性波速度の平均分布 
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図 4.12.3-7 弾性波速度差，平均値と透水係数との共相関性評価 
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(a) B-A 
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(c) C-B 

図 4.12.3-8 弾性波速度差分布から構築した透水場 
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図 4.12.3-9 弾性波速度の平均分布から構築した透水場 
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(c) C-B   R2=0.98755 
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(b) C-A   R2=0.97080 
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(d) 平均    R2=0.986134 
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図 4.12.3-10 仮想透水場と構築した各透水場の比較 
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4.12.4 透水場構築方法の評価 

ここでは，透水場推定手法の適用性を検討するために，①透水場の想定②計測③処理④評

価⑤推定⑥検証の手順で数値実験を行った。 

仮想透水場を作成し，弾性波速度の分散特性を表す曲線を仮定し，そこから擬似的に原位

置透水試験と複数の周波数による弾性波速度場を算出した。次に，複数周波数の弾性波速度

の組み合わせ（差，平均）を考慮し，透水係数と透水試験位置における弾性波速度の組み合

わせとの相関性を評価した。そして，その相関性を用いて透水場を構築し，仮想透水場との

比較を行った。その結果，透水構造の違いによる速度差と透水係数分布との相関による透水

場構築手法を用いることで，精度良く透水場を推定することができたものと判断した。また，

高透水部と低透水部との速度差が大きい場合には，本手法によることなく速度構造から，高

透水部を検出することができるが，透水係数分布を得るためには，共相関関係を用いること

で，透水係数分布が得られることから，本技術の透水場構築手法としての妥当性が検証でき

たものと判断した。ただし，地質構造探査の感度と透水係数分布の感度からは，いくつかの

周波数帯による組み合わせも考慮する必要がある。また速度差を取る場合と，平均を取る場

合では，弾性波速度分布パラメータと透水係数の共相関性が異なるため，適宜相関性が高い

組み合わせを考慮して透水場を構築することが必要である。 

透水係数分布の再現性を考えると，弾性波速度差と透水係数との共相関性が強い場合が，

透水場を精度良く推定できていることが分かった。したがって，本手法を原位置試験に適用

する場合を考えると，弾性波速度差と透水係数との共相関性が強い場合を採用し，透水性評

価に用いることが有効である。 

 

4.13 弾性波速度差を用いた手法の開発 

原位置で分散周波数を特定するためには，周波数制御可能な震源を利用して，周波数を

多数変化させた測定を行う必要がある。弾性波トモグラフィでは空間的に多数のデータを

扱うことから，測定に多大の時間を要することが懸念される。さらに，高周波数の波動の

減衰特性などを考慮すると，室内試験で使用した周波数帯（数 100kHz～数 MHz）の波動

を利用することは現実的ではない。 

また，特定した分散周波数が Biot 理論と BISQ 理論のどちらによるものかを判断する必

要があり，理論的に厳密に分散現象を取り扱っていくためには，実用面での課題が残され

ていると考えた。 
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これまでの室内実験の結果から，透水性と弾性波速度分散現象は相関性があり，透水係

数が大きくなると分散する周波数帯は全体的に低い方向にシフトすることが確認されて

いる。そこで，現実的な透水場構築方法として，周波数の測定は分散領域内の数種類とし，

それらの速度差には何らかの透水性に関わる情報が含まれるとして，速度差と透水試験結

果との相関から透水場を構築する手法を提案する。 

具体的手順を 図 4.13-1 に示す。 

まず，測定区間において，複数の周波数により弾性波トモグラフィ測定を実施する。具

体的には，ピエゾ震源のように，周波数コントロールが可能なものが望ましいが，インパ

クト震源やスイープ震源などで，バンドパスフィルタリングによる測定周波数区分も可能

性があると考える。ただし，バンドパスフィルターを用いる場合には，位相変化に十分注

意する必要がある。次に，弾性波トモグラフィで使用したボーリング孔を用いて，孔沿い

の透水試験を実施し，透水係数を把握する。 

弾性波トモグラフィの測定結果から初動走時を読み取って，逆解析により周波数ごとの

弾性波速度分布を求める。逆解析によって得られた速度分布から，複数周波数による弾性

波速度の差を求める。この場合に３種類以上の周波数を用いた場合は，各週波数の組み合

わせを求めておくと，この後の透水係数分布との共相関を取る際に相関性を比較すること

ができる。 

透水試験位置における弾性波速度差と透水係数の相関性を評価する。いくつかの組み合

わせによって，水理構造や地質構造など総合的に評価する。 

評価した相関性を，相関係数とその誤差を指標として，弾性波速度差をもとに空間的に

再配分し，透水場を構築する。 
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透水試験透水試験周波数A周波数A 周波数B周波数B

①原位置計測

・ボーリング孔間において，
複数の周波数による弾性波ト
モグラフィを計測する

・逆解析によって周波数毎の
速度場を計算する

・ボーリング孔内で透水係数
を計測する

 

 

B-AB-A

②速度差の計算

・周波数ごとの速度トモグラムを用
いて，速度差トモグラムを計算する

・３周波数以上の場合は，それぞれ
組み合わせた速度差を計算する

 

透
水

係
数

相関関数

弾性波速度差B-A

透
水

係
数

相関関数

弾性波速度差B-A

③速度差と透水係数の相関近似

・透水試験を実施した区間の弾性波
速度差（区間が長い場合は平均）と，
透水係数との相関性を関数近似する

・３周波数以上の場合は，それぞれ
組み合わせた相関近似を実施する  
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透水場透水場

④透水場構築

・速度差と透水係数の相関を用いて，
ボーリング孔間の各要素における透
水係数を展開する

 

図 4.13-1 本手法による透水場構築の手順 
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5. 原位置試験 

5.1. 試験の目的と手順 

本章では，第４章の室内試験で確認した弾性波速度分散を，原位置レベルで確認し，異なる

周波数による弾性波トモグラフィと原位置透水試験を用いた透水場構築手法を確認することを

目的として原位置試験を実施した内容を記す。 

第４章で説明した室内実験では，水で飽和された花崗岩の岩石サンプルのスケールで，実際

に弾性波が周波数によって速度分散を起こすことを確認した。室内試験では岩石サンプルのサ

イズにより，高周波数の弾性波を使用したが，高周波の波動は減衰が大きいため，実際の原位

置調査で使用することは不可能である。一方で，岩石サンプルではサンプル長と弾性波の波長

の関係で，周波数が低い波動は利用できないため，室内試験レベルよりも低い周波数における

弾性波速度分散を確認することが残されている。実際に本手法を原位置で適用するには，ある

程度離れたボーリング孔間において，弾性波トモグラフィを実施し，地盤の透水係数分布を推

定することから，波長が長い周波数の低い弾性波を用いることが現実的であり，そのためには，

室内実験よりも低い周波数での周波数分散を確認する必要がある。 

室内試験の岩石サンプルよりも測定スケールを大きくすると，対象とする亀裂のスケールも

大きくなると考え，岩盤中の亀裂の長さを BISQ 理論の Squirt Length に置き換えても成立す

るとした。実スケールでは，対象とするスケールにおいて，特長的な水みちが岩石供試体より

長くなり，従って Squirt Length も長くなるため，第３章の式 3.2-10 で示した分散周波数は低

下すると予想した。すなわち，室内試験レベルで生じた弾性波の周波数分散は，実験スケール

相当の周波数分散を起こしたものと考え，亀裂規模が大きくなった場合に，より低い周波数で

分散を起こすと考えた。 

原位置試験では，亀裂の制御が不可能なので，亀裂の性状が既知である場所が必要であるこ

とに加え，現地測定データに基づいて作成する弾性波トモグラムに対して，地質構造，水理情

報についてできる限り不確実性を低減させ，得られた弾性波速度の分散現象が，直接水理地質

構造に反映できるように，これらに関する情報をできる限り多く利用できるサイトを用いるこ

とが必要である。そのため，放射性廃棄物の地層処分研究で利用されており，結晶質岩の地質

環境において岩盤特性および岩盤中の亀裂，破砕帯等に関する情報が豊富に存在するスイスの

グリムゼルテストサイト（以下 GTS と略す）で原位置試験を実施した。 

GTS での原位置試験の手順として，最初に小規模の試験対象エリアにおいて，透水場構築手

法の適用性を確認するための予備試験を実施することとした。予備試験では，まず，２本の近
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接したボーリング孔を用いて，３種類の異なる周波数を用いて弾性波トモグラフィ計測を行い，

ボーリング孔間が狭い現位置試験のスケールで，実際に弾性波速度が分散し，本手法のうち速

度差トモグラムが作成できるか確認することとした。 

次に本試験として，予備試験と同じサイトを用いて，細かい周波数帯による弾性波速度分散

を確認した後に，複数の異なる周波数の波動を使った弾性波トモグラフィ計測を実施して，併

せて原位置透水試験を行って，計測した透水試験データを用いて透水係数トモグラム作成する

こととした。そして本手法で作成した透水係数の空間分布を確認するために，トモグラフィ実

施区間の中央にボーリング孔を設置（実際は既存の小口径のボーリング孔を拡孔）して，孔内

で追加の原位置透水試験を実施するとともに，既存の水理情報も参考にして透水場を構築し，

弾性波による結果との比較を行うことで，小規模の原位置スケールで手法の適用性を確認する

こととした。その後に，スケールを広げ，物理探査が持つ本来の広域調査に向けた適用性につ

いて確認することとした。結晶質岩については，1m 程度の小規模スケールと 70m 程度のやや

広域スケールについてそれぞれ試験結果を記す。 

次に，実際の地質環境調査のスケールにおいて本手法の適用性を実証するために，ボーリン

グ孔間距離を 100m 以上として，堆積岩において透水場構築を試行することとした。原位置試

験の流れは図 5.1-1 にフローチャートで示した。 

小規模スケールによる予備試験

小規模スケールによる本試験

本手法の適用性確認

スケールを拡大した本手法の適用

堆積岩の試験地選定

試験用ボーリング掘削

結晶質岩の試験地選定

地質環境調査への
本手法の適用性確認

孔内物理検層
孔内原位置透水試験

堆積岩における本手法の適用

結晶質岩での適用性評価

堆積岩での適用性評価

高エネルギー震源製作

 
図 5.1-1 原位置試験の流れ 
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5.2. 結晶質岩を対象とした試験場の概要 

5.2.1 試験場の概要 

GTS は，1984 年にスイス放射性廃棄物管理共同組合（National Cooperative for the 

Disposal of Radioactive Waste，以後 NAGRA と略す） によって設置された地下研究所で，

スイス中央部の海抜 1,730m，地表からの深さ 450m のスイスアルプスの岩体内に設けられて

いる。GTS では，地質，地球物理，水文地質，岩石力学及び放射性核種の移行などを含む多く

の分野で幅広い調査が行われていることから，本研究の確証に適用できる情報が存在する。図 

5.2.1-1 に示すように，地下発電所へのアクセストンネルから枝堀された複数のラボラトリトン

ネルが掘削されており，ラボラトリトンネルから多数のボーリング孔が施工されている。 

地質は花崗閃緑岩を主体とし，全体に緻密であるが，図 5.2.1-2 の地質図に示すように，所々

に lamprophyre（ランプロファイヤー：コウ班岩）の貫入が認められる。一部には S ゾーン（図

中 S1,S2,S3）と呼ばれる北東－南西方向の低速度，高透水ゾーンと K ゾーンと破砕帯（図中

K2）が分布する。母岩の P 波速度は概ね 5km/sec，健岩部の透水係数は 10-12～10-14m/sec で

ある。S ゾーンでは，P 波速度が 4km/sec 程度，透水係数が 10-8～10-9m/sec を示す。 

今回の試験場所は最奥部に位置し（図 5.2.1-1 中○印の部分），約 20m の間隔でほぼ並行す

るアクセストンネルとラボラトリトンネルをシアゾーンが横断している。 

図 5.2.1-3 に試験場所の拡大図を示す。原位置試験には図中に示した GAM Orthogonal サイ

ト（以下 GAM サイトと呼ぶ）を利用した。なお，GAM は Marshall & Lunati(2006)の既往研

究である”Gas Migration Experiments”に由来している。 

GAM サイトは，Wyss (1996)，Gemperle（1999a），Gemperle（1999b），Trick( 2000 )，

Trick(2001)などによって，シアゾーンを対象にした研究が実施されており，シアゾーンの位置

および規模がほぼ把握されている。本研究では GAM サイトを小規模試験対象と位置付け，孔

間距離が 1.3～1.6ｍの２本のボーリング孔（TPF95-01，GAM98-02）を利用して手法の実証

を行うものとした。  
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図 5.2.1-1 グリムゼルテストサイト（GTS）の案内図（左図）および試験位置図（右図） 

 

 

図 5.2.1-2 GTS の地質構造図（Majer et al 1990） 
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図 5.2.1-3 試験サイト（GAM サイト）の概要。①は左図のアクセストンネルを①方向から，

②は同じくラボラトリトンネルを②方向から見た写真 

 

5.2.2 既存情報の整理 

GAM サイトでは，これまでにシアゾーンを対象にした研究が実施されている。ここで

は，これらの既存情報について整理する。 

GAM サイト周辺では，表 5.2.2-1 に示した 26 本のボーリング調査が実施されており，

このうち 17 本はシアゾーンを横断している。既往研究から本サイトの地質構造は，図 

5.2.2-1 で示したように，様々なスケールで地質概念モデルが構築されている。 

GAM サイトでは，大規模な透水構造として，シアゾーンがほぼ面的に存在していると

考えられている。このシアゾーン内の開口部と断層ガウジの分布は，図 5.2.2-1 に示した

ように非常に不均質で，シアゾーンの透水性に影響している。シアゾーン内の物質移行概

念も二重間隙モデルや二重透水モデルで評価されている（Marschall&Lunati 2006）。図

5.2.2-2 の丸印はシアゾーンとボーリングとの交差位置を示している。図中の点線はシアゾ

ーンに並行して掘削された６本のボーリングの投影でありこれらは，シアゾーンと交差し

ていない。図 5.2.2-3 に弾性波トモグラフィの計測に使用した GAM98-02 孔のボアホール

カメラの画像データを示す。画像からは孔口から 6.35～6.55m に試験の対象としたシアゾ

ーンの細かい亀裂が確認できる。この画像からはこのほかに，5m 付近にも小さいシアゾ

② 
① 

G5S
GAM ｼｱｿﾞｰﾝ 

① 

 

② GAM サイト 
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ーンが確認できる。また，もう一方のボーリング孔 TPF95-01 孔では，コア観察から孔口

から 4.11～4.39m にシアゾーンが分布する。この２点で確認されたシアゾーンは周辺のマ

トリックス部よりも透水性が高いとされている。 

表 5.2.2-1 GAM エリア周辺のボーリング孔 

 

注：AU83-034,FRI8701,FRI87-02,FRI87-03,GA89.01,TPF95-06 は GAM エリアの外側にある

FRI サイト（図 5.2.1-3 参照）のボーリングである。なお，G1S～G5S の６本はシアゾーンに

並行に掘削されており，シアゾーンを貫通していない。 
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図 5.2.2-1  GAM シアゾーンの地質概念モデル(Marschall&Lunati 2006))： (a)サイトスケ

ールでは，ほぼ平面構造 (b)数本の並行した断層ガウジの集合体，(c)単一の断層ガウジは亀裂

ネットワークによるチャンネル構造を示す，(d) 単純化されたシアゾーン内の流動経路 
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図 5.2.2-2  シアゾーンを横切るボーリング孔の平面位置図 
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1.0m 1.5m 2.0m 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m

4.5m
4.0m 4.5m 5.0m 5.5m 6.0m 6.5m 7.0m 7.5m 8.0m

Shear　Zone　拡大図

1.0m 1.5m 2.0m 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m1.0m 1.5m 2.0m 2.5m 3.0m 3.5m 4.0m

4.5m
4.0m 4.5m 5.0m 5.5m 6.0m 6.5m 7.0m 7.5m 8.0m

Shear　Zone　拡大図  

図 5.2.2-3  GAM98-02 孔のボアホールカメラ映像とシアゾーンの拡大映像 

 

図 5.2.2-4 にはシアゾーンに沿って実施された水理試験，トレーサ試験およびガスインジェ

クション試験の結果から推定されたシアゾーンの透過係数分布を示している。Wyss(1996)のパ

ルス試験結果からは，GAM サイトのシアゾーンでは 2.6E-8～1.1E-11ｍ２/sec の透過係数分布

が得られている。また，ガスおよびトレーサによる試験から，図 5.2.2-5 に示すようなチャン

ネル構造が推定されている。 

 

 

 
図 5.2.2-4 パルス試験（Wyss 1996）から推定されたシアゾーンの透過係数分布図 
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ラボラトリトンネルラボラトリトンネル

 

図 5.2.2-5 トレーサ試験から推定されたチャンネル構造（図中ハッチの部分） 

 

5.3 予備試験 

5.3.1 計測配置 

比較的小さなスケール（孔間距離 1.3～1.6m）で，かつ対象破砕帯が比較的に低角度とな

る配置を利用して，まずシアゾーンとマトリックスでの弾性波挙動の違いを明瞭にとらえ，

このようなスケールにおいて，結晶質岩で弾性波の速度分散現象が生じることを確認する。

GAM エリアは，図 5.3.1-1 に示すように，シアゾーンが２本のボーリングを横断しており，

その角度も小さく，弾性波トモグラフィの計測対象としては比較的単純な地質構造であり，

地質構造の不確実性を低減できるものと考える。 

 

図 5.3.1-1  予備試験の測定位置（GAM エリア） 
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5.3.2 使用機器 

使用機器と装置の仕様を表 5.3.2-1 に示す。震源には高周波領域まで安定して発振できるピ

エゾ式の発振器を使用した。受振器はハイドロフォンアレイを使用した。計測には増幅器の特

性を考慮して高周波側と低周波側の２種類の増幅器を使用した。計測の概念図を図 5.3.2-1 に

示す。 

 

表 5.3.2-1 使用機器および装置仕様 

 

 

monitor

P.C

高周波アンプ 低周波アンプ

Power amp

ス
ピ
ー
カ
ー

Connector box

発振器 受振器  
図 5.3.2-1 実験装置概念図 

機器名称 仕 様 ・ 明 細 備  考 

ピエゾ発震器 φ44mm×200mm ケーブル長 100m、ITC 製 
コンピューター 8ch マルチ(同時)計測 Pentium133 

受振器ノイズフィルター 8ch 川崎製鉄製 
発震器用増幅器 200VA NF 回路設計製 

24ch 受振器 φ40mm×l 25m、 
24ch、センサー間隔 1m ケーブル長 70m 

信号延長ケーブル 70ｍ、150ｍ  
オシロスコープ ソニーテクトロニクス 発震信号モニター用 

FFT アナライザー 小野測器 受振信号モニター用 
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5.3.3 計測ケース 

発震孔は GAM98-02 孔とし，深度 3.9ｍ～7.1ｍの区間で発振した。なお，発振間隔は 0.2ｍ

を基本としたが，シアゾーン付近では 0.1m に発振間隔を細かくした。発振信号は PRBS 信号

（Pseudo Random Binary Sequence，詳細は 5.9 項で説明）を使用した。受振孔は TPF95-01

孔とし，深度 2.7m～5.7m で受振した。受振間隔は 0.2ｍを基本とし，発振と同様に，シアゾ

ーン付近では 0.1m 間隔と細かく受振した。 

計測の周波数はＰ波速度が約 5km/sec であること，シアゾーンの幅が約 20cm 程度であるこ

とを考慮して，シアゾーンのサイズよりも波長が短い 31，52，78kHz の３種類の周波数とし

た。 なお，各週波数の波長はおよそ，16cm，10cm，6cm と推定している。 

 

弾性波トモグラフィ解析 

計測した３種類の周波数による弾性波トモグラフィのデータを用いて，各周波数の速度トモ

グラムを計算した。計算には SIRT 法を用いたインバージョン計算を行った。図 5.3.3-1 に，

GAM エリアの解析ジオメトリとメッシュを示す。実際のボーリング孔は，並行ではないので，

解析時に波線長を原位置の座標を使用して，波線長の補正を行った。図 5.3.3-2 から図 5.3.3-4

に，GAM エリアにおける各周波数に対する弾性波測定データによる弾性波速度トモグラフィ

の解析結果を示す。 
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図 5.3.3-1 解析ジオメトリとメッシュ
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図 5.3.3-2 周波数 31kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 
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図 5.3.3-3 周波数 52kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 
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図 5.3.3-4 周波数 78kHz を用いた弾性波速度トモグラフィ結果 

 

次に，各周波数の速度トモグラムの差分を計算した。図 5.3.3-5 に，31kHz と 78kHz の速

度差を計算した速度差トモグラムを示す。 
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図 5.3.3-5 周波数 31kHz と 78kHz の速度差トモグラム 
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5.3.4 予備試験の評価 

予備試験は，孔間距離 1.5m 程度の原位置の岩盤において，室内試験で確認したような弾性

波の分散現象を確認することを目的として実施した。各周波数の弾性波速度分布を見ると，各

周波数ともほぼ同様の速度分布構造を示しており，発振周波数による構造の違いはほとんど認

められない。弾性波速度値は孔口付近のマトリックス部で 5.6km/sec を示し，シアゾーンおよ

びその周辺では，5.0km/sec 前後を示し，シアゾーンはやや不明瞭である。4.4km/sec を示す

低速度部分が見られるが，ボーリングのデータからは本部分に相当する地質構造が認められて

ないことから，解析に伴うノイズの可能性が高い。 

次に， 31kHz と 78kHz の速度差トモグラムを示した図 5.3.3-5 からは，シアゾーンの形状

が単一周波数の場合と比較して，より鮮明に形状を把握できるのが確認できる。シアゾーンお

よび周辺では 10～30m/sec の速度差を示し，このスケールにおいて，31kHz と 78kHz の間で

速度分散が生じたことが認められる。これは室内試験の場合と比べて周波数帯は１オーダー低

い。BISQ 理論でいうパラメータ L は，構成する岩石の粒径や細孔の半径等に関係すると考え

ており，２乗で変化する L2 によって分散周波数は変化する。予備試験の結果から推測すると，

原位置試験で確認した速度変化は，室内試験とは異なり，シアゾーンのサイズに応じた分散現

象が生じたものと考えられる。 
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5.4 本試験 

5.4.1 測点配置 

本試験では，予備試験で確認した速度分散現象を踏まえて，異なる周波数による弾性波ト

モグラフィと原位置の透水試験との組み合わせにより，ボーリング孔間の空間透水係数分布

を推定することを目的とした。 

試験場所は，予備試験と同じ GAM エリアの２本のボーリング孔を用いた。ここでは，通

常実施される弾性波トモグラフィをイメージして，等間隔の発振，受振を行うこととした。

図 5.4.1-1 に，発振点，受振点を示す。本図中に，ボーリング孔と概略のシアゾーンの位置

関係を併せて示す。ボーリング孔の諸元は，表 5.2.2-1 に示している。 
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図 5.4.1-1 GAM サイト計測における発振点および受振点配置 

 

5.4.2 使用機器 

本試験では，高周波の波動を発生するためのピエゾ式の震源を使用した。そして高周波の波

形を受信するためのハイドロフォンアレイを製作した。ハイドロフォンアレイは 20cm 間隔に

ハイドロフォンを 12 個配置して，計測の効率化を図った。本測定に使用した機器を表 5.4.2-1

示す。 
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表 5.4.2-1  計測装置一覧 

装置名 ﾒｰｶｰ/ﾀｲﾌﾟ 仕様 写真 

震源 

(ピエゾ式震源) 

ﾒｰｶｰ：ITC 製 

ﾀｲﾌﾟ：ITC6130 

寸法：φ44mm 

Ｌ200mm 

最大出力(1V)：155dB 

最大電圧：300V 

周波数：2～40kHz 

 

受振器 

(12連ハイドロフォ

ンアレイ) 

ﾒｰｶｰ：ｼｽﾃﾑ技研 

 

周波数：～50kHz 

受信器間隔：20cm 

 

記録器 ﾒｰｶｰ：NI 他 SampleRate：250k/sec 

Ch 数：26ch 

  

パルスジェネレー

タ 

ﾒｰｶｰ：Agilent 

ﾀｲﾌﾟ：33220A 

 

振幅：10mV～10V 

周波数：1μ～20MHz 

消費電力：50VA  

アンプ ﾒｰｶｰ：NF 回路設計 

ﾀｲﾌﾟ：HAS4052 

 

最大電圧：300Vpp 

周波数：DC～500kHz 

利得：×20～200 倍  

 

5.4.3 弾性波トモグラフィのパラメータ試験 

トモグラフィの計測に先立って，GAM サイトでの波動伝播と測定可能周波数を確認する

ためのパラメータ試験として，発振器を T-3 に設置し，ハイドロフォンアレイのうち，R-5

の位置のデータを用いて，様々な周波数での波動の到達時間を計測した。これにより，GAM

エリアの速度分散を確認することと，計測周波数帯を判断することとした。パラメータ試験

では，10kHz～100kHz まで周波数を変化させて測定した。周波数帯は記録装置，震源，受

信器の特性を考慮して設定した。また，予備試験の結果を踏まえて，GAM エリアのＰ波速

度を最大で 5.6km/sec と設定し，1.5m 区間に２波長以上の波動を伝達させることとして，

最小の周波数は 10kHz（波長は 60cm）に設定した。高周波側は 100kHz とした。 
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図 5.4.3-1 に受振波形を示す。図中に初動(First Break)の読み取り位置を併せて示してい

る。また，図 5.4.3-2 に初動の到達時間を示す。図 5.4.3-2 から，21kHz から 41kHz にか

けて，初動が早くなる様子が認められる。このことは，この周波数帯で速度分散を起こして

いることを示すもので，予備試験で確認した 31kHz と 78kHz における速度分散と整合して

いる。よって，21kHz と 41kHz の区間を含む範囲で計測することとした。これには，震源

の定格周波数帯が 40kHz 程度まで，受振器に使用したハイドロフォンの定格周波数も同様

に 50kHz 程度までであることも考慮した。この結果を反映して，GAM サイトの測定周波

数は 10kHz，21kHz および 41kHz を基本とし，追加的に 59kHz および 83kHz による測定

とした。 

 

図 5.4.3-1 GAM サイトパラメータ試験結果（発振位置：T-3，受振位置：R-5） 
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図 5.4.3-2 パラメータ試験における初動の到達時間 

 

5.4.4 計測結果 

弾性波速度計測に使用した計測装置とその構成を図 5.4.4-1 に示す。また，計測周波数を

表 5.4.4-1 に示す。なお，便宜上，これ以後，表 5.4.4-1 に示した名称を使用する。計測で

は，ピエゾ式震源とハイドロフォンを使用したため，ボーリング孔内の水位を満水として，

発振効率および岩盤とのカップリングを向上させることとした。発振信号にはバーストサイ

ン波を用いた。なお，初動の立ち上がりが不安定なため，図 5.4.4-2 で示したように，アン

プから発振した記録をモニター記録としてデータロガーに記録し，受信波形とのピークの時

間差を波動の伝達時間として求めた（奥村ほか 2006）。図 5.4.4-3 に GAM サイトの周波

数ごとの受信記録例を示す。この記録からは 40kHz の波動よりも高い周波数においては，

発振周波数に相当する高周波数の波動は見られないようである。これは，高周波の波動は岩

盤中を伝達する際の減衰が大きく，波動の高周波成分が受振器に届いていない可能性がある。 
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図 5.4.4-1 弾性波速度計測に使用した計測装置とその構成 

 

表 5.4.4-1 計測周波数 

測定周波数 出力 スタック数 名称 

10.352kHz 340V 512 便宜上 10kHz とする 

20.704kHz 340V 512 〃 20kHz 〃 

41.408kHz 240V 512 〃 40kHz 〃 

58.560kHz 240V 512 〃 56kHz 〃 

82.816kHz 300V 512 〃 80kHz 〃 

 

 

図 5.4.4-2 伝達時間の計測方法 
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図 5.4.4-3 各周波数の記録例 

 

逆計算で使用した計算グリッドは 5cm とした。実際のボーリング孔は完全な並行でない

ため，図 5.4.4-4 に示す解析ジオメトリを設定した。これは予備試験でも使用した方法であ

る。図中 Y 軸は発振孔（TPF95-01），X 軸は受振孔（GAM98-02）で，座標の単位は cm で

表している。ボーリングは同じ平面上にあると仮定している。実際のボーリング孔は若干ね

じれの位置にあるため，計算結果には若干の誤差が考えられる。そのため，単一平面内に発
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振点と受振点を近似的に配置することとした。実際の発振点と受振点の 3 次元距離に一致す

るように，変換した領域内の発振点-受振点距離を維持する方法で発振点-受振点のジオメト

リを再構築した。実際には，発振孔と受振孔はほぼ直線的に徐々に位置する。図中の T-24

と R-24 との距離は，1.374 m であり，同様に，T-1 と R-2 の距離は 1.616 m である。その

ため，R-24 の x 座標は 1.374m ，R-2 の x 座標は 1.616m，その他の受振点の x 座標はこ

れら R-2 および R-24 の値から内挿することで求めた。シアゾーンは，T-10 と R-8 を結ぶ

線上付近にある。なお，逆計算には逐次反復法を使用した。反復計算の回数は 100 回，初期

モデルには均質速度モデルを使用した。 

 
図 5.4.4-4 GAM エリアの解析ジオメトリ 

 

5.4.5 透水試験の実施 

(1) 原位置水理試験の概要 

グリムゼル GAM サイト内破砕帯および岩盤部の透水係数測定を目的に水理試験を行った。

水理試験項目としては，パルス注入試験(pulse injection test)および定圧注入・回復試験

(constant head injection test)を行った。試験方法については，図 5.4.5-2 に示した。パル

ス注入試験は，比較的短期間に評価可能な加圧（あるいは除圧）試験であり，定圧試験，回

復試験は，長期的に透水性を評価する試験である。表 5.4.5-1 に，TPF95-01 孔および

GAM98-02 孔で実施した原位置透水試験の試験区間を示す。なお，TPF-4 および GAM-5 は

シアゾーンを含んでいる。また TPF-3 および GAM-4 は，ボアホールカメラで確認された小

規模の破砕帯を含んでいる。その他はマトリックス部分に位置する。 
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図 5.4.5-1 GAM サイトの透水試験位置図 

 
 

 

図 5.4.5-2 原位置透水試験の方法（A）:パルス注入試験，B)：定圧注入・回復試験 
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表 5.4.5-1 GAM サイトにおける原位置水理試験の試験区間 

ボーリング孔 試験区間 孔口からの深度(m) 試験区間長(m) 

TPF-1 (PI-1) 1.95 ~ 2.35 0.4 

TPF-2 (PI-2) 1.10 ~ 1.45 0.35 

TPF-3 (HI/HIS-1) 1.50 ~ 2.75 1.25 

TPF-4 (HI/HIS-2) 3.60 ~ 4.85 1.25 

TPF 95-01 

(弾性波試験の受信

側) 

 

TPF-5 (HI/HIS-5) 1.45 ~ 1.98 0.53 

GAM-1 (PI-4) 3.03 ~ 3.50 0.47 

GAM-2 (PI-3) 2.00 ~ 2.53 0.53 

GAM-3 (PI-5) 2.50 ~ 3.03 0.53 

GAM-4 (HI/HIS-3) 3.53 ~ 4.00 0.47 

GAM 98-02 

(弾性波試験の送信

側) 

GAM-5 (HI/HIS-4) 6.23 ~ 6.70 0.47 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 
HI/HIS: 定圧注入/回復試験(constant pressure injection/recovery test) 

**孔直径：86(mm) 
 
 

(2) 原位置水理試験の結果 

それぞれのボーリング孔内で，水理試験中観測された水圧の経時変動を図 5.4.5-3に示す。

得られた圧力の経時変動を用い，井戸試験標準曲線解法によって透水係数を計算した。パル

ス注入試験(PI)では，Bredehoeft & Papadopulos(1980)解法を，定圧注入試験では Jacob & 

Lohman(1952)解法を，そして注入後の回復試験には Agarwal(1980)解法を用いた。本図の

うち，TPF-4 および GAM-5 はシアゾーンを含んだ計測区間のデータであり，マトリックス

部分と比べて圧力が低い様子が見られる。透水試験の評価方法は，代表的な解析解によるフ

ィッティングを行った。解析例を図 5.4.5-4 に示す。 

水理試験解析結果として得られた透水係数を表 5.4.5-2 に示す。シアゾーンを含む TPF-4

では 3.6E-9m/sec を,GAM-5 では 1.7E-7m/sec を示し，マトリックス部分よりも高透水性を

示している。透水係数の評価結果は，場所によって大きく異なり，高透水性となるシアゾー

ンでは 1.0E-7m/sec 程度で，低透水性となる岩盤部では 1.0E-12 m/sec オーダーである。ま

た，個々のボーリング孔の透水量係数分布を図 5.4.5-5 に示す。本図は孔口からの距離で表

示してあり，HIS-4（GAM-5）と HIS-2(TPF-4)はシアゾーンに位置する。HI/HIS-3（GAM-4）

および HIS-1（TPF-3）は，小規模の破砕帯に相当する。このように，孔口から数ｍの範囲
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に 5 桁程度のばらつきのある透水分布を示していることがわかる。 

 

 

(a) TPF 95-01 孔の圧力変動 

 
(b) GAM 98-02 孔の圧力変動 

図 5.4.5-3 TPF95-01 孔および GAM98-02 孔の水理試験中の圧力経時変動図 
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(a) TPF95-01 孔の PI-1 試験圧力変動 

 

(b) TPF95-01 孔の PI-1 試験の解析結果(太実線：計測，薄破線：解析) 

 

 (c) GAM98-02 孔の HI-3 試験の圧力 (d) GAM98-02 孔の HI-3 試験の解析結果 

 および圧力微分 (黒三角：計測，赤破線：解析) 

 (黒三角：圧力変動，赤丸：圧力微分) 

図 5.4.5-4 水理試験による透水係数計算解析の例 
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表 5.4.5-2 GAM サイトにおける透水試験解析結果 

ボーリング孔 試験区間 透水係数(m/sec) 

TPF-1 (PI-1) 1.3E-12 

TPF-2 (PI-2) 2.7E-11 

TPF-3 (HI/HIS-1) 3.6E-9 

TPF-4 (HI/HIS-2) 5.0E-9 

TPF 95-01 

(受信側) 

TPF-5 (HI/HIS-5) 1.9E-12 

GAM-1 (PI-4) 2.5E-11 

GAM-2 (PI-3) 7.9E-11 

GAM-3 (PI-5) 1.3E-11 

GAM-4 (HI/HIS-3) 9.0E-10 

GAM 98-02 

(送信側) 

GAM-5 (HI/HIS-4) 1.7E-7 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 
HI/HIS: 定圧注入/回復試験(constant pressure injection/recovery test) 

 

 

図 5.4.5-5 孔口からの距離と透水係数分布 
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5.4.6 透水トモグラムの構築 

(1) 速度差トモグラムの構築 

図 5.4.6-1 には，10kHz から 80kHz までの速度トモグラフィ結果を示している。図中

の実線は，フォワード計算の波線の例を示している。また，図の右側が受振側のボーリン

グ孔であり，図中に受振点を示している。これらの図からは，10kHz と 20kHz のトモグ

ラムはほぼ同様の速度分布を示していることが確認できる。この２種類の周波数の速度分

では，シアゾーンは低速度帯として示されている。一方，40kHz 以上のトモグラムは，低

周波側とは異なった速度分布を示し，シアゾーンの形状が不明瞭になっていることが確認

できる。図 5.4.6-2 に各周波数の弾性波トモグラフィ計測データの周波数分析結果を示す。

これらのうち，40kHz 以上の周波数では，高周波成分が認められるが，図 5.4.4-3 で示し

た記録例からも，高周波の波形は得られてないようである。受振波形をこれはバンドパス

フィルターの影響でノイズ成分だけ残ってしまったものと考えられる。このため，弾性波

速度分散を利用する本手法では，56kHz 以上の周波数データは解析から除外した。また，

10kHz と 20kHz の速度トモグラムには速度構造にほとんど変化が認められないことから，

この周波数間では速度分散が生じてないものと判断した。そこで，図 5.4.6-3 に示したよ

うに，GAM エリアでは 40kHz と 20kHz の速度トモグラムを利用して，図 5.4.6-3 に示

した速度差トモグラムを作成した。本図からは，シアゾーンが-100m/sec 程度の速度差を

示す様子が見られる。 

 

20kHz 40kHz 56kHz10kHz 80kHz
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度
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20kHz 40kHz 56kHz10kHz 80kHz20kHz 40kHz 56kHz10kHz 80kHz
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図 5.4.6-1 GAM エリアの周波数毎の速度トモグラム 
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20kHz10kHz 20kHz20kHz10kHz10kHz

 

40kHz 56kHz40kHz40kHz 56kHz56kHz

 

 

80kHz80kHz

 
図 5.4.6-2 GAM エリアの周波数毎の受信波形周波数分析結果 
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図 5.4.6-3 GAM エリアの速度差トモグラム（40kHz と 20kHz の差） 

 

(2) 透水場構築 

TPF95-01 および GAM98-02 孔の原位置水理試験の透水試験解析結果を表 5.4.6-1 に再

掲する。それぞれ 5 地点の試験区間より合計 10 個の透水係数値が得られており，これらの

原位置の透水係数データをコンディショニング条件として，透水場を構築する。ただし，

GAM-2 試験区間は，トモグラフィ解析領域の外側になるため，解析に用いていない。図 

5.4.6-4 に 20kHz と 40kHz の速度差トモグラフィおよび弾性波トモグラフィ解析のジオメ

トリと透水試験区間を示す。 

図 5.4.6-4 に示したように，弾性波解析の解析グリッドに対し，透水係数データの数が十

分多くないため，解析のスケール調整を行った。弾性波トモグラフィ解析のグリッドは 5cm

四方であるのに対し，透水試験結果は数 10cm の試験区間の平均化された代表値である。そ

のため，区間代表値としての一つの透水係数とその区間内にある複数の弾性波解析用グリッ

ドの異なる弾性波速度値を対応させることになる。このように両者のスケールに違いがある
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ために，今回は各グリッドの弾性波速度値の平均および中央値とその区間の透水係数を対応

させて相関関係を求めた。 

図 5.4.6-5 に 9 箇所の透水試験区間内の弾性波速度値のボックスチャート図を，図 

5.4.6-6 に透水係数との相関図を示す。図中の四角ボックス上下端は，それぞれ弾性波速度

差ヒストグラムの 25％と 75％区間値を，ボックスの外側に向けて上下に伸びる線の末点は

5％と 95％区間を，ボックス中の横線は平均値を，点は中央値を表す。TPF4 以外の試験区

間では速度差中央値と平均値はほぼ同じである。TPF4 については，速度差の中央値よりも

平均値の方が相関が良かったので，平均値を利用している。図 5.4.6-6 には速度差の平均値

と透水係数との相関図を示す。 

本手法の基本原理では，周波数が高くなると正の速度変化を起こす。すなわち，計測スケ

ールに相当した分散周波数を挟んで，高い側の速度トモグラムから低い側を引くと，正の値

になるはずである。しかし，本試験結果では一部に負の速度差が見られる。これには，いく

つかの原因が考えられる。 

室内試験と異なり，原位置試験では孔内の震源および受振器の位置は，若干ずれが生じる。

ボーリングの孔壁とのカップリングも受振点で異なり，発振波動と受振波動は計測ごとに若

干であるが異なる可能性がある。また，原位置では測定可能な周波数が限られているうえ，

実際の地盤構造が複雑なため，分散に伴う速度変化と，岩盤性状による速度の違いが存在し，

異なる周波数における波長の違いから波の伝播する場所に違いが生じ，場合によっては見か

け上高周波の波の方が遅く到達したように見えたのではないかと考えている。これらはやや

規模の大きい室内試験になどよって，計測ジオメトリを正確に把握し，計測条件をそろえる

などの工夫を行い，詳細な速度差トモグラムを求めるような確認試験が必要であると考える。

今後の課題としたい。 

本試験で求めた透水場は，図  5.4.6-7 に示すようにシアゾーン付近では，全体的に

10-8m/sec オーダー前後の高透水性を示すゾーンが認められる。また，GAM98-02 内で実施

したボアホールカメラ観察で検出された小規模の破砕帯付近でも，TPF95-01 側にやや

10-9m/sec オーダーのやや高透水部が認められる。本図に TPF95-01 のコア観察図を示す。

この図ではシアゾーン部分を四角で囲んで示している。 

GAM98-02 の孔内透水試験の結果では，シアゾーンでは 1.7E-7m/sec が得られているこ

とから，ほぼ同程度の透水係数が表示できており，また，TPF95-01 のシアゾーンにおける

透水係数は，5.0E-9m/sec で，GAM 側よりも透水係数が低い様子も認められる。さらに，
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小規模の破砕帯は，GAM98-02 側の透水係数は低く，TPF95-01 側でやや高い様子も認めら

れ，孔内水理試験の水理情報と良好に整合している。このことから，本手法によって作成し

た透水係数分布は，調査地点の水理構造を良好に把握できていると考えられる。 
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図 5.4.6-4 20kHz と 40kHz の速度差トモグラフィおよび弾性波トモグラフィ解析のジオメト

リと透水試験区間 
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表 5.4.6-1 グリムゼルの GAM サイトにおける透水試験解析結果（再掲） 

ボーリング孔 試験区間 透水係数(m/sec) 

TPF-1 (PI-1) 1.3E-12 

TPF-2 (PI-2) 2.7E-11 

TPF-3 (HI/HIS-1) 3.6E-9 

TPF-4 (HI/HIS-2) 5.0E-9 

TPF 95-01 

(受信側) 

TPF-5 (HI/HIS-5) 1.9E-12 

GAM-1 (PI-4) 2.5E-11 

GAM-2 (PI-3) 7.9E-11 

GAM-3 (PI-5) 1.3E-11 

GAM-4 (HI/HIS-3) 9.0E-10 

GAM 98-02 

(送信側) 

GAM-5 (HI/HIS-4) 1.7E-7 
*PI: パルス注入試験(pulse injection test)， 
HI/HIS: 定圧注入/回復試験(constant pressure injection/recovery test) 

 

 

図 5.4.6-5 透水試験区間内の弾性波速度値のボックスチャート図 
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図 5.4.6-6 透水係数との相関図 

 

 

図 5.4.6-7 GAM エリアの透水係数分布図（左図）と TPF95-01 孔のコア観察図（右図） 

（シアゾーンを四角で囲って示す。） 
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5.5 透水場構築手法の検証 

これまでに示してきたように，透水トモグラフィで GAM エリアの水理場構築を行った。前

項のボーリング孔沿いの透水係数分布を比較した結果からは，よく整合していることが確認で

きた。ここでは，本手法で得られた透水場が正しいかどうか検証することとした。 

水理場構築技術の検証としては，従来手法により構築した水理場と比較と，トモグラフィ測

定に用いた 2 本のボーリング孔間に新たにボーリング孔を掘削，透水試験による比較を行った。

新しく掘削したボーリング孔は，弾性波の発振・受振孔間のほぼ中央に位置し，距離補間によ

る手法では最も推定誤差の生じる位置とした。 

 

5.5.1 既存の透水試験結果との対比 

(1) GAM エリアのシアゾーンに着目した透水場構築 

GAM エリアの地質構造は，図 5.2.1-3 に示したように，対象とする様々なスケールで

地質概念モデルが構築されている。GAM エリアのシアゾーンは，大規模な透水性の破砕

帯がほぼ面的に存在していると考えられている。Wyss(1996)は，ボーリング孔を掘削して，

各孔の透水性を評価するために，パルス試験を実施し，統計的な手法によって，GAM の

シアゾーンにおけるアプリオリモデルを作り，次に，定圧試験と定流量試験を実施して，

最尤推定法（Maximum Likelihood Estimation）により，このエリアの水理モデルを逆解

析手法により構築している。図 5.5.1-1 に GAM エリア周辺の破砕帯及び周辺岩盤の概念

モデルを示す。本図では，GAM シアゾーンは幅 1m 程度の広がりを持ち，そのうち，今

回の試験対象とした部分は，特に亀裂が大きく透水性が高い部分としている。本図に，今

回の弾性波トモグラフィの計測位置を図中丸印で示した。水理試験により構築した水理構

造から，トモグラフィ計測エリア近傍の TPF95-01～04 の透過係数を 1.0E-9 から

1.0E-11m2/sec としており（図 5.2.2-4 参照），このモデルにおいても比較的透水性が高い

部分として示されている。 
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図 5.5.1-1 GAM エリア及び周辺の破砕帯と岩盤の概念モデル（Wyss 1996）に加筆 

（GAM エリアのトモグラフィ計測位置を○で囲って示している） 

 

トモグラフィ計測位置 
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(2) 従来手法と透水トモグラフィの結果の比較 

地質構造モデルから構築した水理場と弾性波速度差と透水係数の関係から得られた水理

場の比較を行った。図 5.5.1-2 の左図は，今回実施した水理試験結果と Wyss(1996)が実施

した TPF の水理試験結果をもとにして従来法によって作成した水理場を示している。右図

は本手法で構築した透水係数分布図を示している。本手法の透水係数分布は，1.0E-8 ～

1.0E-13 m/sec の幅に透水係数が分布しており，一方，従来の方法では，母岩の透水係数

を 4.0E-12 m/sec と仮定し，亀裂含めておよそ 1.0E-11 ～ 1.0E-7 m/sec の透水係数が分

布している。また，本手法による結果は，高透水ゾーンが地質構造モデルの場合に比べ，

やや広い範囲に分布しているのが確認できる。これは，ボーリング孔内で実施した透水試

験の計測区間が弾性波トモグラフィの解析メッシュサイズに比べて大きいため，高透水の

部分が，透水試験に区間長を反映していることが原因であると考えられる。 
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図 5.5.1-2 GAM サイトの透水トモグラム 

（左：従来の地質からの推定，右：弾性波速度差から得られたトモグラム） 

 GAM98-02  GAM98-02  TPF95-01  TPF95-01 
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以上のような特徴の差異はあるもが，1.5m の狭い範囲で５オーダーのばらつきを示す透水

構造において，全体的には，ほぼ同じ位置に高透水ゾーンが存在し，傾斜もほぼ一致している

ことから，GAM エリアの透水係数分布は従来手法とほぼ一致していると言える。 

 

5.5.2 原位置透水試験 

(1) 小口径の既存ボーリング孔の拡孔と透水試験 

本手法で構築した透水場を確認するために，図 5.5.2-1 に示したように，試験区間の中

央に位置するボーリング孔 GAM98-05（口径 30mm）を拡孔して水理試験を実施してシア

ゾーンおよびマトリックス部分の透水係数を比較することとした。GAM98-05 孔は，今回

の試験区域のほぼ中央に位置する。今回新たに拡孔したボーリング孔 GAM98-05 は孔径

56mm，深度 5.72m で，本図からも分かるようにトモグラフィの解析断面とは少しねじれ

た位置で交差する。 

拡孔作業終了後に，ボアホールカメラによる観察を実施した。この結果，孔口から深度

4.55m にシアゾーンが，ほぼ水平に横切っていることを確認した。水理試験には，図 

5.5.2-2 の左図で示した，直径 52mm の 5 つのパッカーからなるマルチパッカーシステム

（MMPS）を使用した。この装置は 20cm ピッチで 5 区間において透水係数を測定するこ

とが可能である。 

水理試験では，GAM98-05 孔内の図 5.5.2-3 に示す位置に MMPS を設置した。本図で

示したように，計測は２回実施した。装置の設置位置はそれぞれ，レイアウト１およびレ

イアウト２として，同図に示した。また，トモグラフィで使用した TPF95-01 と GAM98-02

に，GAM98-05 孔からの孔間の影響を計測することを目的として，両孔内に，図 5.5.2-2

の右図で示したトリプルパッカーシステムを設置し，透水スクリーン試験をマトリックス，

遷移部およびシアゾーン）で実施した。GAM98-05 孔のパルステスト実施中の GAM98-02

および TPF95-01 孔の水圧測定データを図 5.5.2-7 に例示する。 

測定では，水圧の安定を確認後，パルス注入試験と定圧注入試験をレイアウト１で実施

した。第 1 段試験の水圧の回復を確認後，パッカーを収縮し，孔内装置をレイアウト２に

移動させた。引続きパルス注入試験と定圧注入試験からなる第 2 段試験を実施した。 
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図 5.5.2-1 透水トモグラフィ結果とボーリング孔配置 

 

 

図 5.5.2-2 GAM98-05 孔に設置した MMPS（左図）および GAM98-02 孔と TPF95-01 孔に

設置したトリプルパッカーシステム 
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図 5.5.2-3 レイアウト１およびレイアウト２の水理試験の計測位置 
・ 左側：パッカー最深部にシアゾーンを含め広い試験範囲にシアゾーンを含めた場合（レイアウト１），

右側：シアゾーン部分の試験範囲を狭くした場合(レイアウト２)。緑色の線はボーリング孔 BHTV 測定

で確認したシアゾーンの位置を示す。 

 

 

図 5.5.2-4 レイアウト１のパルス試験データ 
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図 5.5.2-5 レイアウト２のパルス試験データ 

 
図 5.5.2-6 レイアウト２の定圧注入試験の例（INT-2） 
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図 5.5.2-7 観測孔 TPF95-01 と GAM98-02 における孔内装置の設置位置 

図 5.5.2-8 パルス試験中の GAM98-02，TPF95-01 孔の水圧変化データ例 
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(2) 透水試験結果 

a. 解析方法 

パルス試験データは Bredehoeft and Papadopulos (1980)の方法により解析した。 

定圧注入試験は，対数時間に対する正規化した揚水データ(Δh/Q)の流速をプロットして

解析した。透水係数は，Jacob & Lohman (1952)による直線近似（SLA）を用いて評価し

た。同様の手順により，リカバリー時間を“Agarwal time” (Agarwal, 1980)に変換して，

圧力回復データの解析を行なった。 

b. レイアウト 1 の GAM98-05 インターバル解析 

レイアウト１のパルス試験の結果を表 5.5.2-1 に示す。試験区間は孔底から，INT-1～5 の順

に配列している。また，定圧注入試験の結果を表 5.5.2-1 に示す。定圧注入試験はシアゾーン

を含む INT-1 で実施した。 

 

表 5.5.2-1 GAM98-05 のパルス試験結果（レイアウト１） 

Tested borehole Unit INT-1 INT-2 INT-3 INT-4 INT-5 

Test number  PI-1-1 PI-4-1 PI-2-1 PI-5-1 PI-3-1 

Interval depths [m] 4.2-5.5 3.8-4.0 3.4-3.6 2.9-3.1 2.4-2.6 

Interval length [m] 1.3 0.2 0.2 0.2 0.2 

Initial Pressure [kPa] 91.4 95.1 81.2 91 92 

Injection Pressure [kPa] 553 535.8 547 529.5 558 

Injected volume [ml] 105.4 12.1 45.7 34.3 51.7 

Calculated T [m2/s] 7.1E-10 6.6E-12 1.1E-10 3.1E-12 3.5E-12 

Calculated k [m/s] 5.5E-10 3.3E-11 5.3E-10 1.5E-11 1.7E-11 

 

表 5.5.2-2 GAM98-05 の定圧注入試験結果（レイアウト１） 

Tested borehole  GAM98-05 

Test Number  HI-1-1/HIS-1-1 

Tested interval  1 

Interval depths [m] 4.2-5.5 

Interval length [m] 1.3 

Injection time period [sec] 2112 

Initial Pressure [kPa] 91.4 
Calculated T [m2/s] 3.7E-10 

Calculated k [m/s] 2.9E-10 
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c. レイアウト 2 の GAM98-05 インターバル解析 

レイアウト２のパルス試験結果を表 5.5.2-3 に示す。試験区間は孔底から，INT-1～5 の順

に配列している。また，定圧注入試験の結果を表 5.5.2-4 に示す。定圧注入試験は，INT-2

とシアゾーンを含む INT-3 で実施した。 

表 5.5.2-3 GAM98-05 のパルス試験結果（レイアウト２） 

Tested borehole Unit INT-1 INT-2 INT-3 INT-4 INT-5 

Test number  PI-8-2 PI-11-2 PI-9-2 PI-12-2 PI-10-2 

Interval depths [m] 5.3-5.5 4.9-5.1 4.5-4.7 4.0-4.2 3.5-3.7 

Interval length [m] 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 

Initial Pressure [kPa] 89.8 98.2 94.1 92.3 91.4 

Injection Pressure [kPa] 550 529.8 535 525.2 547 

Injected volume [ml] 5.6 39.5 35.4 5.6 9.5 

Calculated T [m2/s] 4.1E-12 2.9E-10 4.2E-10 6.7E-11 4.3E-10 

Calculated k [m/s] 2.1E-11 1.4E-9 2.1E-9 3.3E-10 2.2E-9 

 

表 5.5.2-4 GAM98-05 の定圧水理試験結果（レイアウト２） 

Tested borehole  GAM98-05 GAM98-05 

Test Number  HI-2-2/HIS-2-2 HI-3-2/HIS-3-2 

Tested interval  2 3 

Interval depths [m] 4.9-5.1 4.5-4.7 

Interval length [m] 0.2 0.2 

Injection time period [sec] 1760 1772 

Initial Pressure [kPa] 89.9 108.2 

Calculated T [m2/s] 3.6E-10 2.1E-10 

Calculated k [m/s] 1.8E-9 1.0E-9 

 

d. TPF95-01 孔の水理試験結果の比較 

弾性波トモグラフィ計測時に実施した TPF95-01 孔の水理試験結果を再現するために，図 

5.5.2-7 で示した水理試験区間の 3.20～5.88m 区間において，パルス試験を実施した。本区

間はシアゾーンを含んでいる。図 5.5.2-9 に計測データ及び解析結果を示す。本結果から，

シアゾーンの透水係数は 1.3E-9m/sec が得られた。この結果は前回の水理試験結果の

5.0E-9m/sec とほぼ同様の結果が得られたものと判断した。上記の透水試験の結果から，シ

アゾーンの透水係数は 10-9m/sec のオーダーの値を示すものと考えられる。 
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図 5.5.2-9 TPF95-01 孔で実施したパルス試験結果及び解析結果 

 

5.5.3 透水場構築手法の検証 

本手法で構築した透水係数分布と，ボーリング孔内で実施した水理試験の結果を比較し

て，本手法の検証を行った。孔内透水試験結果と弾性波トモグラフィから得られた透水係

数を図 5.5.3-1 に示す。図の横軸はボーリング孔口からの深度，縦軸には透水係数を表し

ている。 

本図には，レイアウト１およびレイアウト２のパッカーの最上部の位置を併せて示して

いる。 

GAM98-05 孔は，トモグラフィ解析断面と並行ではないため，透水試験で得られたボー

リング孔沿いの透水係数値は，ボーリング孔を中心として，半径 0.05m と半径 0.25m に

拡大して比較している。すなわち，半径 0.05m の範囲にある解析グリッドの透水係数（図

中塗りつぶし●で表示）と，半径 0.25m の範囲にある透水係数（図中白抜き○で表示）で

は，重なるグリッド数が異なる。半径 0.05m の場合は，トモグラフィの解析断面とボーリ

ング孔の交点（深度 3.2m 付近）の近傍だけが示されている。また，深度 4.5～4.7m 付近

の縦線は，シアゾーンの位置を示している。 

計測された透水係数は，1.5E-11 m/s から 1.6E-9m/s まで分布しており，シアゾーンと

母岩の明瞭なコントラストは認められない。孔内透水試験の結果をまとめると以下のよう

に示すことができる。 

・ 孔口から 2.4～3.1m，3.8～4.0ｍおよび 5.3～5.5m に位置するマトリックス部分の透水

計数値は，1.5E-11m/sec～3.3E-11m/sec が得られ，GAM98-05 孔内で最も透水性が低

い部分である。 

・ 孔口深度 4.5～5.1m 区間の透水係数は，1.5E-9 m/sec，1.6E-9 m/sec が得られ，ボアホ
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ールカメラの観察結果と併せて判断すると，ここでは GAM のシアゾーンの透水係数

を示しているものと考えられる。 

・ シアゾーン近傍で遷移帯の部分は，ボアホールカメラの観察結果から 4.0～4.2m の部分

および 3.4～3.6m の部分は，3E-10 ～5E-10 m/sec を示すことから，シアゾーンより

も透水性が低く，マトリックス部分よりも透水性が高い遷移部分と考えられる。 
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図 5.5.3-1 GAM98-05 孔での透水試験結果と透水トモグラフィにより得られた透水係数との

比較 

 

表 5.5.3-1 に本手法により構築した透水係数分布と透水試験による結果の比較をまとめ

た。1E-11m/sec から 1E-9m/sec の領域ではトモグラフィで推定した値と，水理試験の結

果は良好に一致している。一方，1E-11m/sec 以下の低透水性の区間については，本手法で

は 1E-13m/sec の非常に低い透水係数まで示している。また 1E-9m/sec より透水性が高い

部分では，本手法では 1E-8m/sec オーダーを示しているが，水理試験では１オーダー低い

値を示している。これらを考えると，MMPS が低透水性評価において精度が余り良くない

こと，トモグラフィの相関のしきい値のうち，低透水部分の設定が高かった可能性がある。  
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表 5.5.3-1 トモグラフィの比較結果 

トモグラフィによる透水係数(m/sec) 評   価 

1E-11 以下 透水試験では，最小で 1E-11m/s オーダー 

1E-11 ～ 1E-9 良好に一致する 

1E-9 以上 シアゾーンは透水試験では，1E-9m/s オーダーを示
す。トモグラフィでは相関のしきい値に達している。 

 

5.5.4 本手法の評価 

弾性波速度差のトモグラムを用いた本手法と既存の手法との比較，さらには新規ボーリ

ング孔における透水試験との比較を通じて，本手法の実証を行った。ボーリング孔間 1.5m

の領域ではあるが，本手法の有効性を示すことができた。その中で，今後の展開を考える

上で改善すべき点が現れた。透水試験においては，本手法での取り扱いが弾性波速度差と

の相関性をみることから，有効に活用するには透水試験の区間長にも十分注意が必要と思

われることである。また，透水性の上限下限の設定においても通常の逆解析と異なり，外

挿することができる反面，上下限の設定に注意が必要と思われる。 

また，本手法は，弾性波トモグラフィで速度差の空間分布を設定することから，地質構

造の解析精度に影響される。すなわち，決定論的な本手法では，地質構造の解像度が低い

場合，破砕帯が高角度に分布する場合，破砕帯の大きさが分解能以下の場合など，水理構

造を正しく再現できない可能性がある。 

図 5.5.4-1 に，トモグラフィ計測で使用した２孔に，今回拡孔した１孔を加えて，３本

のボーリング孔の水理データを使用して，本手法による透水係数分布を作成した。これは，

実際の地質調査では，調査の進展に沿って調査対象（ここではシアゾーンの形状や透水構

造）の不確実性が低減すると考えられる方法である。本図からは，ボーリング孔が３本に

なったことで，全体的な透水構造は変わらないが，やや複雑になったように見える。特に，

ボーリング孔の奥部（図の下側）に，高透水ゾーンが広がった様子が見られる。GAM98-02

孔と TPF95-01 孔ではこのような高透水ゾーンは確認されていないことから，追加したボ

ーリング孔の水理情報が影響したものと考えられる。このことは，決定論的な手法では，

与える水理情報の重みが等しいため，空間情報がない場合に，最も近傍の情報から推定し

た値を示す恐れを示したものである。このような決定論的な手法によるミスリードを防ぐ

ためには，本手法に加えて，統計的手法による透水場構築手法も併せて検討して，総合的
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に水理場の評価を行うことが，透水場の再現において不確実性を低減できる方法であると

考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.5.4-1 弾性波速度差トモグラフィと TPF95-01，GAM98-02，GAM98-05 ボーリング孔

による透水試験を用いたトモグラフィ解析結果 

（左 TPF95-01，GAM98-02 のみ利用の結果，右側：GAM98-05 を加えた結果） 
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5.6 スケール拡大への適用 

前項では，ボーリング孔間 1.5m の GAM エリアを対象にした本手法の適用性を評価してきた。

ここでは GAM エリアよりも大きいボーリング間隔において，本手法の適用性を確認することを

目的として，同じグリムゼルテストサイト内の FEBEX エリアにおいて透水トモグラフィを実施

した。 

 

5.6.1 既存資料の整理 

(1) FEBEX エリアの既存情報の整理 

FEBEX エリアは，図 5.6.1-1 に示す GTS の施設内に位置する試験サイトの名称である。

高レベル放射性廃棄物の人工バリア試験（Full-scale High Level Waste Engineered 

Barriers Experiment）に由来する。本地域には，図 5.6.1-3 に示すように，BOUS85001

および BOUS85002 の２本のボーリングを含めて 4 本のボーリングが存在する。広域の透

水トモグラフィ技術の適用性を検討するために，BOUS85001 および BOUS85002 の 2 本

のボーリング孔間で弾性波特性試験を実施することとした。このボーリング孔は，ラボラト

リトンネルから水平下向き 15°で掘削されており，お互いに平行している。この領域は，

USDOE(米国エネルギー省)が過去に孔間弾性波試験を実施した場所で，ラボラトリトンネ

ルから水平に掘削された FEBEX トンネルが孔間に位置するが，BOUS ボーリングとはね

じれの位置にある。また，FBX ボーリングはラボラトリトンネルからほぼ水平に掘削され

ている。この領域のボーリング孔で得られた代表的なコア写真を図 5.6.1-2 に示す。また，

このエリアに存在するボーリング孔を表 5.6.1-1 に示す。また，そこで計測された透水係数

を表 5.6.1-2 に，透水試験の計測区間を図 5.6.1-3 に示す。 

 

表 5.6.1-1 周辺ボーリング孔 
Co-ordinates of borehole mouth Borehole Length 

[m] 
Azimuth 

[°] 
Dip angle [°] 
([-] = down) Y [667.___ ] X [159.___ ] Z 

US 85.001 149.60 290 -15.0 500.43 357.12 1728.05 
US 85.002 149.70 290 -15.0 481.92 287.84 1729.30 

FBX 95.001 76.70 275 -1.0 496.71 347.55 1730.00 
FBX 95.002 132.54 258 -1.2 493.49 338.67 1730.20 
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図 5.6.1-1 BOUS(FEBEX)試験エリア 

 

 
図 5.6.1-2 試験エリア地質状況 

・ (上左：破砕帯，上右：貫入岩，下左 86 mm コアで上から一般部，貫入岩，破砕部，中：86 mm コア（マ

トリックス部の quartz vein）右：impregnated shear zone (開口部は，breccia と断層ガウジで充填され

ている); 画像サイズ: 3 cm 

 

BOUS(FEB
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表 5.6.1-2 透水係数計測データ （Guimerà et al., 1998） 

ボーリング孔 試験深度 試験範囲(m) 透過係数(T) 透水係数(K) 
BOUS85.001 I1 (83.50-150.00) 66.5 3.6E-10 5.41E-12 
BOUS85.001 I2 (73.00-82.50) 9.5 3.2E-09 3.37E-10 
BOUS85.001 I3 (11.50-72.00) 60.5 3.9E-10 6.45E-12 
     
BOUS85.002 I1 (114.00-150.00) 36 8.3E-10 2.31E-11 
BOUS85.002 I2 (111.00-113.00) 2 2.8E-08 1.4E-08 
BOUS85.002 I3 (90.00-110.00) 20 2.7E-09 1.35E-10 
BOUS85.002 I4 (60.00-89.00) 29 7E-08 2.41E-09 
BOUS85.002 I5 (54.00-59.00) 5 1.6E-08 3.2E-09 
BOUS85.002 I6 (13.00-53.00) 40 1.3E-07 3.25E-09 

  

 

図 5.6.1-3 ボーリング孔および透水試験計測区間のレイアウト 

 

(2) 地質構造 

ボーリングコア，トンネル壁面の観察・評価，孔内透水試験，さらに Albert et al.(1999)

が実施した孔間弾性波試験（図 5.6.1-4）の情報を基にして，地下水流動を表したフローモ

デルによる地質構造モデル（図 5.6.1-5）を構築した。ここで構成されている地質について

は，以下の 4 分類とし，透水性を表 5.6.1-3 のように設定した。 

· S ゾーン 

FEBEX エリアでは，支配的なシアゾーンであり，比較的透水性の高い特徴を有する。

走向は，GAM のシアゾーンとほぼ同じである。 

· K ゾーン 
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破砕によってもろく，開口したシアゾーンで，S ゾーンとは，ほぼ直交する。そのため，

S ゾーンと亀裂ネットワークを構成して地下水流動を構成する場合がある。 

· ランプロファイア 

FEBEX エリアにある貫入岩で，比較的広がりを有し，低透水性を示す。 

· 母岩 

母岩は，花崗閃緑岩で，小さな割れ目も含んだ構造を示す。低透水性を示す。 

 

(3) 弾性波速度構造 

図 5.6.1-4 に示した Albert et al.(1999)によって実施された孔間弾性波試験の結果のう

ち，Field US1 と表示された部分が FEBEX エリアである。FEBEX エリアの弾性波速度

は，4.5～5.6km/sec の範囲で分布しており，全体的には 5km/sec 以上の速度分布が卓越

している。やや速度が低い部分は FEBEX トンネル近傍とその延長部に認められ，

BOUS85002 孔の奥部には低速度のスポットが認められる。この部分は，フローモデルに

よる亀裂分布を示した図 5.6.1-5 では，Ｓゾーンが集中していることから，亀裂の影響を

受けて弾性波速度が低下しいているものと考えられる。FEBEX エリアは，ランプロファ

イヤ，Ｓゾーン，Ｋゾーンが複雑に分布する部分に当たる。また，BOUS85002 孔の孔口

から 111～113m の位置（表 5.6.1-2 参照）では，高透水の亀裂が認められており，低速

度の範囲はこの地点に相当する。 

 

表 5.6.1-3 FEBEX エリアの透水性の特性 

構造 透水量係数(m2/s) 透水性の連続性 

ランプロファイア 0.8 ～1.5E-9 不均質性が大きい。他の構造と関連している可

能性がある。 

S ゾーン 3E-9～8E-8  不均質でかつ連続性を示し，他の構造と広くつ

ながっている 

K ゾーン 1E-9～2.5E-8 不均質であるが，広がりは不明である。全体的

にはあまり大きな構造ではない。 

母岩 1.E-11 m/s 広域に広がる 
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図 5.6.1-4  Albert et al.(1999)による弾性波速度分布図 

 

 

図 5.6.1-5 フローモデルによる地質境界，Ｓゾーン，Ｋゾーン，ランプロファイヤの分布 
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5.6.2 弾性波トモグラフィの計測 

(1) 使用機器 

 GAM サイトと同様に，幾つかの異なる周波数を用いて弾性波トモグラフィを計測することか

ら，震源にはピエゾ式の発信器を使用した。ただし，孔間距離が 70m に拡大するため，周波数

帯域が高いものよりも，発振エネルギーが大きい装置を使用した。受振器にはハイドロフォンア

レイを用いた。トモグラフィ計測に使用した機器の一覧を表 5.6.2-1 に示す。 

 

表 5.6.2-1 計測装置一覧 

装置名 メーカー／タイプ 仕様 写真 

震源 

(ピエゾ式発信器) 

メーカー：ｼｽﾃﾑ技研 

 

寸法：外径 55mm 

長さ 790mm 

周波数：～22kHz  

受振器 

(２４連ハイドロフ

ォン) 

メーカー：ｼｽﾃﾑ技研 

 

周波数：～100kHz 

受波感度：-215dB 以上 

受振器間隔：2m  

記録器 メーカー：NI 他 サンプリング間隔：250kHz/sec 

チャンネル数：26ch 

  

パルスジェネレー

タ 

メーカー：Agilent 

タイプ：33220A 

 

振幅：10mVpp～10Vpp 

周波数：1μ～20MHz 

消費電力：50VA  

アンプ メーカー：NF 回路設計 

タイプ：HAS4052 

 

最大電圧：300Vpp 

周波数：DC～500kHz 

利得：×20～200 倍  
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(2) 計測 

 トモグラフィ計測に際し，BOUS85001 を発振孔，BOUS85.002 を受振孔とした。計測のジ

オメトリを図 5.6.2-1 に示す。計測システムを図 5.6.2-2 に示す。測定に先立って，図 5.6.2-1

に示した発振点 45，受振点 42 において，計測する周波数帯を判断するためにパラメータテスト

を実施した。発振信号には 5 波のバーストサイン波を使用した。使用した周波数を表 5.6.2-2 に

示す。 

図 5.6.2-3 に発振周波数 0.5kHz～10kHz の受信波形を示す。本図の 0 秒にはカップリングノ

イズが認められる。本図から 625Hz から 4kHz までの記録で波動の伝播が認められる。パラメ

ータテストの結果を踏まえて，トモグラフィ測定は，2.5kHz と 1.25kHz の 2 種類の周波数で実

施した。バースト波の波数はパラメータテストと同じく 5 波とし，スタッキング回数は 1024 回

とした。測定波形の一例として，起振孔の最深部 T45 に震源を設置し，受振孔の R22 から R43

までの受振記録を図 5.6.2-4 に示す。5 波の波の伝播が確認できるほか，図中波線で囲んだよう

にチューブ波の発生も認められる。チューブ波の発生位置と透水性亀裂位置とは関係があるとさ

れ，実際に孔口深度 108m には湧水が確認されている(R30 の孔口深度が 108m)。 

 

70m

50
m

42
m

84
m

70m

50
m

42
m

84
m

 

図 5.6.2-1 透水トモグラフィ計測範囲と透水試験計測区間 
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起振信号
Generator

増幅器

収録器

震源

受振器
(ハイドロフォン)

モニター
同期

弾性波

起振信号
起振信号

Generator
増幅器

収録器

震源

受振器
(ハイドロフォン)

モニター
同期

弾性波

起振信号

 
図 5.6.2-2 計測システムの概要 

 

表 5.6.2-2 パラメータテストで使用した発振周波数の仕様 

250kS/s10245340Vpp10.000kHz

250kS/s10245340Vpp8.000kHz

250kS/s10245340Vpp6.250kHz

250kS/s10245340Vpp5.000kHz

250kS/s10245340Vpp4.000kHz

250kS/s10245340Vpp3.000kHz

250kS/s10245340Vpp2.500kHz

250kS/s10245340Vpp2.000kHz

250kS/s10245340Vpp1.500kHz

250kS/s10245340Vpp1.250kHz

250kS/s10245340Vpp1.000kHz

250kS/s10245340Vpp0.800kHz

250kS/s10245340Vpp0.625kHz

250kS/s10245340Vpp0.500kHz
サンプル間隔ｽﾀｯｸ数波数出力周波数

受振側発振側

250kS/s10245340Vpp10.000kHz

250kS/s10245340Vpp8.000kHz

250kS/s10245340Vpp6.250kHz

250kS/s10245340Vpp5.000kHz

250kS/s10245340Vpp4.000kHz

250kS/s10245340Vpp3.000kHz

250kS/s10245340Vpp2.500kHz

250kS/s10245340Vpp2.000kHz

250kS/s10245340Vpp1.500kHz

250kS/s10245340Vpp1.250kHz

250kS/s10245340Vpp1.000kHz

250kS/s10245340Vpp0.800kHz

250kS/s10245340Vpp0.625kHz

250kS/s10245340Vpp0.500kHz
サンプル間隔ｽﾀｯｸ数波数出力周波数

受振側発振側

 
S/s：１秒間のサンプル数       
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Measure Date 2006.10.23~11.1 Stacks 1,024
Ｓｉｔｅ Grimsel Test Site Febex S45-R42 Sampling Rate 250,000 Hz

Source Piezo22kHz
Distance 71.547 m

500Hz

625Hz

800Hz

1.00kHz

1.25kHz

1.50kHz

2.00kHz

2.50kHz

3.00kHz

4.00kHz

5.00kHz

6.25kHz

8.00kHz

10.0kHz

-1.0 0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0 16.0 17.0 18.0 19.0 20.0

time (ms)

 

図 5.6.2-3 パラメータテストの受振波形 
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表 5.6.2-3 計測の仕様 

周波数（kHz） 出力(Vpp) バースト波数 スタック数 

1.25 340 5 1024 

2.50 340 5 1024 

 

 

 
図 5.6.2-4 (a)波形記録および(b)測定ジオメトリ 

 

5.6.3 トモグラフィ解析 

初動はGAMエリアの本試験と同様に，発振波形のモニター記録と受振波形のピーク間の

時間差から求めた。解析座標は発振点T01を原点として表 5.6.3-1に示したように変換して，

逆解析を行った。解析した1.25kHzと2.5kHzの速度断面およびこれらの速度差断面を図 

5.6.3-1図 5.6.3-2に示す。1.25kHzと2.5kHzの速度断面は，GAMエリアの場合と同様に，

周波数による違いはほとんど認められない。弾性波速度は5km/sec程度が卓越するが，一部

で4.8km/sec程度の低速度のスポットを示す。全体的には,NE-SW方向（図では左上から右

下に向いたトレンド）の構造が認められる。そこで，既存資料との比較として図 5.6.3-3に，

Albert et. al.(1999)が実施した孔間弾性波測定の速度トモグラムと，今回の試験で作成した

速度断面の結果を比較した。同図の左側に1.25kHzの速度断面を，右図にAlbert et al.(1999)

の結果を示している。両者とも，速度値に大きな違いは認められない。また，低速度の部分

の位置・形状はほとんど同じであると言える。 
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次に，速度差断面を図 5.6.3-4に示す。本図から速度差は最大で70m/sec程度を示すこと

がわかった。また，速度断面で見られたNE-SW方向のトレンドは，速度差断面ではより鮮

明に見えており，このほかにも，NW-SE方向のトレンドも確認できる。これは，既存資料

で示されたＳゾーン，Ｋゾーンの構造にほぼ整合している。既存資料の水理地質構造と比較

するために，図 5.6.3-3に，フローモデル，速度断面，速度差断面を比較して示す。本図か

ら，Ｓゾーン，Ｋゾーンに対応する位置に，速度差のトレンドが見られる。速度断面ではこ

のトレンドは不明瞭である。また，速度差断面では，フローモデルでは表現されていないト

レンドも見られることから，過去の調査では捕らえられていない水理地質構造を捕らえた可

能性を示すものと考えられる。以上から，速度断面よりも速度差断面の方が地質構造をよく

反映しているものと考えられる。 

 

表 5.6.3-1 解析で使用したローカル座標点 

 ボーリング孔 長さ x,y 座標 (cm) 

T01 BOUS 85.001 42m (0, 0) 

T45 BOUS 85.001 130m (0, 8800) 

R01 BOUS 85.002 50m (7092, 302) 

R43 BOUS 85.002 134m (6947, 8701) 
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図 5.6.3-1 FEBEX エリアの周波数 1.25kHz による速度トモグラム 
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図 5.6.3-2  FEBEX エリアの周波数 2.50kHz による速度トモグラム 
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図 5.6.3-3 既存資料の速度断面との比較（左図：周波数 1.25kHz，右図：Albert, et al.） 
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図 5.6.3-4  FEBEX エリアの周波数 2.50kHz と 1.25kHz との速度差トモグラム 
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Ｐ波速度断面
(1.25kHz)

速度差断面 フローモデルＰ波速度断面
(1.25kHz)

速度差断面 フローモデル

 

図 5.6.3-5 既存資料からのフローモデルと速度断面，速度差断面の比較 

 

5.6.4 透水トモグラムの構築 

透水場の構築は，図 5.6.4-1(a)に示す既存の透水試験結果(BOUS85001 孔内で 3 区間，

BOUS85002 孔内で 6 区間)を利用した。同図(b)に速度差と透水試験値の相関図を示す。速

度差は，透水試験区間に対応する速度差断面のセルの平均値とした。相関関係の算出にあた

り，透水試験区間が解析範囲からはずれている US1-3 と US2-6 を除外した。また，US1-1

と US2-1 に関しては，他と傾向が異なりボーリング端部のデータで信頼性が低い可能性が

あることから除外した。速度差がマイナス値をとる原因に関して,詳細は今後の課題である

が,GAM 地点と同様に原位置で測定可能な周波数が限られ実際の地盤構造が複雑なため，分

散に伴う速度変化と岩盤性状による速度の違いが存在し，異なる周波数における波長の違い

から波の伝播する場所に違いが生じ，場合によっては見かけ上，高周波の波の方が遅く到達

したように見えたのではないかと考えている。 

求めた透水係数断面と，BOUS 地点で実施したボーリング，各種孔内試験および既存の弾
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性波トモグラフィ結果から総合的に検討した推定水理地質構造図とを比較して，図 5.6.4-3

図 5.6.4-3に示す。BOUS85001の10m付近からBOUS85002の80m付近およびBOUS85001

の 55m 付近から BOUS85002 の最深部に向けて，NE-SW 方向の比較的高透水なゾーンが

認められる。また，解析範囲南東の角付近(図の右上部付近)にも高透水ゾーンが認められる。

これらの位置には，推定水理構造図によるＳゾーン が多く分布している。また，低透水を

示す部分である BOUS85001 の 40m 付近から BOUS85002 の 70m 付近にかけては，推定

水理構造図において高透水を示唆する構造が少ない傾向が認められる。 

以上のことから，孔間距離 70m という実用的なスケールにおいて，震源の周波数が

1.25kHz と 2.50kHz の弾性波トモグラフィを行ない，その速度差を利用することにより岩

盤の透水性に関わる情報が得られることが確認されたと判断した。 
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図 5.6.4-1 (a)透水試験区間と速度差断面および(b)速度差と透水係数との相関。 
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図 5.6.4-2 FEBEX エリアの透水係数断面 

 

構造要素
Sゾーン(NE-SW剪断帯)：赤
Kゾーン(NW-SE剪断帯)：青
lamprophyre (ほぼE-W)：濃緑

 

図 5.6.4-3 推定水理地質構造図との比較 
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5.7 長距離孔間における課題と対策 

前節では，花崗岩において孔間距離 70m 程度までのスケールで，異なる周波数による弾性

波トモグラフィと孔内透水試験の組み合わせによる手法の適用性を検証してきた。孔間距離が

短いこのスケールでは，ボーリング孔を利用した孔間透水試験を実施することは技術的に可能

であり，グリムゼルの GAM エリアにおいては，孔間透水試験と弾性波による透水トモグラフ

ィの組み合わせが成立し，透水係数の値についても整合した結果が得られた。 

一方で，高レベル放射性廃棄物地層処分の概要調査段階では，ボーリング孔は１孔または離

散的に数孔掘削されることが考えられる。また，概要調査の次段階である精密調査段階や一般

の土木調査においても，詳細調査で数 100m 程度の孔間距離は経済性の観点から一般的であり，

岩盤中の透水性亀裂の連続性把握のためや活断層の変状調査を対象とした群列ボーリングな

どの他はあまり例を見ない。すなわち短距離孔間で用いられる孔間透水試験が実施できないま

たは，実施しても膨大な計測時間が必要とされるボーリング孔間において，物理探査手法を適

用した透水性の空間把握は，地盤からの物理的な応答を利用した合理的な唯一の手法と考えら

れる。 

上記の課題を解決するひとつの手法として，弾性波エネルギーを離散的なボーリング孔間を

伝播させる手法の適用が考えられる。そこで，ここでは，初めに弾性波エネルギーを遠隔地ま

で伝播させる手法を検討した結果について，弾性波のエネルギーを強大化するために弾性波の

発振源である孔内震源開発について記述する。次に，開発した孔内震源装置を使用し，堆積岩

地域で比較的長距離の弾性波トモグラフィ計測を実施して，孔内透水試験のデータを組み合わ

せて，透水係数の空間分布を構築した結果について記述する。 

 

5.8 既存の震源装置の比較 

震源開発に先立ち，既存の震源の機構と発生するエネルギーについて整理・比較し，開発孔

内震源に採用する最適な手法について検討した。 

現在利用されているインパルス震源と連続波震源には以下のものある。 

＜インパルス震源＞ 

①爆薬 

②エアガン／ウォーターガン 

③スパーカー 

④重錘落下型（メカニカル）震源 
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＜連続波を発生させる震源＞ 

①圧電／磁歪型スイープ震源 

②油圧駆動型バイブレータ震源 

③ダウンホールオービタルバイブレータ震源 

④ドリルビットの掘削振動利用システム 

孔内震源で実用上最も重要なパラメータは，発震波のエネルギーと周波数である。エネルギ

ーは波動の伝播距離に比例する。また，発震波形の卓越周波数は，数 10Hz から数 kHz，波動

伝播距離は，数ｍから数 1000m の範囲にわたる。一般的に高周波成分は距離と共に減衰が大

きいため，発震波形の卓越周波数が高い震源は，波動伝播距離が短くなる。以下に各震源の動

作原理を示すとともに性能を比較する。 

 

5.8.1 インパルス型震源 

(1) 爆薬 

爆薬は，地震探査用の震源の中で，最もエネルギー（効率）が大きく，周波数帯域も広い効

果的な震源である。しかし孔内震源として利用する場合には，エネルギーを大きくした場合に

孔壁に与えるダメージの問題や水圧に応じて特殊な爆薬，起爆装置を要するという問題がある。 

資源探査分野では，Chen et al. (1990)によって，図 5.8.1-1 に示すように，32 個のダイナ

マイトを装填できるシステムが開発されたが，孔壁へのダメージや不発が発生するなどの安全

上の問題などにより，広く用いられなかった。 

              
図 5.8.1-1 多発震型の孔内爆薬震源(Chen et al., 1990) 

 

一方，土木調査分野では，観測に使用するボーリング孔の深度が浅い場合が多く，作業効率

の問題も現実的な範囲で対応可能なこと，また，孔間距離も小さく，あまり大きなエネルギー
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を必要とせず，少量の爆薬の使用で済み，孔壁に与えるダメージも制御できることから，雷管

や少量（10g 程度）のダイナマイトが孔内震源として利用される場合が多い。図 5.8.1-2 に，

米国イリノイ州の硬岩サイトで収録された少量のダイナマイト震源での記録例を示す（Dong 

and Toksoz, 1992）。 

 

図 5.8.1-2 硬岩サイトでの少量のダイナマイト震源での記録例(Dong and Toksoz, 1992) 

 

(2) エアガン／ウォーターガン 

エアガンは，チャンバーに蓄えられた高圧の空気を，ウォーターガンは，高圧の流体を瞬間

的に外部に放出した衝撃によって，地盤中に弾性波エネルギーを伝播させる装置である。両震

源とも，海上探査で広く利用されている震源であるが，孔内用に設計されたものが，ダウンホ

ールエアガン，ウォーターガンである。図 5.8.1-3（Chen and Eriksen,1989)は，各震源と爆

薬震源と比較したが，ウォーターガンにはエアガンを超える利点が認められなかったため，現

在ではエアガンが利用されている。 

孔内エアガンは，繰り返し発震が容易なため，１回の発震で十分なエネルギーが得られない

場合には，一般にスタッキングが行われる。しかし周辺水圧が大きくなると，効果的な発震が

難しくなるため，適用深度が限られること（一般には，深度 2000m 程度まで），発震周波数帯

域が低いこと，バブル効果によって初動直後の後続波が発生するなどの短所もある。 
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図 5.8.1-3 ダイナマイト，エアガン，ウォーターガンの比較(Chen and Eriksen, 1989) 

 

(3) スパーカー 

スパーカーは，コンデンサーに蓄えた電荷を水中の電極に水中放電させることで音波を発生

させる装置である。スパーカー震源は，比較的簡便に，キロヘルツを越える高周波の波を発生

することができるが，発震エネルギーは小さい。 

資源探査分野では，米国 SWRI(Southwest Research Institute) が，大深度のボーリング孔

でも使用できるスパーカー震源を開発した（Owen et al., 1988）が，十分なエネルギーが得ら

れなかったため（500～1000 ジュール程度），利用拡大には至らなかった。土木調査分野では，

孔間距離があまり大きくないため，その高周波特性に着目した孔内用スパーカー震源がいくつ

か開発されている（工藤ほか，1997，薮内ほか，1998，Geotomographie, 2006）。通常のス

パーカー震源は，反力がないモノポール型の発震特性を有するので，P 波や SV 波を優勢に発

生するが，Geotomographie 社では，放電発震に方向性を持たせ SH 波を優勢に発震すること

のできるスパーカー震源を開発している。図 5.8.1-4 に，その震源の概要と記録例を示す

（Geotomographie,2006）。 

ダイナマイト 

エアガン 

ウォーターガン 
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図 5.8.1-4 SH 波発震用孔内スパーカー震源と記録例 (Geotomographie, 2006) 

 

(4) 重錘落下型（メカニカル）震源 

孔内用の重錘落下型の震源は，その発震機構により，固着型と浮遊型に分けられる。固着型

は孔壁にパッカーなどで圧着させて振動を岩盤に伝達させるもので，その例として，フランス

の IFP 社（当時）が開発した震源の模式図を図 5.8.1-5 に示す(Beydoun et al., 1989)。この震

源では，ケーシング（あるいはドリルパイプ）内に設置されたパッカーをアンビルとして重錘

を落下，衝突させ，その反動により地盤中に弾性波を発生させる。この震源で収録された孔間

データを同図に示す。 

 

 

図 5.8.1-5 IFP 社（当時）の重錘落下型震源の模式図と記録例（Beydoun et al.,1989） 

 

浮遊型震源は，孔壁に震源装置を圧着させないで，孔内水を介して振動を岩盤に伝達させる

もので，応用地質（株）が開発した OWS がある。この震源の模式図を，図 5.8.1-6 に示す（大
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矢，1995）。孔内水中に懸垂されたプローブ内にある重錘が，ばねに抗しながらモータによっ

て引き上げられた後，規定の位置でリリースされ，ばねによって加速され，下端のアンビルを

打撃する。アンビルには複数の円盤が連結されており，打撃時に円盤が圧縮され，円盤間の孔

内水の放射圧力が孔壁を打撃し，弾性波を発生させる仕組みである。この震源を大型化し，よ

り大きな伝播距離での探査に利用できるように改良された大型 OWS があり，石油探査現場で

実際に使用されている（石井ほか，1995，横田ほか，2000）。 

                               

図 5.8.1-6 OWS 震源構造模式図（大矢, 1995） 

 

5.8.2  連続波を発生させる震源 

(1) 圧電／磁歪型スイープ震源 

圧電素子や磁歪素子が電界を加えると変形する性質を利用した振動（音波，超音波）発生装

置は，様々な分野で各種のものが開発，利用されており，地震探査用の孔内震源としてもいく

つかのタイプのものが開発，利用されている。圧電／磁歪型震源の最大の特徴は，他の震源に

ない極めて高周波の信号を発生することができることである。震源の多くは，数 10kHz にお

よぶ高周波の波を発生させることができる。孔内水を通して震動を伝播させるので，孔壁には

圧着させない。一方，素子単独では，発生するエネルギーが極めて小さいため，実際の装置で

は，多数の素子を組み合わせるとともに，発震信号をパルスではなく連続波やコード波とする

ことによってエネルギーを増大させ，実用的な震源として利用されている。 

圧電型震源の開発の過程では，様々な形状のものが試行されたが，最終的に最もエネルギー

の大きな発震が可能な装置として，円筒板（シリンドリカルベンダー）型のものが採用された。

図 5.8.2-2 は，SWRI を中心に開発されたシリンドリカルベンダー震源の模式図である
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（Balogh et al.,1988）。実用的な震源では，この素子を複数個重畳して出力を増大させるとと

もに，入力信号として，決められた周波数帯域の正弦波などの連続信号を用いる。さらにスタ

ッキングによる S/N の向上を図るのが一般的である。繰り返し信号の再現性，トリガーの精度

は極めて高いので，スタッキングの効果は明瞭に現れる。この震源は，その後改良が加えられ，

商業用探査で一般的な震源として利用されている（Harris et al., 1995）。図 5.8.2-2 に本震源

による記録例を示す（Harris et al., 1995）。 

入力信号として，正弦波ではなく，擬似ランダムバイナリーコード(PRBS)を変調波として

利用し，極めて広帯域の弾性波を伝播させ，弾性波速度の周波数依存性（分散性）を測定し，

それを用いて地盤の透水性を推定するという試みにもこのタイプの震源が利用されている

（Yamamoto et al., 1995）。図 5.8.2-3 に，この手法で測定された異なる周波数の弾性波の伝

播状況を示す。また，磁歪型を利用した震源も同時平行的に開発が進められた。図 5.8.2-4 は

磁歪型震源で収録された記録例である（Khalil et al., 1993）。 

 

                 

 

 

 

図  5.8.2-7 シリンドリカルベンダー震

源の構造模式図（Balogh et al.,1988） 

図  5.8.2-1 シリンドリカルベンダー震

源の記録例（Harris et al., 1995) 
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(2) 油圧駆動型バイブレータ震源 

バイブレータ型孔内震源は，地上のバイブレータ震源と同様に，孔内震源本体をベースプレ

ートとして孔壁に固着し，内部のリアクションマスをスイープ信号に従って動かして，孔壁に

弾性波を伝達させる装置である。駆動させる機構として油圧を用いるものが実用化されている

（Paulsson et al., 1998）。バイブレータ震源の特長は，発震周波数を，地盤や探査目的に応じ

て制御できること，孔壁に固着するため，発震エネルギー効率が高く，チューブウェーブの発

生を抑制することができる点にある。一方，短所としては，油圧駆動のため，圧電型／磁歪型

震源に比べて発震可能な周波数が低いことなどが挙げられる。図 5.8.2-4 に，本震源で得られ

た孔間データの例を示す（Paulsson et al., 1998） 

 

図  5.8.2-2 PRBS コードによる記録例

（Yamamoto et al., 1995) 

図  5.8.2-3 磁歪型スイープ震源の記録

例（Khalil et al., 1993) 
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図 5.8.2-4 油圧駆動型バイブレータ震源の記録例（Paulsson et al., 1998) 

 

(3) ダウンホールオービタルバイブレータ震源 

ダウンホールオービタルバイブレータ震源(DOV)は，油圧駆動型バイブレータ震源同様，バ

イブレータ本体内部にあるリアクションマスをバイブレータ本体に対して相対的に動かすこ

とによって弾性波を発生させるが，異なる点は孔内水中に浮遊させた状態で，孔内水を通して

震動を地盤に伝えることである。また，リアクションマスを偏心状に回転させることによって，

連続的なダイポール発震を行い，P 波，SV 波に加えて，SH 波の発震も可能にしているところ

が特徴である。図 5.8.2-5 に DOV の構造模式図と Conoco 社による実験でのデータを示す

（Hardage, 1992）。 

       

         （左）構造模式図        （右）記録例 

図 5.8.2-5 DOV の構造模式図と記録例（Hardage, 1992) 
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(4) ドリルビットの掘削振動利用システム 

掘削中のドリルビットの振動を震源として利用して地震探査を行うというアイデアが 1980

年に発案され，1980 年代後半に実用化のための研究開発が行われた（Rector et al., 1988）。

この手法は，ボーリング掘削中にリアルタイムで地下の情報を得る MWD(Measurement 

While Drilling) の一種として，地震探査を行う技術であることから SWD(Seismic While 

Drilling)と呼ばれている。この手法は，掘削中のドリルビットの振動を地表に設置した地震計

で観測し，同時にスイベルなどのボーリングマシンでモニターされた掘削振動との相互相関処

理を行うことによって，通常の VSP（逆 VSP）と同じような記録を得て，VSP 解析によって

地下の反射法断面を求める手法である（模式図を図 5.8.2-6 (a)に示す）。掘削中あるいは，掘

削終了直後にボーリング孔周辺の速度情報や地下の断面であるVSP断面が得られることから，

掘削中の掘進管理の上でも，あるいは掘削終了後に改めて探査をする必要がないことから，安

全性，経済性の観点からも大きなメリットがある（Borland et al., 1997）。 

掘削中のドリルビット振動のエネルギーや周波数は，掘進条件や地盤条件に強く依存するた

め，一般的な孔内震源として利用することは難しいが，これまでの VSP 探査の例では，深度

数 1000m での探査実績が報告されている（Borland et al., 1997, Taylor et al., 2005）。図 

5.8.2-6 (b)に一例を示す（Borland et al., 1997）。 

 

         
        (a)概念図         (b)地表反射法断面に挿入された VSP 解析結果 

図 5.8.2-6 SWD の概念図と VSP 解析結果（Borland et al., 1997) 
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5.8.3  性能比較実験例 

Texaco 社は，米国テキサス州のハンブルにある同社の現場実験場で孔内震源の比較実験を

行っている（Howlett, 1991）。比較実験では，爆薬，エアガン（大，小），ウォーターガン，

スパーカー，油圧駆動型バイブレータ，空気圧駆動型バイブレータ，圧電型スイープ震源の７

種類の震源を比較し，そのうち，実用的な性能が確認された，爆薬（6g のダイナマイト），エ

アガン（40inch3２連型），油圧駆動型バイブレータ，圧電型スイープ震源について，実記録が

示されている。図 5.8.3-1 にその結果を示す。 

 

   

      

図 5.8.3-1 震源の比較実験結果（Howlett., 1991) 

 

 

ダイナマイト エアガン 

油圧駆動型バイブレータ震源 圧電型スイープ震源 
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5.8.4  性能や適用性の比較 

孔内震源の性能や適用性を評価するには，発震エネルギー（波動伝播距離）と卓越周波数が

重要である。実際の探査に適用するにあたっては，探査目的，現場での作業性，経済性，安全

性，ボーリング・孔内水条件，データ処理などに関係する特性も考慮する必要がある。表 5.8.4-1

にこれまで説明してきた各震源を伝播距離や孔壁への影響などについて比較するとともに，現

状の震源が有する課題についてまとめた。 

 

表 5.8.4-1 既存の孔内震源の性能および適用性 

 

表 5.8.4-1 に示したように，比較の結果，長距離のボーリング孔間に弾性波を伝達させるた

めには，連続波型の孔内震源が有利であると判断した。インパルス震源は，短時間に全てのエ

ネルギーを発生させる震源であるため，発生するエネルギーを大きくする場合，ボーリング孔

へのダメージについての配慮が必要になる。一方，連続波を発生させる震源は，小さなエネル
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5.8.4-1 に Hardage(1992)によって示された，インパルス震源と連続波震源の発生エネルギー

分布のイメージを示す。図中 A,B はインパルス型および連続波型によって発生された瞬時発生

エネルギーの最大値であり，T1，T2 はそれぞれの波動の継続時間を示す。連続波型震源は，

長時間連続してエネルギーを放出するため，エネルギー総量はインパルス型よりも大きくなる

ことを示している。これらの中でも，圧電・磁歪型のスイープ震源は，発生する弾性波の周波

数帯域が他の震源に比べて広いことから，多数の周波数帯を利用する本手法には適していると

判断できる。 

 

 
図 5.8.4-1 インパルス震源と連続波震源の発生エネルギー分布( Hardage, 1992) 

 

5.9 孔内震源の開発 

5.9.1 開発方針と設計 

(1) 開発方針 

本手法では，幾つかの特定した周波数の弾性波を安定して発信できる震源装置が必要である。

前項で既存の孔内震源を比較した結果，圧電・磁歪型のスイープ震源は，周波数帯が広く，安

定して任意の周波数の波動を制御できるため，本手法の計測には適している。ただし，GTS

の試験でもわかるように，既存震源ではエネルギーが小さく，長距離のボーリング孔間には適

用が難しい。さらに，周波数コントロールが容易で，かつ孔内震源としてボーリング孔内に挿

入できる外径であることが求められる。このため，圧電・磁歪型の震源で，発振機構部分の高

エネルギー化と信号圧縮技術を併用することで，波動の伝播距離が大きい孔内震源を開発する

こととした。 
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(2) 振動子の検討 

圧電・磁歪型の震源は，超音波弾性波計測装置にも使用されているように，特定の周波数の

波動を連続して発生させることが可能である。そこで，圧電素子および磁歪素子について孔内

震源の波動発生部分である振動子としての特性を検討した。検討にあたり，圧電セラミック素

子と磁歪材料として，Terfenol-D を取り上げた。圧電セラミック素子は一般に振動素子として

広く利用されているが，発生させる周波数を低くするには，円形に整形した素子の直径を大き

くする必要があり，限られたボーリング孔内に震源を挿入させるには，周波数帯が高くなるこ

とが考えられた。Terfenol-D はアメリカの ETREMA 社の製品で，テルビウム 0.27，ディス

プロシウム 0.73，鉄 1.9 の重量比からなる単結晶超磁歪材料である。図 5.9.1-1 に示したよう

に，Terfenol-D は，磁界中では磁歪変位を起こすことが知られている。ETREME 社の製品を

販売している（株）モリテックスの製品カタログによれば，磁場の変化に対し，40μ秒（25kHz

相当）以下で追従することが示されており，磁歪変位は最大 2000ppm である。以上のことか

ら，振動部分の変位量を大きくすること，磁場の変化に素早く追従できることで，震源として

使用できると考え，振動子には Terfenol-D を導入した。 

 

図 5.9.1-1 磁界中における磁歪材料の変化（モリテックスホームページより引用） 

 

(3) 信号圧縮方法 

一定の周波数で振動させるために，信号圧縮の方法として，PRBS（Pseudo Random Binary 

Sequence）コードを導入した。PRBS コードは図 5.9.1-2 に示すように，1 と 0 の連続したコ

ードであり，(a)クロック周波数 fc と(b)コード長 2n-1 で設定された信号の積である。このコー

ド長 2n-1 を 1 周期として必要回数繰り返す。 
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(a)クロック周波数

fc

(b)PRBS コード

2n-1
1 周期

 
図 5.9.1-2 PRBS コード(矢印の間が 1 周期) 

 

この発震信号 S(t)と計測結果である受振信号 R(t)の相互相関関数Ψ(t)を計算することによ

り，発震信号S(t)と受振信号R(t)の相対的な時間差Δt，すなわち，伝播時間を求める。図 5.9.1-3

はコード長 25-1=31 の場合を示しており，PRBS コードの自己相関関数Φを 3 クロックサイク

ルおよび 0 クロックサイクル（または１周期）ずらした例を示しており，それぞれ相互相関は，

Φ=-1，31 となる。 

 

(a)3 波長ずらして自己相関関数を計算

(b)0 波長ずらして自己相関関数を計算  

図 5.9.1-3 PRBS の自己相関計算例 

 

このようにして求めた PRBS の自己相関関数Φを図 5.9.1-4 に示した。時間のずれ(LAG)は

0 の時にピークが現れ，その他は－１である。すなわち，PRBS コードの長さを周波数で除し
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た時間(2n-1)/fc =31/fc を周期としてピークが繰り返し現れることがわかる。 

伝播時間Δt は発震信号 S(t)と受振信号 R(t)の相対的な時間差であるから，発震信号と受振

信号の相互相関関数Ψ(τ)=∫S(t+τ)･R(t)において，ピークが現れた時(τ=τ0)の時，Δt=τ0

として伝播時間を求めることができる。 

 

 
図 5.9.1-4 発震側と受振側の相互相関関数 

 

実際に発震器から出す波形は，正弦波と PRBS コードの積を用いており，図 5.9.1-5 に示す

ように，PRBS コードの値が 0 の時に正弦波の位相を 180 度変換して発震する。この正弦波と

PRBS コードの積を PRBS 信号と呼ぶ。 

 

 

図 5.9.1-5 PRBS 信号 

 

5.9.2 小型震源 

(1) 小型震源の試作 

まず，振動子と入力信号の検討結果を基に，Terfenol-D を用いた小型震源を試作した。図 

5.9.2-1 に振動子の内部を示す。振動子の中央に超磁歪材の Terfenol-D があり，周りを永久磁
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石で取り囲んで，超磁歪材にプレストレスをかけている。その外側に電磁コイルが巻かれてお

り，コイルに交流電流を通電することで，超磁歪材が伸縮する。伸縮した変位は振動軸を通じ

て，図 5.9.2-2 に示した共鳴器を伸縮させる。共鳴器は超磁歪材が伸びると図 5.9.2-3 に示し

たように外側に広がり，逆に超磁歪材が縮むと内側に縮む。この動きにより，ボーリング孔内

水に振動を伝達し，岩盤中に波動を伝達させる方式である。図 5.9.2-4 に小型震源の全容を示

す。 

 

 

図 5.9.2-1 振動子の内部 

振動子 共鳴器 

振動部と共鳴器の固定部 

振動子と共鳴器の固定部 

 
図 5.9.2-2 振動子に共鳴器を取り付けた震源本体部分 

 

円筒型 Terfenol-D 
コイル 

芯棒 電極 

振動軸 永久磁石 円筒ヨーク ケース アンカー 

皿ばね 
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図 5.9.2-3 振動子の伸縮に伴う共鳴器の振動とボーリング孔内水の動き 

 

  
図 5.9.2-4 小型震源の外観 

 

(2) 小型震源の性能試験 

小型震源の性能試験として，水中での出力試験(電圧感度試験)と伝播性能試験を実施した。 

電圧感度試験は米国テキサス州オースチンのテキサス大学音響計測機器試験場で実施した。

電圧感度試験の概要を図 5.9.2-5 に示す。また，本試験により得られた周波数特性計測結果を

図 5.9.2-6 に示す。なお，本図の縦軸は電圧感度(1m 離れた点で 1V を印加した際の音圧単位

dB)，横軸は発振周波数を示す。この際，電圧感度は次式により求められる 

HP

PHH
P MV

dV
S =

                              

ここで，SP：電圧感度(dB re 1V/μPa)，VH：受振電圧(V)，VP：印加電圧(V)，dPH：器

間距離(m)，MH：受振器感度(dB re 1V/μPa) 

静止時 動作時(+)
振動子の伸び = ＋
共鳴器が孔内水を押し

動作時(－)
振動子の伸び = －
共鳴器が孔内水を引き

静止時 動作時(+)
振動子の伸び = ＋
共鳴器が孔内水を押し

動作時(－)
振動子の伸び = －
共鳴器が孔内水を引き

外径：80mm 

全長：600mm 
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また，本図中の理論値は ETREMA 社による設計値，計測モデル値は設計値と比較するため

に計測値をもとに周囲からの反響など試験場特有の影響を補正した計算値である。本図から，

計測値は当初の設計よりややエネルギーピークの周波数高く，3500Hz 付近で最大約 130dB の

電圧感度を持つことが確認できた。また，計測値のカーブは設計値よりも急傾斜であるため，

使用できる周波数帯域が狭いと考えられる。 

 

 

図 5.9.2-5 小型震源の水中試験の概要 
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図 5.9.2-6 震源の周波数特性計測結果 

 

 また，伝播性能試験は，スイスグリムゼルテストサイトで実施した。計測は，グリムゼルテ

ストサイト内のボーリング孔（図 5.9.2-7 参照）を利用した。起振孔として使用したボーリン

グ孔（図 5.9.2-7 中の赤線）は鉛直孔，受振孔として使用したボーリング孔（図 5.9.2-7 中の
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青線）は斜孔であり，両孔はねじれた位置にある。使用した起振周波数は，0.5 kHz から 6.0 kHz

で，ねじれの位置にあるため，伝播距離は 70m から 200m の間に分布する。図 5.9.2-8 に受

信した波形記録の一例を示す。起振深度は 2kHz のときが孔口から 72m の位置で，それ以外

では孔口から 30m の深度で計測した。本図から，小型震源の発信エネルギーが最大となる

3.5kHz の場合で，約 23 ミリ秒付近まで波動が得られていることが認められる。GTS の岩盤

の平均的なＰ波速度が 5km/secであることから，115m 程度の伝達能力と概算できる。よって，

小型震源は 100m 程度の孔間距離において，3.5kHz 前後の波動を計測できる性能を有する。

また，現状の震源を比較した表 5.8.4-1 に示した震源の中で，既存の圧電・磁歪型のスイープ

震源や爆薬と比べて，小型震源は卓越周波数が数倍向上していることがわかる。ただし，所期

の目標である長距離孔間距離での本手法の対応を考えた場合，伝播距離および周波数帯域が不

足しているとも言える。 

 

測定孔測定孔 測定孔測定孔
 

図 5.9.2-7 小型震源の伝播性能試験の実施位置図（GTS：グリムゼルテストサイト内） 
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(1)周波数 2.0kHz の場合         (2)周波数 3.5kHz の場合 

図 5.9.2-8 受信波形の一例 

 

5.9.3 大型震源 

(1) 大型震源の製作 

小型震源の試験結果を考慮し，大型震源（所期の製作目標である孔内震源）の設計・製作を

行った。大型震源は，広帯域化と高出力化の両方を満足するために，出力(電圧感度)，周波数

帯域，寸法，消費電力を考慮し，中心周波数の異なる複数の振動子と共鳴器を組み合わせ，製

作した。表 5.9.3-1 に小型震源と大型震源の仕様を，図 5.9.3-1 に大型震源の概要を示す。 

 

表 5.9.3-1 大型震源と小型震源の仕様比較 

項目 大型震源 小型震源 
電圧感度 140dB (re 1uPa/V) 130dB (re 1uPa/V) 
中心周波数域 500Hz～4,500Hz 3500Hz 
寸法 外径 120mm，長さ 2,000mm 外径 80mm，長さ 600mm 
共鳴器個数 4 個 1 個 
消費電力 4kW(4A，1000V) 1kW(1A，1000V) 
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図 5.9.3-1 大型震源（共鳴器は上から，900Hz，2500Hz，1500Hz，700Hz） 

 

(2) 大型震源の性能試験 

大型震源の性能試験（水中での電圧感度試験）は，小型震源と同様の試験場（テキサス大学

音響計測機器試験場）で実施した。図 5.9.3-2 に示すように，試験結果から，設計値の 140dB

に対して，大型震源の出力は，105dB から 125dB しか得られず，特に低周波数域の出力が低

いことが判明した。 
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図 5.9.3-2 水中での出力試験結果 

 

(3)  大型震源の改良 

大型震源の出力感度が小型震源と比較して大きな成果が認められなかった原因として，水中

での性能試験結果を踏まえて，以下に挙げる２点を抽出した。 

① ボーリング孔内において深度 1500m 程度での適用を想定したため，共鳴器内に水

が自由に出入りできる構造とした。振動エネルギーが共鳴器内で反射して，波動エ

ネルギーを相殺している可能性がある。 

② ４個の異なる固有周波数の振動子と共鳴器を連結した構造に問題がある。特に

700Hz 及び 900Hz の共鳴器は縦横比が２を超えることから，２次モードの振動が

発生している可能性がある。 

上記①に関して，共鳴器内を空気または水で充填した場合の出力を比較した結果を図 

5.9.3-3 に示す。本図からも明らかなように，空気充填の共鳴器は一部を除いて，出力が上昇

しているのが確認できる。 

これら上記①と②の課題を解決するために，共鳴器内部を空気で充填するために圧力補償装

置を付加すること，そして縦横比が小さく，高次の振動モードの影響が小さい 1500Hz および

2500Hz の 2 種類の共鳴器を用いることとした。このうち，圧力補償装置を図 5.9.3-4 に示す。

圧力補償装置は，ガス供給源としての窒素ガスボンベ，所定圧への圧力調整を行う制御部，大

型震源にガスを供給するガスホースから構成される。制御部の制御盤において大型震源の設置

深度に応じた圧力値を入力することにより，大型震源の共鳴器に供給される仕組みである。共

鳴器内部では周囲の水圧とつり合った気圧の気体が充填される。 
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700 Hz 

 

700 Hz 

 

(1)共鳴器内に水を充填した場合      (2)共鳴器内に空気を充填した場合 

図 5.9.3-3 各共鳴器の周波数特性 
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ガス 

注入 
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水圧 水圧 

振動子 

 

図 5.9.3-4 圧力補償装置概要図 

 

 

(4) 大型震源の波動伝播試験 

改良後の大型震源の波動伝播能力を確認するために，つくば市内の試験場にあるボーリング

制御部の状況 
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孔を利用して波動伝播試験を実施した。試験には図 5.9.3-5 に示すように，#2 孔を起振孔，#5

孔を受信孔として，孔間距離 110m の区間で実施した。大型震源は#2 孔の深度 300m に設置

した。受振器には PSI 社製の 24 連ハイドロフォンを用いた。受振点間隔は 5m である。受振

器は#5 孔の深度 179m から 294m に設置した。表 5.9.3-2 に使用機器を示す。図 5.9.3-6 に伝

播試験結果を示す。0.5kHz と 1kHz の記録から，受振点全体にわたって初動が明瞭に計測さ

れていることが認められる。2 kHz の記録では浅部に設置した受振器の初動が読み取りにくく

なるとともに，深部に設置した受振器からは，後続波の振幅が大きくなっている様子が認めら

れる。2kHz と 3kHz の記録では，初動はほとんど認められず，深部に設置した受振器で後続

波の一部が認められる程度であった。また，図 5.9.3-7 には 3kHz のデータ以外の各周波数の

スペクトルを示す。0.5 kHz の場合には 300Hz に，1.0kHz の場合には 300Hz と 800Hz にピ

ークが見られた。一方，2 kHz では 300Hz から 1800Hz でエネルギーが分布している様子が

見える。この結果から大型震源は 110m の孔間距離において 2kHz 程度までの周波数帯で使用

できる装置であることが確認できた。 

 

表 5.9.3-2  大型震源の波動伝播試験時の使用機器 

装置の名称 メーカー・モデル 仕様等 

発震器 

大型震源 

研究開発 

プロトタイプ 

長さ 2700mm，外径 120mm 

PRBS 信号入力 

電源増幅器 
Instrumental 社 

S11-4 
最大出力 4kVA，単相 220V 

記録装置 

PRBS 信号用 

JFE シビル 

SAC-01 

8ch 同時取得 

計測周波数 0.2kHz～10kHz 

圧力補償装置 
研究開発 

プロトタイプ 

最大調整圧力 30MPa(深度 300m に相当) 

幅 2400mmx 奥行き 600mmx 高さ 1700mm 

47L ボンベ 10 本設置 

ガスチューブ 
ブリジストン社 

KA02 

外径79mm，最高使用圧力19.5MPa，最小破壊圧力78MPa，

重量 50g/m 

受振器/ウィンチ PSI 社/応用地質 24ch ハイドロフォン(5m 間隔) 
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図 5.9.3-5 計測孔配置図 
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図 5.9.3-6 大型震源の波動伝播試験の結果 
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図 5.9.3-7 震源別周波数スペクトル図 

 

(5) 耐久性能の検討 

前項のとおり，改良した大型震源は，110m の孔間距離において 2kHz 程度までの周波数帯

で使用できる装置であることが確認できた。しかし，一方で伝播試験中に電磁コイルが焼損す

る事態が生じた。これは，超磁歪材を伸縮させる磁場を作るうえ，電磁コイルを冷却する媒体

が窒素ガスだけであるため，振動装置内の温度が上昇すると考えられた。そのため，振動子部

分の温度特性を把握し，破損に至らない条件内で現実的な測定が可能かどうかを検討した。本

検討では，振動子表面の温度を計測し，温度上昇特性を把握した。この際，印加電流 1A と 2A，

発振周波数は 200Hz の場合について，熱電対温度センサーを振動子の周辺（ケースとシャフ

ト）の外側に貼付けて計測を行った。その結果，図 5.9.3-8 に示すような温度勾配と[電流]×[電

流]×[周波数]の関係を得た。本図の縦軸はコイルが 100℃になるまでの推定時間(温度勾配から

直線で予測)，横軸は電流の２乗と周波数の積を示す。試験結果及び故障時の状況はほぼ直線

上に分布していることから，この結果を用いて連続運転時間の目安が推定できる。 

 

0.5kHz 1.0kHz 2.0kHz 
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電流値・周波数とコイルが100℃になるまでの時間
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図 5.9.3-8 電流値・周波数とコイルが 100℃になるまでの時間 

 

5.10 堆積岩地域での実証試験 

次に，前節に記述した孔内震源（大型震源）を用いて，孔間弾性波トモグラフィを実施し，

透水場の構築を実証することを目的に，堆積岩地域での実証試験を行った。ここでは，その方

法や結果等について記述する。 

 

5.10.1 試験場の概要および地質構造 

実証試験は，米国テキサス州のサンアントニオ郊外にあるデバイン試験場で行った。デバイ

ン試験場は，かつて British Petroleum(BP)社の所有であったが，1998 年にテキサス大学の物

理探査研究室に寄贈され，現在では，学術目的だけでなく企業の研究にも使用することができ

る最先端の公用物理探査実験施設として知られている。現在までに，地表地震探査実験，地表

電気探査，ボーリング孔を用いた実験，ボーリング孔間のトモグラフィ実験など様々な実験が

行われてきている。試験場の案内図を図 5.10.1-1 に示す。また試験場と場内のボーリング孔

配置図を図 5.10.1-2 に示す。また，図 5.10.1-3 に示すとおり，試験場内の地質構造は水平成

層構造である。 
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図 5.10.1-1 デバイン試験場の位置図 

 

 

図 5.10.1-2 試験場内のボーリング孔配置図（テキサス大学 HP 資料に加筆） 
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図 5.10.1-3 試験場内の推定地質断面図（テキサス大学 HP 資料に加筆） 

  

また，確証試験は，深度 800～2000 フィート（以後 ft）（おおよそ 240～600m）の区間を

対象に行った。この対象区間内では，新生代第三紀と中生代白亜紀の堆積物が分布している。

第三紀の堆積物はWilcox層群，中生代の堆積物はNavarro層群と Sun Miguel累層，Anacacho

石灰岩である。Navarro 層群には既往資料に石油・ガス胚胎層の記述のあった Olmos 砂岩が

含まれている。 

テキサス大学の地質研究室がまとめたテキサス州の地質アトラス・サンアントニオ版には，

Wilcox 層群と Navarro 層群について以下のような記述がある。 

・ Wilcox 層群・・・新生代第三紀始新世の堆積物である。主に泥岩からなり，様々な割

合で砂岩・亜炭を含む。最も上位，下位は通常，海緑石化している。マッシブなもの

から薄層まで泥岩はシルトと細粒な砂を含み，上部は淡茶色から黄土色へ，中間は濃
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い灰色，下部は黄灰色で風化している。上部砂岩は，中間へと細粒化し，薄灰色から

淡黄茶色となる。下部では非常に細粒で黄土色から薄茶色となる。亜炭は主に中間付

近に存在する。下部の Midway 層群へと徐々に遷移していくため，下部境界は明瞭で

ない。 

・ Navarro 層群・・・中生代白亜紀の堆積物である。上部はマール，粘土，砂岩，シル

ト岩からなる。マールと粘土は海緑石化し，リモナイト（褐鉄鉱），菱鉄鉱が凝集し

ている。砂岩は細粒で，シルト岩は黄灰色で，硬く青みがかった灰色の石英質で直径

が 2～10ft の石灰岩を含む。砂岩層は水平方向の連続性はあまりよくない。西にいく

ほど厚くなり 580ft 程度にまでなる。下部はモンモリロナイト優勢の粘土で，滑らか

で緑がかった灰色から青灰色になる。風化して厚く黒い粘土層質となる。厚さは 400ft

程度で全てあわせた層厚は 980ft 程度である。 

 さらに，デバイン試験場の水理特性については，デバインサイトに現れる地質のうち石油・

ガス胚胎層と考えられるのは，中生代の地質である Olmos sand 層，Sun Miguel 累層，Austin 

Chalk 層である。これらの石油・ガス胚胎層は周囲の地層よりも浸透率（透水係数）が高いと

考えられ，その値は Olmos sand 層では 0.07～10mD, San Miguel 累層中の砂岩では 0.1～

33mD 程度と考えられる(Al-Qarni et al., 2000/2001)（ただし 1mD≒1.0×10-6cm/s）。 

 

5.10.2 試験場の整備 

 孔内震源の波動伝播試験や孔間弾性波トモグラフィ計測を実施するにあたり，試験場の整備と

して，次の試験等を行った。 

・ トモグラフィ実施に必要なボーリング孔の掘削 

・ ボーリング孔周辺の地質・物理情報を取得するための物理検層 

・ 透水場構築に必要なボーリング孔内における水理試験 

 以下，各試験等の実施内容や結果等について記述する。 

 

(1) ボーリング孔の掘削 

ここでは，前記図 5.10.1-2 と図 5.10.1-3 に示す No.10 孔の掘削を行った。掘削は，掘削完

了後に内径６インチ（以後，in）のケーシングを設置するため，最終孔径を 9-1/2in で行った。

9-1/2in での掘削は，２段目ケーシング挿入深度（深度 189ｍ;630ft）で実施し，それ以浅では

12-1/2in で掘削を行った。掘削にはロータリー式オイルフィードボーリングマシンを使用し，
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トリコンビットを用いて掘削した。12-1/2in トリコンビットで深度 189ｍ:630ft まで削孔し，

10-3/4in のケーシングを 183ｍ：600ft まで設置し，セメンチングを行った。続いて 9-1/2in

トリコンビットで最終的には深度 655ｍ:2150ft まで削孔し，7in のケーシングを 640ｍ：2100ft

まで設置し，フルホールセメンチングを行った。掘削中は，孔内で実施する水理試験および検

層に支障を生じさせないように，地層，泥水，掘進荷重および回転速度などに留意し，孔壁の

健全性および鉛直精度の向上に努めた。また，深度約 189ｍ:630ft までは 10-3/4in のケーシン

グを設置し，さらに深度 655ｍ:2100ft までは 7in のケーシングを設置した。ケーシングとし

て圧力配管用炭素鋼鋼管をネジ加工して用いた。 

また，地質観察は，掘削時に孔口から排出されるカッティングス（岩屑）を採取して行った。

これは，デバイン試験場内の既存ボーリングからの地質情報を利用することで，詳細な地質構

造に関する情報を得らたことから，作業の迅速性と孔壁保持期間を考慮して，ボーリング孔掘

削はノンコアとしたたためであった。基本的には，深度約 20m ごとに採取したが，カッティ

ングスや排水の色が変化したときには深度にかかわらずその都度採取した。地質観察の結果を

表 5.10.2-1 に示す。また，本表をもとに作成した柱状図を図 5.10.2-1 に示す。 

 

表 5.10.2-1 地質観察結果 

640 ｆｔ 195 m ～ 670 ｆｔ 204 m 石灰岩

670 ｆｔ 204 m ～ 680 ｆｔ 207 m 石灰岩/砂岩

680 ｆｔ 207 m ～ 770 ｆｔ 235 m 砂岩

770 ｆｔ 235 m ～ 850 ｆｔ 259 m 石灰岩主体/砂岩/泥岩

850 ｆｔ 259 m ～ 920 ｆｔ 280 m
砂岩/泥岩/石灰岩
（下部ほど石灰岩　少）

920 ｆｔ 280 m ～ 1000 ｆｔ 305 m 砂岩

1000 ｆｔ 305 m ～ 1230 ｆｔ 375 m 砂岩/泥岩

1230 ｆｔ 375 m ～ 1560 ｆｔ 475 m 砂岩/泥岩/石灰岩

1560 ｆｔ 475 m ～ 1980 ｆｔ 603 m シルト岩 砂岩/泥岩 Sun Miguel累層

1980 ｆｔ 603 m ～ 2150 ｆｔ 655 m 石灰岩 石灰岩 Anacacho石灰岩

m
既存資料による

マール/粘土/砂岩

砂岩/泥岩

深度

Navarro層群

Wilcox層群

判定岩種 地層名
ｆｔ m ｆｔ
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図 5.10.2-1 地質柱状図 

 

(2) 物理検層 

物理検層は，今回掘削した No.10 孔においてケーシングを挿入する前の裸孔状態で，いく

つかの検層ツールを組み合わせたコンビネーション検層により実施した。検層データとして

は，孔径，自然放射能，自然電位，密度，見掛け比抵抗，弾性波速度，間隙率を取得した。

すべての検層データはデジタルデータとして記録した。得られた検層結果を図 7.3.3.-2 に示

す。検層結果と地質柱状図を比較すると，各検層結果は，各岩相の特徴を捉えていることが

わかる。例えば，深度 900ft までは検層結果にばらつきが見られるが，これは，地質柱状図

と対比すると砂岩，石灰岩および頁岩といった比抵抗および弾性波速度のコントラストが大

きい地層が薄く互層状に分布しているためだと考えられる。また，深度 1150ft や 1960ft 付近

では，全ての物性が大きく変化しているが，これらは，地質柱状図と対比すると石灰岩の分

布と整合的である。 

 

Wilcox 層群 

Navarro 層群 

Sun Miguel 累層 

Anacacho 石灰岩 
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(左)孔径       (中)自然放射能      (右)自然電位 

 

図 5.10.2-2 (1) 物理検層結果（No.10 孔）   
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あり，API は米国石油協会の規格である。 
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       (左)密度         (右)見掛け比抵抗 

 

図 5.10.2-2 (2) 物理探査結果（No.10 孔）   
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        (左)弾性波速度      (右)間隙率 

 

図 5.10.2-2 (3) 物理検層結果（No.10 孔）   
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(3) 透水試験 

a. 測定方法 

岩盤の透水係数を把握するために，今回掘削した No.10 孔内で透水試験を実施した。透

水試験は，「地盤工学会基準（JGS1321-2003）孔内水位回復法による岩盤の透水試験方法」

に準じて実施した。透水試験は，ダブルパッカー方式により実施した。この際，使用した

装置の使用と概要を表 5.10.2-2 と図 5.10.2-3 に示す。また，測定手順は，以下のとおり

とした。 

① ボーリングロッドを介して塩水循環させて試験区間の孔壁を洗浄した。 

② ストレーナー区間を 5m として孔内試験装置を予定深度まで降下した。 

③ 窒素ガス圧により測定管内の水位を下げた後，ピンチバルブを閉塞して止水状態とし

た。 

④ パッカーを水圧で膨張させ，孔壁に密着させることにより，試験区間内の水密性を保

持した。 

⑤ 試験区間内の間隙水圧を約一晩に渡って経時的に記録し，間隙水圧を把握した。 

⑥ ピンチバルブ解放後，水位測定用ホース内の水位と時間を経時的に記録した。 

⑦ 試験の終了は，上昇水位が 80％程度回復または，試験時間が４時間を超過した場合と

した。 

 

表 5.10.2-2 透水試験装置の仕様 

項 目 名 称 仕   様 

水位記録装置 
(東京測器 TDS-601) 

使用温度範囲:0～50 ℃ 

使用電源:AC 90-110 V 

寸法・重量:430(W)×180(H)×460(D) mm 

最大測定点数:10 点 

加圧タンク 
寸法:φ330 mm × h500 mm 

最大許容圧力：1 MPa 

地上装置 

窒素ボンベ 充填圧力:15 MPa 

水圧計 
容量：2.0 MPa 以下 

精度：±0.1 %FS（BSL） 

孔内装置 
パッカー 
(Geopro 社製) 

寸法：φ170ｍｍ×ｈ2000 ｍｍ 

可変範囲：φ170～φ330 ｍｍ 
最大圧力：6 MPa (φ170 mm 時) 
        ：1.5 MPa (φ330 mm 時) 
水圧によるインフレート方式 
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12V
バッテリ-

12V
バッテリ-

TDS601

ch 00

ch 01

圧力ｲﾝｼﾞｹ-ﾀ-圧力ｲﾝｼﾞｹ-ﾀ-

ペンレコ

基盤

基盤

窒
素
ボ
ン
ベ

窒
素
ボ
ン
ベ

加
圧
タ
ン
ク

加
圧
タ
ン
ク

深度約G.L－200m

ボーリングロッド

ホ-スﾚｼﾞｭ-ｻ-

ピンチバルブ

上部大パッカ-

中間ロッド及び
ｽﾄﾚ-ﾅ-部

下部大パッカ-

ケ-ブル

ケ-ブル

電源
(110v)

試験区間　原則５m

試験深度
約G.L－200m～－500m

水圧計（間隙水圧測定用）

間隙水圧測定用ホース

水圧計（水位測定用）

水位測定用ホース

ピンチバルブ開閉用ホース

パッカー膨張用ホース

 
図 5.10.2-3 透水試験装置の概要図 

 

b. 試験区間の選定 

試験区間は，孔内状況(泥水・泥壁の状況)，物理検層結果，カッティングス結果などを

総合的に判断して，表 5.10.2-3 のとおり選定した。 

 

表 5.10.2-3 透水試験の試験区間の概要 
試験区間（深度） 岩種 試験目的 

716 ft (218.4 m)- 733 ft (223.4 m) 砂岩 地質による違いを把握（砂岩の値の

取得） 
821 ft(250.4 m)- 838 ft(255.4 m) 石灰岩 地質による違いを把握(石灰質砂岩

の値の取得) 
1306 ft(398.2 m)- 1323 ft(403.2 m) 砂岩石灰岩互層 

（砂岩優勢） 
地質による違いを把握（砂岩石灰岩

互層 砂岩優勢の値の取得） 
346 ft(410.4 m)- 1363 ft(415.4 m) 砂岩石灰岩互層 

（石灰岩優勢） 
地質による違いを把握（砂岩石灰岩

互層 石灰岩優勢の値の取得） 

 

加圧タンク 

ホースレジューサ 

ピンチバルブ 

上下部パッカー 
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c. 解析方法 

測定の結果，得られたデータから以下の手順にしたがって，透水係数を算出した。 

① 回復する水位 h(m)とその測定時間 t(s)を図 5.10.2-4 のようにプロットし，h-t 曲

線の漸近線から水位の回復がほぼ停止時の平衡水位 h0を求めた。 

② 図 5.10.2-4 に示すように，片対数グラフの対数目盛（縦軸）に水位差 s(m)（平衡

水位 h0とホース内の水位 h の差），算術目盛（横軸）に時間 t(s)をとり，両者に直

線の関係が確認できた 2 区間の勾配を次式により求めた。 

( ) ( )1221log ttssa −=  

ここで，a(1/s)：求める直線の勾配， 

直線上にある任意の 2 点の座標(t1,log s1)および(t2,iog s2) 

ただし，直線の関係が不確かな場合には，測定値を直線で近似したうえで 2 区

間の勾配を求めた。 

③ 透水係数 k(m/s)は，次式から算出した。 

( ) ( )( ) ( )( )aDLLdk 2log83.2 2 ρ=  

ここで，d：ホースの内径（m） （=0.012m） 

D：試験区間の孔径（m） 

L：試験区間の長さ（m）（=5.00m） 

ρ：塩水の密度(Mg/m3)  （=1.17 Mg/m3，孔内水に塩水を用いたため） 

 

    

        図 5.10.2-4 水位と時間の関係                図 5.10.2-5  logｓ-ｔ曲線 
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d. 透水試験結果 

試験結果の一例を図 5.10.2-6 に示す。また，解析の結果，得られた透水係数の一覧を表 

5.10.2-4 に示す。本表に示すとおり，得られた透水係数は，試験区間が砂岩と石灰岩の場

合 10－10(m/s)オーダー，砂岩石灰岩互層の場合 10－8(m/s)オーダーであった。 
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0 1000 2000 3000 4000 5000

時間 t (s)

水
位

差
 l
o
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 (
m

)

 

図 5.10.2-6 試験結果の一例（logs-t，試験区間 1306-1323 ft の場合) 

 

表 5.10.2-4 透水試験結果一覧表 
試験区間（深度） 岩種 透水係数(m/s) 

716 ft (218.4 m)- 733 ft (223.4 m) 砂岩 3.81×10－10 
821 ft(250.4 m)- 838 ft(255.4 m) 石灰岩 1.31×10－10 
1306 ft(398.2 m)- 1323 ft(403.2 m) 砂岩石灰岩互層 

（砂岩優勢） 
1.02×10－8 

346 ft(410.4 m)- 1363 ft(415.4 m) 砂岩石灰岩互層 

（石灰岩優勢） 
1.35×10－8 

 

5.10.3 孔内震源の波動伝播試験 

(1) 試験の概要  

堆積岩環境下における孔内震源（前記の本研究で開発した大型震源）の波動伝播能力を確認

することと，弾性波トモグラフィの測定仕様を決定するための試験を行った。波動伝播試験の

概要を表 5.10.3-1～表 5.10.3-2 と図 5.10.3-1，に示す。 

 

 

測定データ 

解析結果（直線の勾配） 
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表 5.10.3-1 孔内震源の波動伝播試験の仕様 
項 目 仕 様 
受振孔 No.10 孔 
起振孔と孔間距離 No.9 孔）100m，No.2 孔）300m，No.4 孔）400m 
起振深度 414m と 253m 
受振深度 起振深度 414m の場合）350～454m 

起振深度 253m の場合）200～304m 
起振周波数 250，500，750，1000，1500，2000Hz 

 

 

表 5.10.3-2 孔内震源の波動伝播試験の実施内容 
No. 起震孔 受震孔 孔間距離(m) 起震深度(m) 受震深度(m) 周波数(Hz) 

1 #9 #10 100 253 200～304 500 

2 #9 #10 100 253 200～304 1000 

3 #9 #10 100 253 200～304 1500 

4 #9 #10 100 253 200～304 2000 

5 #9 #10 100 414 350～454 500 

6 #9 #10 100 414 350～454 1000 

7 #9 #10 100 414 350～454 1500 

8 #9 #10 100 414 350～454 2000 

9 #2 #10 300 253 200～304 250 

10 #2 #10 300 253 200～304 500 

11 #2 #10 300 253 200～304 750 

12 #2 #10 300 253 200～304 1000 

13 #2 #10 300 414 350～454 250 

14 #2 #10 300 414 350～454 500 

15 #2 #10 300 414 350～454 750 

16 #2 #10 300 414 350～454 1000 

17 #4 #10 400 253 200～304 250 

18 #4 #10 400 253 200～304 500 

19 #4 #10 400 253 200～304 750 

20 #4 #10 400 253 200～304 1000 

21 #4 #10 400 414 350～454 250 

22 #4 #10 400 414 350～454 500 

23 #4 #10 400 414 350～454 750 

24 #4 #10 400 414 350～454 1000 
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図 5.10.3-1 孔内震源の波動伝播試験の位置図 

 

(2) 波動伝播試験の結果 

波動伝播試験の結果を図 5.10.3-2～図 5.10.3-4 に示す。これらの波形記録は，20msec 以

降を表示しており，0～20msec は信号を表示していない。また，これらの波形は，トレースご

との最大振幅を同一振幅として表示するノーマライズにより表示したものである。図 5.10.3-2

～図 5.10.3-4から，各孔間距離の波形記録の初動の特徴は次のとおり確認することができた。 

（孔間距離 100m の場合） 

起震深度 253m の波形記録を見ると，ほぼ水平な伝播方向の受震器では初動が確認できる。

しかし，その他の深度ではチューブ波などの後続波のみが認められる。また，起震深度 414m

の波形記録を見ると，受震深度 350m～454m の全区間で明瞭な初動を確認することができる。 

（孔間距離 300m の場合） 

起震深度 253m の波形記録を見ると，初動は確認できない。また，起振深度 414m の波形記

録を見ると，周波数 500Hz の場合に受震深度 386m～422m で初動が確認できる。その他の深

度では不明瞭ながらも連続する初動波形列が認められる。 

（孔間距離 400m の場合） 

起震深度 253m の波形記録を見ると，初動は確認できない。また，起振深度 414m の波形記

録を見ると，周波数 500Hz の場合に受震深度 406m～426m で初動が確認できる。 

600m

No.10 

100m 

10 

Hydrophon
Source 

100m 200m 

Source 
Hydrophone 
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以上の結果から，堆積岩環境下における孔内震源の最大伝播距離は 400m であると判断でき

た。ただし，初動を確認できた孔間 400m の波形記録（図 5.10.3-4(3)）を見てわかるように，

初動が確認できる範囲が狭かったため，弾性波トモグラフィ計測を行うには範囲が狭いと考え

られた。このため，弾性波トモグラフィ計測は，孔間 100m と 300m で行うこととした。 
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(1)周波数 500Hz，起振深度 253m の場合    (2)周波数 1500Hz，起振深度 253m の場合 
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(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1500Hz，起振深度 414m の場合 

図 5.10.3-2 孔内震源の波動伝播試験の結果（孔間 100m の波形記録） 
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(1)周波数 500Hz，起振深度 253m の場合    (2)周波数 1000Hz，起振深度 253m の場合 
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(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1000Hz，起振深度 414m の場合 

図 5.10.3-3  孔内震源の波動伝播試験の結果（孔間 300m の波形記録） 
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(1)周波数 500Hz，起振深度 253m の場合    (2)周波数 1000Hz，起振深度 253m の場合 
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(3)周波数 500Hz，起振深度 414m の場合    (4)周波数 1000Hz，起振深度 414m の場合 

図 5.10.3-4 孔内震源の波動伝播試験の結果（孔間 400m の波形記録） 

 

5.10.4 弾性波トモグラフィ測定 

(1) 試験の概要 

前記のとおり，波動伝播試験の結果を考慮し，堆積岩環境下（デバイン試験場）では孔間距

離 100m と 300m の 2 種類の孔間距離で弾性波トモグラフィ測定を行った。また，弾性波トモ

グラフィ測定は，その目的別に，開発した大型震源と既往の震源の 2 種類の震源を用いて行っ

た。大型震源を使用した弾性波トモグラフィ測定は，周波数を制御した弾性波速度を使って透

水場を構築するために行った。また，既往の震源を使用した弾性波トモグラフィ測定は，本試

験場のように水平成層構造で頁岩が堆積しているような地質の場合，層構造に起因する弾性波

速度の異方性が考えられたため，その異方性を検討するために行った。弾性波トモグラフィ測

定の仕様等を表 5.10.4-1，図 5.10.4-1～図 5.10.4-2 に示す。 
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表 5.10.4-1 弾性波トモグラフィ測定の仕様 
項 目 仕 様 
目的 透水場の構築 異方性の検討 
震源 超磁歪タイプの震源 

（本研究で開発した大型孔内震源） 
既往の震源 
（メカニカル・浮遊型の震源） 

孔間距離 100m 300m 100m 
起振点 深度 382m～492m に 4m

間隔 
深度 300m～600m に 8m
間隔 

深度366m～574mに4m間隔 

受振点 深度 382m～492m に 4m
間隔 

深度 300m～600m に 8m
間隔 

深度366m～574mに4m間隔 

周波数 500Hz 1500Hz 500Hz 1500Hz （制御不可） 
サンプリング間隔 124μsec. 42μsec. 124μsec. 42μsec.  

 

 

図 5.10.4-1 弾性波トモグラフィ試験の実施位置図 

 

孔間距離 100m の場合 
（透水場の構築） 

孔間距離 300m の場合 
（透水場の構築） 

孔間距離 100m の場合 
（異方性の検討） 
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パルス発生装置 アンプ

データロガー

弾性波

震 源
（開発した大型震源)

受振器
（多連ハイドロフォン）

パルス

モニター

シンクロ

圧力補償装置

 
図 5.10.4-2 弾性波トモグラフィ試験に使用した装置とその構成 

（透水場を構築するために実施した試験の場合） 

 

(2) 波形記録 

弾性波トモグラフィ測定時に取得した波形記録のうち，透水場を構築するために実施した測

定時に得られた波形記録の一例を図 5.10.4-3～図 5.10.4-5 に示す。発振信号には PRBS を使

用した。図 5.10.4-3 のうち，周波数 1500Hz のデータは，全体的に振幅が小さかったために

最大値を基準にして振幅調整を行った。また，走時読み取りを行う際，高周波成分のノイズに

よって走時のピークが読みにくくなるため，周波数 500Hz の場合は 600Hz，1500Hz の場合

は 1700Hz 以上のハイカットフィルタによって高周波成分を除いた。図 5.10.4-3 に示すとお

り，孔間距離 100m の場合には，ほぼすべての波形記録に初動を確認することができた。また，

図 5.10.4-4 は，孔間距離 100m の場合の周波数スペクトル解析をした結果を示す。本図から，

それぞれ 500Hz または 1500Hz 前後に周波数のピークが存在することが確認できる。一方，

孔間距離 300m の場合には，図 5.10.4-5 の(2)のように同じ周波数 500Hz の場合であってもノ

イズの影響により初動が明瞭に確認できない場合があった。また，周波数 1500Hz の場合にも

ノイズの影響により初動を確認することができなかった。 

 

) 
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(1)周波数 500Hz の場合         (2)周波数 1500Hz の場合 

図 5.10.4-3 大型震源による弾性波トモグラフィ測定時に取得した波形記録の例 

（孔間距離 100m，受振深度 434m の場合） 

   
(1)周波数 500Hz の場合          (2)周波数 1500Hz の場合 

図 5.10.4-4 周波数スペクトル解析の結果（大型震源，孔間距離 100m の場合） 
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(1)発振深度 396m の場合          (2)発振深度 508m の場合 

図 5.10.4-5 大型震源による弾性波トモグラフィ測定時に取得した波形記録の例 

（孔間距離 300m，周波数 500Hz の場合）  

 

(3) 異方性の検討 

前記のとおり，本試験場においては，層構造に起因する弾性波速度の異方性が考えられた。

さらには，Miller and Chapman(1992)は，今回の弾性波トモグラフィ測定の実施深度とは異なる

区間ではあるが，本試験場の速度異方性の存在（水平方向と鉛直方向の P 波速度差が 30％程

度）を示している。そこで，既往の震源（メカニカル・浮遊型震源）を用いた弾性波トモグラ

フィを行い，その結果と検層で得られた速度を比較することで，速度異方性を把握することと

した。 

 

a. 弾性波速度の比較 

 まず，（異方性を検討するために実施した）弾性波トモグラフィ測定の結果と物理検層の

結果（弾性波速度）の比較を行った。両速度を比較した結果を図 5.10.4-6 に示す。なお，弾

性波トモグラムは，解析領域を 4m×4m とし，初期モデルとして同一深度の起振点・受振点

間の初動走時より平均速度を計算し，等方性地盤を仮定した手法で作成した結果である。本

図から，頁岩層に対応する深度 366～472m 区間の弾性波速度が検層結果と比較して速いこ

とが確認できる。また，図 5.10.4-7 には，起振点と受振点が同一深度となる弾性波トモグラ
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フィの波形記録をその深度にプロットし，読取り初動走時(黒丸)と速度検層による速度値か

ら算出したその深度の起振点・受振点間の走時(三角)を併せて示した。本図より，深度 366

～472m における読取り初動走時が，検層速度から計算される走時より系統的に速いことが

わかる。これらのことから，本試験場には弾性波速度の異方性が存在し，弾性波トモグラム

の構築時には異方性を考慮する必要があることが判明した。 
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(1)弾性波トモグラムによる比較        (2)ボーリング孔沿いの比較 

図 5.10.4-6 弾性波速度の比較（異方性を考慮する前） 

 

検層結果 
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図 5.10.4-7 同一深度の起振点・受振点記録と検層速度から計算される走時の比較 

 

b. 異方性の考慮 

ここでは，弾性波トモグラフィの解析において速度異方性を考慮するために，頁岩層の異

方性解析に実績があり，実用的な斎藤(1991)の方法を適用した。この手法は，異方性を持つ

層構造モデルに対して，座標変換（ストレッチングと回転）を施すことによって，波線理論

上等価な等方性モデルを得るものである。ここでは，各層を水平層と仮定し，かつ異方性を

示す楕円の長軸方向も水平と仮定したため，深度軸の変換（ストレッチング）のみでそれを

実現した。図 5.10.4-8 の左図は，各層の異方性係数を楕円形状とともに示したものである。

各層の層厚に異方性係数を乗じ，深度軸を引き伸ばしたものが同右図であり，これが左図と

等価な等方性モデルである。幾何学的には左図の楕円が右図で円に変換されることになる。

このストレッチング後の起振点・受振点座標を用い観測走時をそのまま入力データとして，

通常の等方性トモグラフィ解析を行い，その後，解析結果のトモグラムを元の座標系に再変

換すれば異方性が考慮されることになる。 
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図 5.10.4-8 オリジナルのジオメトリ（左）とストレッチ後のジオメトリ（右） 

 

 なお，ここで用いる各層の異方性係数は，次のとおり算出した。 

① 同一深度の起振点・受振点記録より求めた初動走時より平均速度を求めて，水平方向

速度(Vh)とした。 

② 検層により求めた P 波速度を，P 波の鉛直方向速度（Vv）とした。 

③ 366～472m の頁岩層を，検層結果をもとにして 3 層に区分した。 

④ 各深度の Vh/Vv 値を求め，層毎に平均した Vh/Vv 値を層毎の異方性係数とした。 

算出した各層の深度範囲と異方性係数を表 5.10.4-2 に示す。今回求めた異方性係数は，

Miller and Chapman(1992)が示した本試験場の異方性係数の 1.15～1.30 の範囲内にあること

がわかる。 

 

表 5.10.4-2 算出した異方性係数の結果 

深度(m) 各層の異方性係数 
366～408 1.157 
408～436 1.195 
436～472 1.188 

 

Vh/Vv 

 1.15

 1.19

 1.18

 1.00
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このような斎藤 (1991)の方法を用いて異方性を考慮した結果を図  5.10.4-9 と図 

5.10.4-10 に示す。図 5.10.4-9 は，解析時に深度方向のストレッチングを施したので，水

平方向の速度(Vh)のトモグラムを異方性係数によって鉛直方向の速度(Vv)に変換したもの

である。また，図 5.10.4-10 は，Vv のトモグラムから，ボーリング孔沿いの弾性波速度

を抜出し検層結果の弾性波速度と比較して示したものである。これらを見ると，異方性を

考慮する前（前記図 5.10.4-6 と図 5.10.4-7）とは異なり，Vv と検層結果とが調和的な結

果であり，適切に異方性を考慮できたと判断できる。 
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(1)水平方向の速度(Vh)トモグラム     (2)鉛直方向の速度(Vv)トモグラム 

図 5.10.4-9 異方性を考慮した結果 
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図 5.10.4-10 弾性波速度の比較（異方性を考慮した後） 

 

(4) 弾性波速度トモグラム 

前記の波形データから初動走時を求め，表 5.10.4-3 に示す条件で速度トモグラムを構築し

た。構築した弾性波速度トモグラムを図 5.10.4-11 に示す。図 5.10.4-11 を見ると，水平方向

に連続的な弾性波速度分布が見られ，既存の地質情報（本試験場の地層がほぼ水平成層構造で

あること）と調和的であることが確認できる。また，本図には，弾性波トモグラムの左右にそ

れぞれ速度検層の結果も同じカラースケールで表示しているが，500Hz・1500Hz の場合とも

に速度検層結果と良い相関性を示している。また，弾性波速度トモグラムを使って弾性波速度

差（1500Hz の結果から 500Hz の結果を引いた場合）の分布を算出した結果を図 5.10.4-12

に示す。図 5.10.4-12 を見ると，速度分散が認められる部分（図中，赤色で表示した部分）と，

速度が低下した部分（図中で，黒色で表示した部分）も認められる。この原因として，室内試

験でも確認されているが，泥岩では速度分散が小さいため，分散以外の要因に影響された可能

性がある。Navarro 層群中には石灰岩（カッティングスによると深度 370m～470m 程度）が

薄く分布しており，石灰岩で屈折した速い波動が初動付近に混入して初動にずれが生じたこと

も考えられる。また，水平方向の異方性や 100m の孔間に存在する様々な要因によって，速度

分散現象が正しく把握できなかった可能性も考えられる。 
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表 5.10.4-3 弾性波速度トモグラム構築時の条件 
項 目 条 件 
モデルグリッドの大きさ 4m×4m 

（震源位置と受振点の距離（4m）から） 
平均 P 波速度 2.5km/s 
モデル速度に対する下限と

上限 
2.0km/s と 3.0km/s 

速度の異方性 （前記のとおり）異方性を考慮 

 

 

(1)周波数 500Hz の場合 

 

(2)周波数 1500Hz の場合 

図 5.10.4-11 構築した弾性波速度トモグラム 
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図 5.10.4-12 算出した弾性波速度差分布の結果 

 

5.10.5 透水場の構築 

(1) 原位置の透水係数 

a. 透水係数の推定 

前記のとおり，本試験場においては原位置透水試験を 4 深度で実施した。しかし，この 4

深度のうち，弾性波トモグラフィ測定区間内に含まれたのは 2深度のみであった。このため，

弾性波速度差から透水場を構築するために，弾性波速度差と透水係数の相関を求めるには，

分布する地層などを考慮するとデータ数が少なかった。このため，ここでは，次式

（Kozeny-Carman の式）と物理検層の結果を使って，深度方向に複数の透水係数の算出を

試みた。 

k
d

A2

3

2 21
=

−
*

( )
φ
φ τ

 

ここで直径 d の球状粒子の集合体を考えて迂回率 τを一定とすると，次式のとおり経験的

に決められた値で表示することができる。 

2

32
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ここで，k：透水係数， d
C
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⎠
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dc：粘土の粒径（ここでは，0.001mm），ds：砂の粒径（ここでは，0.01mm） 

    A：断面積，C：粘土含有率，φ：間隙率 

なお，間隙率 φと粘土含有率 C については，図 5.10.5-1 に示すような中性子孔隙率と密

度検層の結果をクロスプロットすることによる評価方法から推定した。本方法は，地層が土

粒子（マトリックス），一種類の粘土と孔隙中の水で構成されると仮定し，中性子孔隙率と

密度のクロスプロットから間隙率と粘土含有率を推定できる方法である。ここでは，検層結

果として，両者とも No.10 孔での検層結果を適用した。 

 
図 5.10.5-1 中性子間隙率－密度のチャート例（物理探査ハンドブックより） 

 

b. 透水係数の算出結果 

前記図 5.10.5-1 に沿って，No.10 孔で得られた中性子間隙率と密度検層結果をクロスプロ

ットした結果を図 5.10.5-2 に示す。対象範囲内には，Navarro 層（マール／粘土／砂岩）と

San Miguel 層（砂岩／泥岩）が分布するため，これらに区分し，クロスプロットを行った。

また，このクロスプロットから推定した間隙率と粘土含有率の結果と，これらの結果から算

定した透水係数を図 5.10.5-3 にそれぞれ示す。これらの結果について，対象範囲内について

見てみると，深度 475m から 500m にかけて，それぞれの値に大きな変化が見られる。また，

検層結果より求めた透水係数は，原位置で行った透水試験の結果と整合的であった。このこ

とから，比較点数は少ないが，検層結果より求めた透水係数は，妥当な結果であると考えら

れる。 
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図 5.10.5-2 クロスプロットの結果 
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図 5.10.5-3 クロスプロットから算定した結果 

 

(2) 透水場の構築 

まず，弾性波速度の差と透水係数の相関性を把握するために，ここでは，弾性波速度トモグ

ラムから求めた弾性波速度の差と物理検層の結果から求めた透水係数の相関性を求めた。この

際，対象範囲の上部 80m がマール，その下 10m が粘土，最下端 10m が砂岩それぞれ分布し

ているため，岩種ごと（マール，粘土，砂岩）に相関性を算出した。また，相関性は，最小自

対象範囲 
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乗法による直線近似で算出した。算出した結果を図 5.10.5-4 に示す。また，これらの相関性

と構築した透水係数の分布を図 5.10.5-5 に示す。本図に示すとおり，岩種毎には明瞭な透水

性の違いが見られるが，同じ岩種内ではあまり透水性の違いが見られなかった。この原因とし

ては次のとおり考えられる。図 5.10.5-4 に示すとおり，各岩種ともにデータのばらつきが大

きかったが，相関性を求めることで結果的には平滑化されたことが原因として考えられる。 

y = 0.0058x - 4.7895
R2 = 0.2802

-5.2

-5

-4.8

-4.6

-4.4

-4.2

-4
-40 -20 0 20 40

Vdiff (m/s)

lo
g1

0(
K

) i
n 

cm
/s

     

y = -0.0039x - 3.7973
R2 = 0.0986

-4.5
-4.3
-4.1
-3.9
-3.7
-3.5
-3.3
-3.1
-2.9
-2.7
-2.5

-60 -40 -20 0 20 40

Vdiff (m/s)

lo
g1

0(
K

) i
n 

cm
/s

 
(1)マールの場合                (2)粘土の場合 

y = 0.0036x - 5.4511
R2 = 0.0172

-6.5

-6

-5.5

-5

-4.5

-4
-150 -100 -50 0 50

Vdiff (m/s)

lo
g1

0(
K

) i
n 

cm
/s

 
     (3)砂岩の場合 

図 5.10.5-4 弾性波速度の差と透水係数の相関（堆積岩環境下での結果） 
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図 5.10.5-5 構築した透水場（堆積岩環境における透水係数分布図） 
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5.11 原位置試験のまとめ 

本章では，室内試験で確認した岩石サンプルスケールの速度分散現象が，原位置スケールにお

いても起こることを確認し，この分散現象を利用して，異なる複数の周波数を用いた弾性波トモ

グラフィとボーリング孔内で水理試験による透水係数の空間分布推定手法の成立性を確認した。

地質構造や水理場の不均質性に起因する確認試験の不確実性をできるだけ低減するために，スイ

スの GTS（グリムゼル試験場）において，1.5m 程度の小スケールにおいて，速度分散現象によ

って生じた速度差と透水係数との相関によって，ボーリング孔間の空間透水係数分布を推定する

ことができた。本手法で構築した水理場および透水係数は，新たなボーリング孔内における水理

試験で検証し，透水係数が 10-9～10-11m/sec の範囲で良好に一致することを確認できた。 

スケール拡大につては，同じ岩質のGTSにおいて，孔間距離70mの透水係数分布を構築した。

本手法から得られた水理地質構造は，既存の水理地質情報と整合するものであり，本手法によっ

て，空間的な水理場を推定できることを示すことができたと判断できる。 

さらに広域の水理場構築に向けて，高エネルギーを発生できる孔内震源を製作し，デバイン試

験場において，堆積岩に対して本手法を適用し，長距離孔間における透水場構築を目指したが，

高周波の波動の減衰が大きいため，広い周波数帯で計測ができなかったこと，成層構造に起因す

る速度異方性の影響，花崗岩で適用してきた BISQ 理論に基づく本手法の適性により，花崗岩の

場合に比べて明瞭な透水構造を再現できるまでには至らなかった。 

以上のことから，花崗岩において本手法の適用性を示したものと判断できるが，堆積岩につい

ては，特に頁岩のような速度異方性が大きい地質では，速度差トモグラムと孔内水理試験のデー

タからだけでは水理場を推定することはできず，物理検層の併用や異方性の検討など多くの手法

を使用する必要があった。 

なお，本手法は弾性波トモグラフィに基づく決定論的な水理場構築手法であることから，弾性

波情報および透水係数情報を同じ重みで取り扱う。また，それぞれのデータに含まれる不確実性

が考慮されないため，データの取り扱いを慎重に行うことが必要であると考えた。このような決

定論的な手法は，一意解のはずである地質構造を理解するには適切であるが，実際には見えない

情報を推定する手法であるため，手法の限界に含まれる不確実性が含まれる。原位置で本手法を

使用するには，これらを十分理解した上で，地球統計学のような確率論的な手法と適宜組み合わ

せて総合的な透水場評価を行うことが不確実性低減のためにも望ましいものと考える。 
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6. 結論 

6.1 手法の評価 

本論文では，透水係数の空間分布推定手法について，異なる周波数による弾性波トモグラフィ

を用いた速度差トモグラムを求め，併せてボーリング孔内で原位置透水試験を実施して，ボーリ

ング孔内の透水係数分布と弾性波の速度差の相関関数から，ボーリング孔間の透水係数空間分布

を求める手法を提案した。 

この手法は，Biot 理論，BISQ 理論で示されている間隙水で飽和した岩盤中に弾性波が入射し

てきた場合，弾性波の伝播に伴って間隙水と岩盤の骨格がそれぞれ異なる振動を起こすことによ

り，入射してきた弾性波の周波数によって弾性波速度が分散することに基づいている。両方の理

論を改めて整理すると，Biot 理論は弾性波の伝達方向に対する圧力伝搬に基づいたもので，一

般に弾性波トモグラフィで使用されるＰ波では，一方向の水の動きに感度を持つ。BISQ 理論は，

亀裂も含めて，間隙中にＰ波が入射することで，伝達方向のほか，圧力変化によって間隙や亀裂

から絞り出される間隙水の動きに対して感度を持つものである。花崗岩のような亀裂性岩盤では，

キャピラリーの圧力が弾性波の入射によって変化し，内包する流体が移動できる長さによって速

度分散が異なることを示している。この仮定は，温度履歴を変えて花崗岩の亀裂を変化させた岩

石サンプルを用いた弾性波速度測定によって確認し，弾性波速度分散の周波数は，Dvorkin & 

Nur(1993)が提案した Squirt Length に相当する亀裂の開口幅に関連することが推察できた。こ

の現象は砂岩のように比較的粒径がそろった堆積岩でも花崗岩と似た現象を示すことも判明し

た。これは亀裂の内部の水の動きと，間隙内の水の動きが類似していることによるものと推察で

きる。 

以上のように，室内試験の結果から，BISQ 理論で示された間隙水で飽和した亀裂性岩盤にけ

る速度分散現象は，岩石サンプルのスケールで起こりうることが確認でき，本理論の現象を原位

置に適合できる可能性を示したものである。 

本手法を原位置調査に適用できることを確認するために，GTS（グリムゼル試験場）において，

花崗閃緑岩中の孔間距離 1.5m 程度の小規模スケールにおいて弾性波速度測定を実施した。ここ

では，岩盤中の波動の伝達を重視して，室内試験よりも１オーダー低い周波数帯の弾性波で計測

した結果，このスケールにおいて，弾性波の速度分散を確認できた。そして，本手法により小規

模スケールにおける透水係数トモグラムを作成し，これまで推定でしかなかったボーリング孔間

の透水係数の空間分布を得ることができた。ここで得られた透水係数は，新たなボーリング孔か

らの原位置透水試験によって透水係数分布の整合性を確認し，本手法の成立性を確認した。 
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スケール拡大についても GTS において，小規模スケールよりも，さらに１オーダー低い周波

数帯を利用して，70m の孔間で本手法を適用し，弾性波速度差トモグラムを作成して，このス

ケールにおいても透水係数トモグラムから，空間の透水係数分布を表現することができている。 

花崗岩のような亀裂性岩盤においては，亀裂の開口幅と弾性波速度分散の周波数帯が逆比例す

るとして，花崗岩中の亀裂集中部などの高透水部は開口幅が大きく，結果として弾性波の伝達に

よって間隙水が動ける距離（Squirt Length）が大きくなるため，分散周波数は低下することを

表していると考えられる。弾性波による探査では，解析できる分解能はフレネルゾーンで制約さ

れるため（例えば，渡辺ほか 1998），探査の対象となる亀裂の大きさは，波長に比例するため，

室内試験から原位置試験に至る各スケールにおいて，それぞれ異なるサイズの亀裂における弾性

波の速度分散を検出したものと考える。 

花崗岩のような亀裂性岩盤では，第５章で示した GTS 内の GAM エリアで実施した原位置透

水試験を参考にすると，孔口から数ｍの範囲で透水係数が５桁ほどばらついている。そのため，

シアゾーンのような高透水部とマトリックス部のような難透水部のコントラストが大きい。本手

法では，弾性波速度差と透水係数の相関を直線近似で求めたため，透水係数と速度差のばらつき

が正規化されて，ある程度幅を持った範囲に収めることができたため，亀裂性岩盤の透水係数分

布を再現できたものと考える。 

一方，DTS（デバイン試験場）では，スケール拡大及び地上からの調査技術としての適用性を

確認することとしたが，GTS ほど明瞭な透水係数分布を得ることはできなかった。DTS のよう

な堆積岩地域においては，原位置試験では，地質構造がほぼ水平な堆積構造を示したため，速度

異方性が大きく，弾性波トモグラフィのデータに異方性の補正を行う必要があったこと，また孔

間距離を 100m と大きくしたこと，また，堆積岩ではボーリング孔の維持に鉄ケーシングを挿入

しなければならないため，原位置透水試験のポイントを多く設定できなかったことも，弾性波ト

モグラフィの計測エリア内に十分な原位置の透水試験データを展開できなかった理由である。そ

のため，並行して実施した物理検層のデータを用いて，ボーリング孔内に透水係数分布を展開せ

ざるを得なかった。 

本手法は１次データとして実測値の原位置透水試験データを利用し，２次データとして弾性波

速度差トモグラムを用いるが，DTS では物理検層のデータから透水係数を推定したため，原位

置の透水試験データに比べて，１次データの不確実性が大きくなり，結果として，透水係数分布

の不確実性が大きくなったものと考える。 

室内試験では泥岩は明瞭な速度分散を示さないため，DTS のような頁岩を主体とした堆積岩
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地域では，弾性波の速度分散が起こりにくかったこと，また，GTS のような亀裂性岩盤と比べ

て，透水係数分布のばらつきが小さかったため，結果として相関関数の近似直線の傾きが小さく

なり，結晶質岩と比べて透水係数分布のコントラストが小さかったことも考えられる。堆積岩へ

の適用については，結晶質岩よりも計測に手間が掛かることや，結果的に透水係数分布のコント

ラストが小さいことなど，今後解決すべき課題が多く示されたものと言える。 

本手法では，弾性波トモグラフィの速度差分布と，孔内透水試験から得られた透水計数値を用

いる。このように両者とも固定値としてのパラメータを取り扱うので，作成された透水場は決定

論的なものである。決定論的な透水場は，一意の解が得られるため，空間的に理解しやすい。特

に，本手法のように地質構造と同時に透水構造を求める場合には，例えばシアゾーンのような破

砕帯部が透水性が高く，弾性波速度が速いマトリックス部では透水性が低いことは容易に想像で

きる。しかし，一方で水理場を再現するための情報が不足している場合，例えば DTS のように

パラメータに不確実性が多く含まれている場合などでは，信頼性に欠ける場合がある。従来から

の水理場構築手法では，内挿・外挿による決定論的な手法に加え，クリギングやシミュレーショ

ンなどの確率論的な手法で透水場を構築することが行われており，これらとの併用は不確実性低

減の観点からも考慮すべきものであると考える。 

 

6.2 発展的課題への適用性検討 

ここでは，本手法の発展的な適用方法として，確率論的なアプローチによる透水場の比較検討

を行うものとする。これは，決定論的な手法の欠点として考えられる情報の少なさに起因する不

確実性の評価ができないことを，確率論的な手法で補完しようとするものである。 

また，別のアプローチとして，透水係数分布のみならず，水質の異なる地下水調査に対する発

展的な適用性について検討する。これは，放射性廃棄物の地層処分のように長期にわたる地質環

境評価が求められる場合を考えて，特に人工バリアの性能に関連する塩分を多く含んだ地下水の

影響を物理探査の手法によって評価するものである。弾性波トモグラフィによる手法によって，

調査対象となる地域の透水構造を把握することは，将来地下水がどの程度流動するかを評価する

上で重要な項目である。この透水性に加えて，塩分濃度が高い地下水がどのように分布し，将来，

どう変化していくのかを評価することで，地層処分場の長期評価に適用することができるものと

考える。 
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6.2.1 確率論的アプローチ 

(1) 地球統計学 

地球統計学は，1950 年代に鉱物資源埋蔵量を予測する手法として考案された応用数学の一

分野である。空間上で離散的に取得された測定点情報や現象から全体の構造を統計学的に推

定・分析する手法である。それら測定情報の相関程度を表し，距離の関数であるバリオグラム

(variogram)を用いることが地球統計学的手法の大きな特徴である。 

地球統計学的手法の一つとして，決定論的推定法であるクリギング手法がもっとも一般的に

用いられ，ガウシアン(Gaussain)・インジケイター(indicator)などの確率論的シミュレーショ

ン手法も多く知られている。特に，確率論的シミュレーションの場合，未知の情報に関する推

定および予測だけではなく，その推定値および予測値における分散を定量的に評価することも

可能である。 

 

(2) 地球統計学的手法の手順 

地球統計学的手法による解析は，表  6.2.1-1 に示したように，4 つの手順として行われるこ

とが一般的である。まず，調査対象になるデータを選定し，その統計的分析を行う。一般的統

計処理によく見られるヒストグラム(histogram)，相関図などが主な結果である。次に，バリ

オグラムで代表される地球統計学的データ分析を行い，対象データ間の空間的相関分析を行う。

求めた相関関係に基づき，クリギングなどの推定およびガウシアンおよびインジケイターシミ

ュレーションなどのシミュレーションを行う。シミュレーションの場合，確率論的に等しい複

数のリアライゼイション(realization)を得ることが可能であり，その分散を用いた不確定性の

評価も行える。 

表  6.2.1-1 に今回の GAM エリアにおける原位置実験データを用いた 1)～4)の各段階におけ

る主な結果を示す。 
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表  6.2.1-1 地球統計学的手法の一般的手順 
主な段階 代表的結果 備考 

1) 計測データ分析 
(Exploratory data 
analysis) 

・ヒストグラム，相関図，

相関係数など 
・連続的データ 
・類別された(categorized)データ 

2) 地球統計学的デー

タ分析 
(Geostatistical 
data analysis) 

・バリオグラム ・自己バリオグラム 
(auto-variogram) 

・相関バリオグラム 
(cross-variogram) 

・インジケイターイバリオグラム

(indicator variogram)など 
3) 推定およびシミュ

レーション 
・未知情報の推定・予測値

(場) 
・確率論的に等しい複数の

リアライゼーション

(realizations) 

・クリギング(kriging) 
・Co-kriging 
・Sequential Gaussian 

SIMulation(SGSIM) 
・Sequential Indicator 

SIMulation(SISIM) 
4) 不確定性の評価 ・複数のリアライゼーショ

ンの平均・分散など 
Q-Q 図，P-P 図によるヒストグラム

の比較 
 

(3) 地球統計学的データ分析 

地球統計学的データ分析は空間相関特性を表すバリオグラムで代表される。バリオグラムは

ナゲット(nugget)，シル(sill)，レンジ(range)などのパラメータとして定義される。ナゲット

はデータのサンプリング(sampling)数および間隔による誤差を，シルはデータの分散を，レン

ジはデータ間の相関を持つ範囲(距離)を表す。図  6.2.1-1 に典型的なバリオグラムの例を示す。

計測データを用いたバリオグラムを実験的バリオグラム(experimental variogram)と言い，近

似的に求めた理論的バリオグラムと区別することもある。その計算式は式のようである。理論

的なバリオグラムモデルとしては，球型 (spherical)，ガウシアン (Gaussian)，指数型

(exponential)モデルなどが代表的である。 

∑
=

−=
N

i
ii yx

hN
h

1

2)(
)(2

1)(γ
 

ここで， N は 2 つのデータペアの数，h はそのペア間距離ベクトル，x，y は観測データで

ある。 

地球統計学的データ分析としてのバリオグラムの作成は公開ソフトである VarioWin 

(http://www-sst.unil.ch/research/variowin/) を用いて行う。ここでは，地球統計学における

様々な手法のうち，物理探査データのようなソフトデータ（直接透水係数に換算できないデー

タ）の利用に適していると考えられるインディケータシミュレーションやごく一般的なガウシ
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アンシミュレーションを用いた。 

 

 

sill

nugget
range

)(hγ

h

sill

nugget
range

)(hγ

h  

図  6.2.1-1 バリオグラムの一例 

 

数に制約がある調査対象の 1 次データ（primary data)データを補完するため，調査密度の

高い 2 次データ(secondary data)を用いることがある。今回は１次データとして透水係数を，

2 次データとして弾性波速度を用いた。1 次，2 次データを用いた統計分析および相関分析結

果を以下に示す。図  6.2.1-2 左図に 1 次データとしての計測透水係数の対数ヒストグラムを，

同右図に，2 次データとして弾性波速度差（31-78kHz）のヒストグラムを示す。 

        

図  6.2.1-2 透水試験の透水係数データと弾性波速度差データ(31-78 kHz)のヒストグラム 
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図  6.2.1-3 に透水係数および弾性波速度差のバリオグラムを示す。ここでは，異方性は考慮

せず，全方向解析結果のみを示す。点は実験的バリオグラムを，線は理論的バリオグラムを表

す。理論式への近似には球型(spherical)モデルを，そのパラメータとしては， ナゲット： 0.0，

シル：1.0，レンジ：0.7 を用いている。 

 

図  6.2.1-3 計測透水係数のバリオグラム 

 

一般的に，地球統計学的なシミュレーションではガウシアン確率変数用いられることが多

い。しかし，カットオフ値を用いるインジケイターシミュレーションが用いられることもあ

る。インジケイターはあるカットオフ値より大きい時には 1，小さな場合は 0 を持つ 2 進数

である。類別された確率場または高透水性の破砕帯と低透水性の岩盤部にてオーダー程度の

大きな透水係数差が予想される今回の場合などでは，このようなインジケイターを用いる方

が効率的である。図  6.2.1-4にインジケイターバリオグラムを示す。カットオフ値としては，

対数透水係数，-11.5，-10.5，-8.0 の 3 つを用いた。表  6.2.1-2 に各カットオフ値における

理論的モデルとその時のパラメータを整理する。 

 

表  6.2.1-2 各インジケイターバリオグラムの理論モデルおよびパラメータ値 
カットオフ 
(cutoff)値 理論モデル ナゲット 

(nugget) 
シル 
(sill) 

レンジ 
(range) 

-11.5 球 型 
(spherical) 0.7 0.3 0.5 

-10.0 球 型 
(spherical) 0.7 0.3 0.5 

-8.0 球 型 
(spherical) 0.6 0.4 0.3 
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(a) 1st インジケイター，カットオフ値：-11.5 

 

(b) 2nd  インジケイター，カットオフ値：-10.5 

 

(c) 3rd  インジケイター，カットオフ値：-8.0 

図  6.2.1-4 2 次データとして用いた弾性波速度差のインジケイターバリオグラム 

 

(4) 透水場の推定およびシミュレーションによる透水場の構築 

前記の地球統計学的データ分析結果に基づき，推定手法またはシミュレーションによって構

築した透水場の結果を示す。推定手法としては，透水係数の計測値を反映でき，もっとも残差

の少ない推定方法であるクリギング(kriging)とサンプリング密度の高い 2 次データを用い，1

次データの予測値の精度を向上させるコクリッギング(co-kriging)を用いた。シミュレーショ

ン手法としては Sequential Gaussian SIMulation (SGSIM)および Sequential Indicator 

SIMulation (SISIM)を用いた。 
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a. クリギングによる透水場の構築 

透水試験のみのデータを用いたクリギング手法により構築した透水場を図  6.2.1-5 に示す。

相関距離が短い場合と長い場合の例を示している。両ケースともに，透水場は平均化され，高

透水性のゾーンで現れるシアゾーンは再現できていないことが分かる。点は計測透水係数を表

す。弾性波速度差を補完的データとして用いるコクリギングの結果を図  6.2.1-6 に示す。クリ

ギング結果と比べ，シアゾーンがより明確に再現できることが分かる。 

   

 (a) 相関距離が短い場合 (b) 相関距離が長い場合 

図  6.2.1-5 クリギング手法による透水場の例 

 

図  6.2.1-6 コクリギング手法による透水場 

 



 264 

b. シミュレーションによる透水場の構築 

以下よりシーケンシャルシミュレーション(sequential simulation)による水理場の構築結

果を示す。ここで，シーケンシャルとは格子点を移動しながら，その点の予測値を周辺の既知

の計測および推定値を利用して推定することである。推定にはガウシアン累積密度関数を作成

し，乱数生成によって，任意の値を選別する。ガウシアン累積密度関数を用いる場合をガウシ

アンシミュレーション(SGSIM)，インジケイターを用いて累積密度関数を構築する方法がイン

ジケイターシミュレーション(SISIM)という。格子間の移動順番を変えることにより同一点で

も周辺の計測値などよって異なる結果を得られる。このことは，確率論的には等しい異なる複

数の推定（リアライゼーション）を得ることができる。ここではサンプリング密度の高い弾性

波速度差データを 2 次データとして用た。図  6.2.1-7 にガウシアンシミュレーションによる透

水場，図  6.2.1-8 にインジケイターシミュレーションによる透水場のリアライゼーションの事

例を示す。シアゾーンはインジケイターシミュレーションの方がガウシアンシミュレーション

に比べて明確に見られる。 

 

 

 

図  6.2.1-7 ガウシアンシミュレーションによる透水場のリアライゼーション例 
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図  6.2.1-8 インジケイターシミュレーションによる透水場のリアライゼーション例 
 

c. 不確定性の評価 

クリギングなどの推定手法では決定論的に一意な結果が得られることに対し，シミュレーシ

ョンでからは確率論的に等しい複数のリアライゼーションを得ることができ，その平均・分散

を調べることによって構築した透水場における不確定性を評価することが可能である。図 

 6.2.1-9 にガウシアンおよびインジケイターシミュレーションによる 100 回のリアライゼーシ

ョンの平均・分散を示す。分散の場合，赤色が相対的に高分散の不確定性が大きいことを，青

色が低分散の不確定性が低いことを示す。 

ガウシアンシミュレーションでは，全領域において不確定性が相対的に大きい。一方，イン

ジケイターシミュレーション結果は，高透水性のシアゾーンが認められ，岩盤部に比べ，その

不確定性も低い。 
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(a) ガウシアンシミュレーション 

 
(b) インジケイターシミュレーション 

図  6.2.1-9 地球統計学的シミュレーション手法による複数のリアライゼイションの平均(左)・

分散(右) 

 

母集団である透水場は未知であるため，異なる各手法間の精度比較は困難である。ここでは

各手法によって得られた透水場のヒストグラムを比較することによって，各手法による結果間

の特性を定性的に調べることを試みる。図  6.2.1-10 に各々の手法による透水場のヒストグラ

ムを示す。弾性波速度差と透水係数の相関を用いる手法の場合，相関関数を用いたことにより，

幅広い透水係数分布が得られている。その他の手法はガウシアンシミュレーションによる結果

からは，中央付近に相対的に多い結果になっている。 

異なる 2 つのヒストグラムの定量的比較には，それぞれの累積密度を対応させる Q-Q 図が

よく用いられる。Q-Q 図にて傾き 1 の直線は同一な分布を表すことになる。図  6.2.1-11 に各

手法による結果間の Q-Q 図を示す。コクリギングとガウシアンシミュレーションによる結果

よりもっとも直線に漸近した類似な結果が得られている。しかし，これらの比較は異なる 2 つ

の手法による結果における特性の比較であり，その相対的優越を判断することはできない。推
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定手法およびシミュレーションの精度を調べる方法としては，既知点のデータを未知と想定し，

その予測と行い，既知データと比較する方法などがある。 

    

    

 

図  6.2.1-10 各手法による透水場のヒストグラム 

  

   

 

(a) 線形相関による手法(31-78kHz) (b)コクリギングによる手法 

(c)ガウシアンシミュレーション (d)インジケイターシミュレーション 
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  (a)  コクリギングとガウシアンシミュレーション  (b)  コクリギングとインジケイターシミュレーション 

 

 
 (c) ガウシアンおよびインジケイターシミュレーション   (d) 線形相関とインジケイターシミュレーション 

図  6.2.1-11 各手法による透水場のヒストグラムの比較図(Q-Q 図) 

 

d. 比較結果 

透水トモグラフィ技術の高度化を試み，原位置小規模試験への適用を通して地球統計学的手

法を用いた水理場構築を行い，水理場の構築における不確定性の定量的評価を行った。 

弾性波速度差と透水係数の線形相関を用いる手法は，相関を用いることによって測定透水係

数範囲を超える領域への適用も可能な特徴があり，決定論的に水理場が得られる推定手法であ

る。一方，地球統計学的手法は，線形相関関係による平均化とスムージングの影響を受けず，

透水係数の空間的自己相関関係および弾性波速度差を補完的な 2 次データとして用いる手法
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である。地球統計学的シミュレーション手法では確率論的に等しい複数の透水場を構築するこ

とができるため，それらのリアライゼーション結果を用いた不確定性の評価を行うことが可能

である。 

弾性波トモグラフィによる手法と，地球統計学的手法を併用した場合は，決定論的に高透水

性のシアゾーンを再現することができ，かつ，確率論的に複数のリアライゼーションを得るこ

とができる。決定論的アプローチは地質構造や透水構造が分かりやすい反面，追加調査によっ

て異なった構造が得られた場合に，調査結果全体への信頼性が問われる可能性がある。確率論

的アプローチは，確からしい透水構造を得ることができるが，その取扱いは工夫が必要である。 

 

6.2.2 水質評価へのアプローチ 

(1) 物理探査に係わる発展的課題 

多岐にわたる地質環境調査技術の中において，他の技術と比べて物理探査技術に特徴的な利

点は，広範なエリアに適用できること，直接的な観察の不可能な３次元空間の調査・解析・評

価に対応可能な技術であり，非破壊測定が可能なことから，調査対象へのインパクトが小さく，

繰り返し測定が容易で，物理パラメータの空間分布と経時的変化の把握に利用可能なこと，そ

して，物理量を取得することから，定量的評価や相関・変換による考察を加えやすいことなど

が挙げられる。 

一方で，わが国は四方を海に囲まれ，沿岸域における地質調査は，発電所などの重要構造物

や将来の地層処分場の立地に向けた適用が想定されるが，沿岸域を対象とした研究や事例はあ

まり多くなく，沿岸特有の地下水環境に対する理解やその調査・評価技術の信頼性・適用限界

などに関しての既往実績や知見は，必ずしも十分とは言えない状況にあることから，沿岸域に

おける地質環境に関する知見の蓄積，一般化・体系化や，そのための調査・評価技術の信頼性

構築などが残された検討課題となっている。 

 

(2) 沿岸域の特徴 

沿岸域における地下水利用では，都市・産業活動などの用途に利用されていた淡水帯水層に

塩水が浸入し，その結果，地下水の水質が悪化し利用価値が低下した事例が数多く認められる。

わが国において地下水の塩水化が顕在化し，経済的・社会的に大きな関心事となったのは，

1960 年頃からとされる（村下,1982；図  6.2.2-1 参照）。これらの多くは，工業用水などの大

規模地下水利用に伴い，周辺地下水位の低下を招くとともに，海域部などからの塩水の浸入が
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主因となっている。また，その後，多くの地点で地下水利用の規制などの対策を施すことによ

り，塩水化の進行が緩やかになったり，あるいは水質が回復するなどしている。たとえば，島

田ほか(2001)では，過去 100 年間の常磐炭田の操業による深度 1,000m 以上の地下掘削がもた

らした，大規模な地下水位低下によって，それまでほとんど流動していなかった低透水性堆積

岩中の地下水に新たな流動をもたらし，結果として塩淡境界を内陸部にまで引き込んだ事例を

しめしている（図  6.2.2-2）。また，村下(1982)は，過剰な工業用地下水汲み上げに伴い，内陸

域と海域部の水頭圧のバランスが崩れて，富士市内の淡水井戸の塩水化し，後に汲み上げの制

限によって再び淡水化する塩水化の消長を示している（図  6.2.2-3）。 

わが国では，高レベル放射性廃棄物の地層処分場を沿岸域に立地することを考えた場合，内

陸部と比べて以下に挙げる地質環境の有利性が考えられる。 

• 島弧からなるわが国では四方を海に囲まれ，立地可能な候補地が豊富。 

• 内陸（山岳地）に比べて動水勾配が小さく，緩やかな地下水流動系が期待される。 

• 陸水系の流末に近く，地下水流動の下流に都市部（人口密集部）を控える場合などに比

べて有利な条件となりやすい。 

• 陸域に比べると処分場へのアクセス，輸送が容易で，安全性の確保もしやすい。 

ただし，過去の事例からもわかるように，，建設～操業～閉鎖の間，かなりの長期にわたっ

て大規模な空洞を地下に置くことになることから，空洞内に流入する地下水によって周辺の

地下水頭に影響を及ぼすことが起これば，同様の事象を起こしかねないことに留意が必要と

なる。 

また，富士市の事例にあるように，都市活動によっても周辺地下水質の変化が起きること

は珍しいことではない。本事例のような詳細な検討がなされるためには，多くの観測点にお

いて経時的な変化を捉えて初めて十分な検討が可能となるものである。地層処分事業におい

ては，ボーリング孔による観測の数は限定的とならざるを得ない。さらに，周辺の地下水質

の変動が，何を主因として起こっているかを見極めることは非常に重要なこととなるである。

加えて，このような場合，処分事業としての調査地区以外の周辺域との比較検討が必要とな

ることも考えられ，環境へのインパクトの少ない非破壊調査技術などにより，ボーリング孔

による調査を補って，空間的な変化を捉えられる調査・評価技術への期待が増すものと考え

る。 
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＜引用＞村下(1982)：本邦における地下水の塩水化 

 
図  6.2.2-1 わが国における地下水の塩水化事例 

 

図  6.2.2-2 常磐炭田掘削に伴う周辺地下水の水位低下状況 
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塩水域の拡大

塩水域の縮小

富士地区における塩水化域の消長 ＜引用＞村下(1982)：本邦における地下水の塩水化

塩水域の拡大

塩水域の縮小

富士地区における塩水化域の消長 ＜引用＞村下(1982)：本邦における地下水の塩水化

 
図  6.2.2-3 富士市における塩水化の消長 

 

(3) 沿岸域の調査の留意点 

以上のような事例の検討に基づき，沿岸域特有の地質環境を念頭に地質環境調査を行うに

は，都市開発・住環境としても適地である場合が多く，建設・操業による周辺地下水環境へ

の影響を小さいものとすることが重要となる。また，都市開発等によっても変動する周辺地

下水環境の挙動が何に起因し，地層処分事業との因果関係の有無（ベースライン調査）や影

響度合いを把握しておくことが重要となる。また，塩水－淡水境界部では，密度（塩濃度分

布）の違いを反映して異なる地下水質分布を形成し，それぞれに異なる地化学環境や流動形

態となる（上層淡水域の酸化雰囲気／下層塩水域の還元雰囲気）。一方で，塩水－淡水境界

では，活発な密度流が存在する。さらに，地形・地質構造やその形成過程などによって地下

水質の分布やその変動が規制される場合がある一方で，大局的な塩水－淡水の境界は必ずし

も地質構造に支配されない場合もあることなど，塩水－淡水境界付近に特有で複雑な地下水

環境を呈する。 

技術的には，図  6.2.2-4 に示すように，地下水流動や地下水駆動力を理解するために，地

形・地質構造やその形成発達史，並びに塩水・淡水の影響や塩淡境界の分布などを考慮する

ことが重要となる。 

具体的には，下記に示すような項目に関する調査・評価が必要になると考える。 

・ 水理地質構造の把握：岩盤および断層の高透水性のみならず低透水の３次元分布の把
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握 

・ 地下水駆動力：動水勾配・密度勾配の評価，３次元的影響範囲 

・ 地下水流動系：化学的調査と物理的調査の統合化，地史を踏まえた地下水流動場の変

遷プロセスの評価 

・ 拡散場の評価：拡散場の同定，移流場－拡散場境界の把握，核種移行挙動（メカニズ

ム・プロセスの評価） 

 

 

 

 

図  6.2.2-4 沿岸域の地質環境課題 

 

(4) 沿岸域の地質環境調査の現状 

図  6.2.2-5 に，陸域～海域にかけての調査技術の対応状況を概念的に示す。一般に，調査

技術の精度・信頼性の高さと適用可能な調査範囲とは，概ねトレードオフの関係にあり，高

い精度・信頼性を求める場合は，狭領域を対象とした調査技術とならざるを得ない。そこで，

広領域をカバーする必要のある場合には，高精度－狭領域の調査技術と，低精度－広領域の

調査技術を組み合わせ，重点的な箇所を絞り込んでから詳細に検討したり，詳細な知見・情

報を広領域調査技術の成果を踏まえながら周辺に外挿するなどの工夫を施すこととなる。 

陸域における地質環境調査では，空中写真，空中物理探査，地表物理探査，地表踏査，ト

レンチ調査およびボーリング孔を利用した各種調査(物理検層，トモグラフィ等)を行うこと

により，ボーリング孔近傍の詳細情報から地表探査，空中探査のおよぶ広い範囲まで，精度・

信頼性は空間的な拡がりが大きくなると相対的に低下するものの，地質環境情報を把握する

ための一連の調査技術が揃っている。 

海域においても，サイドスキャンソナーによる音響画像探査，船上重・磁力探査，音波探

地質構造や地史

に関連する複雑

な塩淡境界の形

成 
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不透水層の連続性 
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査や近年では海底電磁法等の海上物理探査技術，潜水・潜行調査，ドレッジや柱状採泥器に

よる底質採取技術，海上ボーリングを利用した各種調査など，陸域にほぼ対応する調査技術

が存在する。 

一方，沿岸域においては，適用可能な技術が少ないことや，これまでに沿岸域の地質構造

を厳密に要求するような調査ニーズがほとんど無かったことなどから，適用実績や知見の蓄

積があまりそろっていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図  6.2.2-5 陸域～海域にかけての調査技術の対応（概念図） 

 

(5) 電磁法による沿岸域調査へのアプローチ 

電磁法は，人工的に発生させた電磁波，または自然界にある電磁波を用いて，地下の比抵抗分

布から，地下構造を推定する物理探査技術である。沿岸域の地下水環境評価においては，異なる

水質が混在し，それが地下水流動や駆動力に影響を及ぼすことが考えられるため，地下水の塩濃

度分布や塩水－淡水境界の分布形状等を調査・評価する技術として期待されている。 

電磁法を沿岸域で適用する場合に考慮すべき事として，浅海域は波浪の影響や社会活動による

電磁波等の高ノイズ環境が予想されること，港湾施設，船舶航行や漁業等に関連する調査の制約

がある。（吉村ほか，2002a, 2003a, 2004a,b）は，浅海域における調査環境に適応するために測

定機器を設計・製作し，水深 10m から 200m 程度の海域に適用する低床式スタンドアローン型

と，さらに水深の浅い波打ち際での測定に使用するケーブル型の 2 種類を開発している（図 
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 6.2.2-6，図  6.2.2-7）。吉村他(2004d)は，この浅海用測定機器の波浪の影響に関する改良効果を

確認する目的で，カリフォルニア州モンテレー市沿岸域で，既存 MT 装置と本研究で新たに製作

した低床式スタンドアローン装置を用いた浅海試験を実施している。 

浅海域で取得したデータは陸上データと統合して解析することで，沿岸域において連続した比

抵抗構造を求めることができることから，海水，大地及び空気層という極めて比抵抗コントラス

トの大きな媒質が隣接する沿岸域においても十分な精度で解析できる電磁法ソフトウェアを開

発し（吉村他, 2002b,2003b,2004c），人工信号源を用いる 2.5 次元解析ソフトウェアと，太陽風

などによる自然界の電磁場を利用する MT 法の 3 次元解析ソフトウェアの 2 種類を整備してい

る。 

現地試験を実施した場所は，図  6.2.2-8 に示す場所で，Greene and Kennedy（1989），Greene 

and Hicks（1990)によると，中生代白亜紀の花崗閃緑岩が広く分布し，この岩体の上位及び周

辺には海成のシルト岩と砂岩からなる中新世堆積岩類が分布する。そして，これら花崗閃緑岩と

新第三紀堆積岩を覆って第四紀の堆積物が分布している。さらに，当該地域の断層構造として，

北西－南東方向の走向を有する，モンテレー断層帯が分布し，一部は海域部にも及ぶと考えられ

ている。なお，試験対象のネービー断層の分布位置の信頼度に関して，試験地を含む海岸付近の

陸域・浅海域では信頼性は低く波線で表現されている。 

吉村ほか(2006)は，図  6.2.2-9 に示すように，新しく開発した浅海域の電磁法装置によって，

浅海域の断層を調査しており，断層北東側の堆積岩類および花崗閃緑岩の比抵抗値から岩盤の健

全性について述べている。この事例で示すように，海域における電磁法の適用により，断層の分

布位置，断層の地下深部への延長，岩盤の健全度／劣化状況といった当該地域の地質環境の理解

に対して，既存資料のみからでは入手困難な有用情報を提供することが可能になった。 

地層処分事業における地質環境調査では，上述の事例のような，断層の位置や性状に関する情

報が重要であるほか，塩水と淡水の空間分布に関する情報が重要である。一般的な水質調査では，

既存の湧水や井戸，トンネル，調査ボーリング等からの採水及び水質分析に基づき地下水の水質

が検討される。将来の天然バリアとして期待する岩盤の性能を確保するために，設置できる調査

ボーリングに限りのあること，利用できる湧水や井戸の存在は地域依存性が高いことなどから，

水質に関しては散在的な情報となることが想定され，数 km2 以上に及ぶ検討対象領域を評価す

る上で，より多くの情報を取得することは重要な課題である。 

Archie (1942) によれば，岩石の比抵抗は，基本的に間隙率，水飽和度，間隙を埋めている水

の比抵抗に支配され，間隙率を φ，水飽和度を S，間隙水の比抵抗を ρW とすれば，岩石の比抵
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抗 ρRは，  

ρR＝a・φ-m・S-n・ρW  

で表される。ここで，a，m，n は岩石の性質に依存する定数であり，a は迂回係数，m は膠結

係数，n は飽和係数と呼ばれ，砂岩では a＝0.5～2.5，m＝1.3～2.5，n＝2 が適用されることが

多い（物理探査学会，2005）。また，水飽和率が 100％（S＝１）のとき， 

F＝ρR／ρW＝a・φ-m 

となり，F を地層比抵抗係数と呼ぶ。地層比抵抗係数は迂回係数と間隙率の関数であり，岩石の

間隙の大きさや形状およびその分布状態を反映すると考えられる。Katsube and Hume (1983)

は，粘土鉱物を含まない岩石や地盤にも，液相との並列回路として固相－液相の境界に形成され

る表面伝導現象を考慮した電気比抵抗モデルが提案しており，これによると，岩石の比抵抗は， 

1／ρR ＝ 1／FρW ＋ 1／ρC 

  ρC ＝ dρSF 

  F ＝ aφ-m 

[ここで，ρC：表面容積比抵抗（媒質の比抵抗），F：真の地層比抵抗係数，d：間隙の幅，ρS：表面比抵抗] 

となる。 

鈴木 (2003)は，わが国の火成岩類や堆積岩類の試料を用いて，間隙水を様々な濃度の KCl 溶

液で置き換えた比抵抗測定を実施し，Archie (1942)，Katsube and Hume (1983)の関係の成立

する範囲の確認を行っている（図  6.2.2-10）。これによると，火成岩類および堆積岩類に共通し

て，下記が成立性するとしている。 

・ 各種岩石の試験を通して得られる測定結果は，Katsube and Hume モデルに基づく岩石試料

比抵抗の実験式と整合的である。 

・ 岩石試料比抵抗は，間隙水が淡水の領域になると，その比抵抗に関係なく一定となり，表面

容積比抵抗 ρCの効果が確認された。 

・ 間隙水の比抵抗が 1Ω・m 以下の低比抵抗の場合，岩石試料比抵抗と間隙水比抵抗の関係は

比例関係にあり，この範囲であれば Archie の式が成立する。 

吉村ほか(2006)は，これらの既往の研究報告を踏まえ，北海道幌延町に位置する（独）日本原

子力研究開発機構幌延深地層研究センター周辺の地域で電磁法の適用試験を実施し，地下水の塩

濃度を推定する手法を検討している。当該地域は，新第三紀の声問層，稚内層といういずれも均

質な泥質岩からなる地層が分布する地域であり，地下深部に塩濃度の高い地下水の存在が知られ

ている（核燃料サイクル開発機構，2005）。現地試験には３次元電磁法（AMT 法）を適用して 3
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次元解析を行っている。 

電磁法解析結果に基づく推定値と地下水サンプル及び孔内電気伝導度検層結果による測定値

の対比を図  6.2.2-11 に示す。同図から次のことが読み取れる。 

・ 間隙水（地下水）比抵抗値 1Ω・m 以下，すなわち塩濃度の高い領域では，電磁法結果に

基づく算出値と地下水サンプル・孔内電気電導度検層結果による測定値とは良好な相関を

なす。 

・ 間隙水（地下水）比抵抗値が 1Ω・m 以上，すなわち塩濃度の低い領域では，算出値と測

定値のバラツキが大きく，概して測定値よりも算出値は低く見積もられる傾向にある。 

すなわち，塩濃度の高い領域では，Archie(1942) の式に基づき，電磁法によって得られる比抵

抗値から地下水の塩濃度の推定が可能なことが示される。また，塩濃度の低い領域で地盤比抵抗

からの算出値が低い傾向にあるということは，間隙水比抵抗の影響が小さくなり，代わって表面

容積比抵抗の効果が強くなるという Katsube and Hume モデルが成立することが示唆される。 

以上の検討から，地下水の塩濃度を推定するためには，間隙水比抵抗 1Ω・m 以下の領域では，

地盤の比抵抗，地層比抵抗係数，水飽和度が求められれば，地下水の塩濃度が推定できる可能性

があると考えられる。このことは，一般的な海水の比抵抗が 0.3Ω・m 程度であることから，淡

水－汽水領域の下位に存在する海水や古海水，化石海水などを対象とする場合には，電磁法の適

用と地層比抵抗係数を推定する他の手法とを併用することで，塩水領域の塩濃度分布や塩水－淡

水境界の空間形状が推測できる可能性が示される。迂回係数や間隙率は，一般に岩石種や岩石密

度，弾性波速度などとの相関が強い物理パラメータであることから，ボーリングコアに基づく地

質区分や岩石試験，検層データ，弾性波探査，トモグラフィなどの調査手法との組み合わせによ

り推定できる可能性があると考えられる。特に地層処分場の建設，操業，閉鎖，そして閉鎖後の

長期安全評価を念頭にした場合，地下水の変動に関するパラメータとして岩盤の透水係数，高塩

濃度の地下水分布の現状把握は重要である。そのためには，弾性波トモグラフィによる透水係数

の空間分布を基に，電磁法技術などによって，塩分濃度の異なる地下水の３次元分布と組み合わ

せ，さらに様々な地質調査によって得られた空間情報を適宜組み合わせて，より信頼できる評価

が行われるものと期待される。 
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図  6.2.2-6 海底電磁法受信装置（スタンドアローン型）と機器設置状況 
（吉村ほか（2006）より引用） 

 

図  6.2.2-7 浅海用海底電磁法受信装置（ケーブル型）（吉村ほか（2006）より引用） 

 

図  6.2.2-8 モンテレー湾地質図および試験場所（Greene and Kennedy, 1989; Greene and Hicks, 

1990 より転載および加筆） 

（図中記号説明 Q:第四紀未固結堆積物, Q/Qd:三角州堆積物, Q/QTpr:鮮新世及び更新世未固結堆
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積物(層厚 3m 以上), Q/Tpp:鮮新世の砂岩・シルト岩, Tmm:中新世の砂岩・泥岩, Q/Tmm: 中新世の砂

岩・泥岩(層厚 3m 以上), gdp:花崗閃緑岩 赤線:第四紀層を切る断層, 赤破線:同推定部, 黒線:第三紀

層かそれ以前の地層を切る断層, 黒破線:同推定部）． 

 

 

 

図  6.2.2-9 電磁法解析結果の解釈（吉村ほか（2006）より引用） 

（150Ω･m 付近を境に，比抵抗構造が変化しており，これは堆積岩と花崗岩類への岩相変化に

対応するものと解釈される）． 
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図  6.2.2-10 岩石比抵抗－間隙水比抵抗の関係（鈴木, 2003 より引用；堆積岩の例．図中の実

線は，間隙水１Ω・ｍを示す．それ以下では， Archie(1942)の関係が成立し，岩石比抵抗値と

間隙水比抵抗値が比例する．図中の破線は，間隙水 10～100Ω・ｍの範囲を示す．この領域で

は，間隙水比抵抗値(ρw)に関係なく，岩石比抵抗値が，ほぼ一定の値を示すようになる．）． 

凡例説明 

Sh ：頁岩 

Sl  ：粘板岩 

M  ：泥岩 

Si  ：シルト岩 

S   ：砂岩 

PT ：軽石凝灰岩 

SS ：礫混じり砂岩 

PPS：軽石混じり砂岩 

CS：粗粒砂岩 
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図  6.2.2-11 ３次元電磁法解析結果に基づく地下水比抵抗値（推定値）と実測地下水比抵抗値

との対比（迂回係数を 2.5 と仮定，吉村ほか(2006)より引用）． 

 

6.3 研究のまとめ 

本研究は高レベル放射性廃棄物地層処分事業における地質環境調査への反映を目指して進め

てきたものである。高レベル放射性廃棄物の処分は，将来世代に負の遺産として負担をかけない

ためにも，原子力を利用したわれわれの世代が考えなければならない問題である。高レベル放射

性廃棄物が天然のウランと同等の放射線レベルになるまで地表の施設などで人間の管理下にお

くことは，地震などの自然災害や戦争などの危険にさらされる恐れがあるため大変困難である。

人間の生活環境から遠ざけて安定した地層中に廃棄物を処分する地層処分は，これまで国際機関

や世界各国が考えてきてたどり着いた，実現性の高い処分方法である。 

これまで述べてきたように，放射性廃棄物の地層処分の安全評価や沿岸域の地下水質変動の評

(c)はコア間隙水 

(l)は孔内採水 
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価など，われわれが直面する深部地下環境の調査・評価には，現状の性状認識と将来の変化への

備えとして現世代が考えておくべきものである。地下水は物質移行の媒介として重要な役割をも

ち，地層処分場であれば放射性核種の移行に関連し，沿岸域の地下水については社会生活に必要

不可欠な資源として位置づけられる。 

本手法は，このような地下水の長期変動を予測するに当たり，岩盤中の地下水移行パラメータ

として利用される透水係数を空間的に把握する手法として開発してきたものである。この手法に

より，これまで点や線での透水係数分布の把握が，物理探査によって空間的に広がったことで，

迅速にかつ経済的に水理場の推定ができるようになり，また，本手法と既存の調査技術を適宜併

用することで不確実性が少ない水理場の推定ができるものと考える。 

物理探査は，本手法のように弾性波の特性を利用したもののほかに，電気的，電磁気的なアプ

ローチや近年開発が進んできた岩石のミクロ構造をマクロに適用する岩石物理学のような総合

的な評価手法がある。 

本研究では，間隙弾性論を基にした検討を行い，いくつかの地質・岩種，スケールにおいて実

証試験を行ってきたが，検討の中にも，ボーリング調査による詳細な地質情報，原位置透水試験

による詳細な水理データ，電磁法探査による電気的なアプローチとの組み合わせ，岩石物理学の

手法による堆積岩の透水係数分布の推定など，他手法との適切な組み合わせがあって成立性を示

すことができたものである。このように，各分野の情報を適切に利用することで，より信頼でき

る技術となるべく，本手法はその歩みを始めたばかりであり，今後の発展を鑑みるとさらなる適

用性の実証と経験が必要であることは自明の理である。 

発展的課題として，本章で，確率論的な透水場の評価手法および沿岸域の地下水に関する課題

について提案してきたが，ここで挙げた以外の分野においても本手法が適用され，社会に貢献で

きることを願うばかりである。 
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